第 1 期 
アク ショ ン 
フラ ン 


いわ て 県 民 計 画 
(2019~<2028) 


東日本 大 岩 災 津波 の 経験 に 基づき 、 
引き 続き 復興 に 取り 組み な が ら 、 
お 互い に 幸福 を 守り 育て る 希望 郷 い わ て 





は じ め に 


行政 経営 プラ ン の 策定 趣旨 OT GS CN RN 1 
行政 経営 プラ ン の 計画 期間 SE TS i SS EE EN RE TS Se A SE EN 1 
基本 的 な 考え 方 と 取組 方 向 DD EE EES EE TS GE 2 
行政 経営 プラ ン の 推進 SO NE RR NE ER NS NS 2 


に た ww 


岩手 県 


1 
2 
3 
4 
5 
6 




















の 行 財 政 を 取り 巻く 環境 





国 等 の 動向 RD RA RR RE RET RN CR SGA TCE i RN i ts 3 





県 と 0 の 0 交 析 人 Ne WM 4 














末日 








県 ( 








本 大 震 災 津波 か ら の 復旧 * 復興 の 推進 OR CC RE 5 











職員 体 邊 | の 状況 NN CR RN SN RN 5 











お ける 働き 方 改革 の 取組 状況 CC 7 


県 財政 の 状況 A A CS CC CC RC EN 8 


具体 的 な 推進 項目 








1 


地域 意 


識 に 根ざし た 県 民 本 位 の 行政 経営 の 推進 








1 


多様 な 主体 と の つなが り を 形成 し ます ee 13 


A I 
ュ ン ヽ ン トン テン 


1 
2 
3 
4 


多様 な パー トナ ー シ ッ プ の 形成 

民間 活力 の 導入 に よる サー ビス の 質 の 向上 
公共 デー タ の 利 活用 の 推進 
県 民 ニ ー ズ の 適切 な 把 揚 





























2 市 町 村 と の 連携 = 協 働 を 推進 し ます GT CR EE CE GE EE 25 


3 


4 


(1) 
(2) 
(3) 











市 町 村 と の 連携 ・ 協 働 の 更 な る 推進 
東日本 大 震 災 津 波 等 の 大 規模 災害 か ら の 復興 に 向け た 支援 
広域 振興 局 と 市 町 村 と の 連携 ・ 協 働 の 更 な る 推進 

































































地方 分 権 や 県 外 自 台 体 と の 連携 を 推進 し ます NS RS RR 30 


(1) 
(2) 




















地方 分 権 改 革 の 推進 
広域 連携 の 推進 





海外 と の つなが り を 形成 し ます ER RR RR GR 32 


(1 ) 
(2 ) 


世界 と 岩手 を つなぐ 人 材 ネ ットワーク の 充実 
国際 業務 の 中 核 を 担う 職員 の 確保 ・ 育 成 














高度 な 


行政 経営 を 支え る 職員 の 能力 向上 








1 


開か 
(1) 
(2) 
(3) 


れ た 県 行政 を 担う 職員 を 確保 ・ 育 成 し ま す ee 35 
地域 課題 に 対応 で きる 職員 の 確保 ・ 育 成 

地域 意識 を 持ち 地域 貢献 活動 に 取り 組む 職員 の 育成 

復興 を 担う 職員 の 確保 























2 若手 ・ 女性 職員 の 活躍 を 支援 し ます ER EE TE ES EE 41 


(1) 
(2) 





若手 職員 の 組織 的 な 育成 
女性 職員 の 活躍 支援 と 積極 的 な 次 用 























3 職員 の 能力 開発 を 促進 し ます OC CA 45 


(1) 
(2) 


職員 の 成長 を 支え る 研修 の 体系 化 ・ 充 実 強化 
管理 監督 者 等 の マネ ジメント 力 の 向上 




















皿 効率 的 な 業務 遂行 や ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス に 配慮 し た 職場 環境 の 実現 








情報 通信 技術 (1 
柔軟 な 働き 方 が で 






































i よる 業務 の 効率 化 の 推進 
きる 勤務 環境 の 推進 




































































仕事 の 質 の 向上 を 
職場 活性 化 に 向け 














子育て 世代 職員 へ の 支援 の 充実 
仕事 と 生活 の 調和 が と れ た 職場 環境 の 推進 





る く 、 い きい き と し た 職場 環境 づく り を 推進 し ます ……… ド ドド ーー 58 





図る 職場 風土 の 醸成 
た 健康 経営 の 推進 


























地域 と と も に 実現 する 働き 方 改革 

















県 民 サ ービス の 利 
政策 評価 の 質 の 向 
公共 調達 の 最適 化 
行政 情報 の 適正 な 
























































便 性 の 向上 
ドド 

の 推進 
管理 と 公開 の 推進 









































2 多様 な ニー ズ に 応え る 公営 企業 や 県 出資 等 法人 の 健全 経営 を 推進 し ます ………… 71 
良質 な 医療 の 持続 的 な 提供 に 向け た 県 立 病院 等 の 事業 運営 


(1 
(2 
(3 
(4 


) 
) 
) 
) 
































県 民 の 暮らし と 産 
流域 下水 道 事業 へ 
県 出資 等 法人 の 健 















































和志 に 間切 に 
行政 需要 に 応じ た 





























業 の 振興 を 支え る 電力 及び 工業 用 水 の 安定 経営 
の 地方 公営 企業 法 の 適用 及び 健全 経営 の 推進 
全 経 営 の 継続 に 向け た 支援 















































対応 する 組織 体制 の 推進 
適切 な 定数 配置 の 推進 






































機体 の 充 


実 強化 








4 効果 的 で 効率 的 な 楽 務 遂 行 休 制 を 支え る リス クマ ネジ メン ト を 構築 し ます ーー 


















































































































































(1) 事務 処理 の 適正 性 の 確保 に NR | の 推進 

(2) 効果 的 で 効率 的 な 業務 遂行 体制 の 構築 に 向け た 監査 機能 の 充実 強化 
5 政策 の 着実 な 推進 を 支え る 持続 可能 な 財政 構造 を 構築 し ます ee 90 

(1) 中 期 財 政見 通し を 踏ま えた 財政 運営 

(2) 県 民 に 分 か りや すい 財政 に 関す る 情報 の 公表 

(3) 歳入 確保 の 強化 

(4) 歳出 の 重点 化 と 将来 負担 の 軽減 
資料 編 
資料 1 情報 通信 技術 (I CT) を 活用 し た 主 な 取組 ・… ビ バド グ ゆ ー バ ーー 99 
資料 2 指標 一 覧 DEES ER SOR SR SEC DEES GS Rn SE 100 
資料 3 これ まで の 行 財 政 改革 の 取組 DN DT EPR が ES23 に Ge 104 
資料 4 行 財政 運営 概況 OS OE NCE ET GE SS SL HEE ES EE ROAD ES ea 2 ot 108 
資料 5 県 と 民間 と の 連携 協定 締結 状況 RE CE 109 














"a 
1 行政 経営 プラ ン の 策定 趣旨 

これ まで 県 で は 、 平 成 27 年 度 (2015 年 度 ) に 策定 し た 「 い わ て 県 民 計 画 」 第 3 期 ア クシ ョ ン 
プラ ン [行政 経営 編 ] に 基づき 、 経 営 感 覚 を 持っ て 重要 な 課題 に 財源 や 人 的 資源 を 配分 し 、 効 
果 的 ・ 効 率 的 に 成果 を 挙げ る 「 行 政経 営 」 の 視点 を 重視 し 、 政 策 編 及び 地域 編 の 目標 達成 に 向 

け て 取り 組ん で きま し た 。 

国 で は 、 現 在 、 高 齢 者 人 口 が ピー ク を 迎え る 2040 年 頃 を 見 据え 、 第 32 次 地方 制度 調査 会 で 
地方 行政 体制 の あり 方 に つい て 調査 審議 が 行わ れ て いま す 。 人 口 減少 と 少子 高齢 化 の 急速 な 進 
行 は 、 生 産 年 齢 人 口 の 減少 に 伴い 経済 面 に お ける 成長 の 制約 要因 と な る と と も に 社会 保障 関係 
費 の 増 高 な ど に より 、 茂 し い 行 財政 運営 が 続く こと が 見 込ま れ ま す 。 

この よう な 中 、 県 に お いて は 、 県 民 や 行政 を 取り 巻く 社会 経済 情勢 の 変化 に 的 確 に 対応 し 、「 い 
わ て 県 民 計 画 (2019 て 2028)」 に 掲げ る 政策 の 実効 性 を 高め て いく た め 、2022 年 度 ま で の 行政 経 
営 の 主 な 取組 を 第 1 期 ア クシ ョ ンプ ラン 「 行 政経 営 プ ラン 」 と し て まとめ まし た 。 


































































































































































































本 プラ ン の 推進 に 当たっ て は 、 多 様 化 する 県 民 ニ ー ズ 環境 変化 を 適切 に 捉え 、 将 来 あ る べ 
き 姿 や 目標 を 起点 に 戦略 を 立て 展開 する バッ クキ ャ ステ ィング 思考 に 基づく マネ ジメント が 重 
要 で ある こと か ら 、 これ まで の 取組 の 成果 を 土台 と し て 、 職員 一 人 ひと り が 「 岩 手 県 職員 憲章 」 
の 実践 を 徹底 し 、 地 域 に 根ざし た 現状 分 析 と 先見 性 を 持っ て 最適 な シナ リオ を 描き 、 県 民 視点 
に 立っ た 県 民 本 位 の 行政 経営 を 推進 し ます 。 県 民 、 企 業 、NPO、 関 係 団体 、 市 町 村 な ど 多 様 
な 主体 と の 連携 ・ 協 働 を 進め 、 開 か れ た 県 行政 の も と で 各 主 体 が 持つ 強み が 十分 に 発揮 で きる 


よう 、 安 定 的 で 持続 可能 な 行 財 政 運 営 に 取り 組み ます 。 













































































































































































岩手 県 職員 憲章 私 た ちの 5 つの 信条 ~ 

県 民 本 位 | 常に 県 民 の 視点 、 立 場 に 立ち 、 現 在 、 そ し て 未来 の 「 県 民 全体 の 利益 」 を 考え 、 

行動 し ます 。 

能力 向上 | 創意 工夫 を 疾 ら し 、 柔 軟 な 発想 で 、「 新 た な 課題 に 果敢 に 挑戦 」 し ます 。 

明朗 快活 職員 間 の 自由 な コミ ュ ニ ケー ショ ン を 通じ 、「 明 る く 、 い きい き と し た 職場 」 を つ 

くり ます 。 

法令 遵守 「 規 律 」 を 重んじ 、 県 民 か ら 信 頼 さ きれ る よう 、「 公 正 、 公平 」 に 職務 を 遂行 し ます 。 

地域 意識 地域 社会 の 一 員 と し て の 「 自 覚 」 と 県 職員 と し て の 「 誇 り 」 を も っ て 、「 誠 実 」 に 
行動 し ます 。 




























































































































































































2 行政 経営 プラ ン の 計画 期間 
「 い わ て 県 民 計画 (2019 て 2028)」 長 期 ビ ジョ ン 第 8 章 「 行 政経 営 の 基本 姿勢 」 の 第 1 期 アク 
ショ ンプ ラン と し て 策定 し 、 マ ニ フ ェ スト ・ サ イク ル を 考慮 し た 2019 年 度 か ら 2022 年 度 ま で 

の 4 年 間 を 計画 期間 と し ます 。 


























3 基本 的 な 考え 方 と 取組 方 向 
ける 4 本 の 柱 に 基づき 、 具 体 的 な 取組 を 進め ます 。 


















































【「4 本 の 柱 」 と 取組 方 向 】 (長期 ビジ ョ ン か ら の 再掲 ) 

I 地域 意識 に 根ざし た 県 民 本 位 の 行政 経営 の 推進 
多様 な 県 民 ニ ー ズ に 応え 、 将 来 に わた っ て 一 人 ひと り の 幸福 を 守り 育て て いく た め 、 県 民 、 
企業 、N PO、 関 係 団体 、 市 町 村 な ど 、 あ ら ゆ る 主体 が それ ぞ れ 主体 性 を 持っ て 協 働 する 、 地 
域 意 識 に 根ざし た 県 民 本 位 の 行政 経営 を 進め ます 。 県 内 外 の 自治 体 と の 広域 連携 や 、 グ ロー バ 
ル な 視点 に 基づき 海外 と の つなが り を 深め 、 岩手 の 誇る 価値 や 資源 が 最大 限 発 揮 さ れ た 、 より 
質 の 高い 県 民 サ ービス を 提供 し て いき ます 。 





















































































































































I 高度 な 行政 経営 を 支え る 職員 の 能力 向上 
地域 社会 の 一 員 と し て の 自覚 を 持っ て 、 主 体 的 に 地域 課題 の 解決 に 関わ り 、 県 民 が 主役 と 
な っ た 地域 づく り を 支え て いく た め 、 娠 手 県 職員 と し て の ある べき 次 を 示す 「 岩 手 県 職員 憲章 」 
に 基づく 行動 の 徹底 を 図り 、 県 政 全 般 を 償 賊 し 、 県 民 視点 で 県 全体 の 利益 を 追求 する 職員 を 確 
保 ・ 育 成 し ます 。 



















































































四 効率 的 な 業務 遂行 や ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス に 配慮 し た 職場 環境 の 実現 
出産 ・ 育 児 ・ 介 護 な ど 生 活 の 状況 や 、 職員 の 年 齢 構成 の 偏在 を は じ め と する 組織 体制 を 取り 
巻く 環境 変化 に 適切 に 対応 し 、 組織 と し て 高い パフ ォ ー マ ンス を 発揮 し 続け て いく た め 、 業務 
の 効率 的 な 運営 や 柔軟 な 働き 方 の 推進 に より 、 仕 事 と 生活 の 調和 を 図り 、 職員 が 明る く 、 い き 
いき と 働く こと が で きる 職場 環境 を 実現 し ます 。 


























































































































IV 戦略 的 で 実効 性 の ある マネ ジメント 改革 の 推進 
事業 を 有効 的 か つ 効 率 的 に 実施 する た め 、 PD CA サイ クル の 徹底 を 図る と と も に 、 機動 的 
で 戦略 的 な 組織 マネ ジメント を 推進 する な ど 、 限 られ た 経営 資源 を 最大 限 有 効 活 用 し 、 県 民 
サー ビス の 質 の 向上 を 図り ます 。 

また 、 内 部 統制 に よる リス クマ ネジ メン ト の 強化 な ど に より 、 行 政 の 適正 性 と 透明 性 を 確保 
し 、 県 民 の 信頼 に 応え る 行政 経営 を 推進 し ます 。 

さら に 、 この 計画 に 掲げ る 政策 を 着実 に 推進 する た め 、 中 長期 的 な 視点 を 持っ て 不断 の 改革 
に 取り 組み 、 将 来 に わた っ て 安定 し た 財政 構造 の 構築 に 取り 組み ます 。 































































































































































































4 行政 経営 プラ ン の 推進 

第 1 期 ア クシ ョ ンプ ラン の 進行 管理 に 当たっ て は 、 毎 年 度 、 実 績 を 把握 ・ 公 表し 、 取 組 の 着 
実 な 推進 を 図り ます 。 
また 、 社会 経済 情勢 の 変化 や 取組 状況 な ど を 踏ま よ え 、 必要 に 応じ 内 容 を 見 直し 、 新た な 課題 に 
迅速 か つ 的 確 に 対応 し ます 。 






























































| | 
1 国 等 の 動向 
(1) 行政 運営 の 動向 
第 31 次 地方 制度 調査 会 に お いて 、「 人 口 減少 社会 に 的 確 に 対応 する 地方 行政 体制 及び ガバ ナ 
ンス の あり 方 に 関す る 答申 」 を 平成 28 年 (2016 年 ) 3 月 に まとめ 、 地 域 社 会 の 持続 可能 性 を 
高め る た め に は 、 地域 の 総力 を 結集 し て 人 口 減少 が も た ら す 課題 に 対応 する 必要 が ある 、 と の 
認識 の 下 、 地域 の 実情 に 即 し て 、 事務 の 適正 性 の 要請 に 応え る 仕組 み を 適切 に 確保 する こと に 
よっ て 、 人口 減 少 社会 に お いて 合意 形成 が 困難 な 課題 に 集中 し て 対応 する こと が で きる 、 と し 
て いま す 。 
また 、 平成 29 年 (2017 年 ) 5 月 に 閣議 決定 され た 「 世 界 最 先端 1 エ T 国家 創造 宜 言 ・ 官 民 デ ー 
タク 活用 推進 基本 計画 」 に 基づき 「 デ ジタル ・ ガ バ メ ント 推進 方 針 」 を 策定 し 、 子育て 環境 の 充 
実 、 働 き 方 改革 、 生 産 性 の 向上 、 高 齢 者 の 安心 ・ 安 全 な ど に つなが る 仕組 み を 整備 し 、 活力 あ 
る 社会 を つく っ て いく た め に は 、 必要 な サー ビス が 時 間 と 場所 を 問わ ず 、 それ ぞ れ の ニー ズ に 
対し て 最適 な 形 で 届け られ る こと が 重要 と し 、 利 用 者 中 心 サ ービス の 提供 を 推進 し て いま す 。 
さら に 、 働 き 方 改革 に つい て は 、「 国 家 公 務 員 の 女性 活躍 と ワー クラ イフ バラ ンス 推進 の た 
め の 取 組 指針 」 に 基づき 、 職 員 の 仕事 と 生活 の 調和 に 向け 、「 働 き 方 改革 」「 育 児 ・ 介 護 等 と 
両立 し て 活躍 で きる た め の 改 革 」 の 二 つ の 改革 が 進め られ て いる ほか 、 平 成 28 年 (2016 年 ) 
6 月 に 闘 議決 定 さ れ た 「 日 本 再興 戦略 2016」 の 中 で 国家 公務 員 の 取組 を 促進 する こと と され 
て いま す 。 
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(2) 経済 財政 運営 の 動向 
国 ・ 地 方 の 財政 は 、90 年 代 以 降 の 景気 の 低迷 に よる 税収 の 減少 や 、 国 債 及 び 地 方 債 に 依存 
し た 累 次 の 経済 対策 の 実施 な ど を 背景 に 著しく 悪化 し た た め 、 平 成 29 年 度 (2017 年 度 ) 末 時 
点 で 国 と 地方 合わ せ て 1 千 兆 円 を 超え る 債務 残高 を 抱 を て いま す 。 

平成 30 年 (2018 年 ) 6 月 閣議 決定 の 「 経 済 財 政 運 営 と 改革 の 基本 方 針 2018】 で 示さ れ た 
「 新 経済 ・ 財 政 再 生計 画 」 に お いて 、 新 た な 財政 健全 化 目標 と し て 、2020 年 度 ま で に 達成 す 
る こと と し て いた 国 ・ 地 方 を 合わ せ た プ ライ マリ ー・ バ ラン ス の 黒字 化 に つい て 、2025 年 度 
の 達成 を 目指 す と し 、 同 時 に 債務 残高 対 CDP 比 の 安定 的 な 引下げ を 目指 すこ と を 堅持 する 
と し て いま す 。 団塊 世代 が 75 歳 に 入り 始め 社会 保障 関係 費 の 急増 が 見 込ま れる 2022 年 度 の 
前 まで の 2019~2021 年 度 を 、 社 会 保障 改革 を 軸 と する 「 基 盤 強化 期間 」 と 位置 づけ 、 経 済 成 
長 と 財政 を 持続 可能 に する た め の 基 盤 固め を 行う こと と され て いま す 。 
また 、 地 方 の 歳出 水準 に つい て は 、 国 の 一 般 歳 出 の 取組 と 基調 を 合わ せつ つ 、 交付 団体 を は 
じ め 地 方 の 安定 的 な 財政 運営 に 必要 と な る 一 般 財 源 の 総額 に つい て 、 平 成 30 年 度 (2018 年 度 ) 
地方 財政 計画 の 水準 を 下回ら な いよ う 実 質 的 に 同 水 準 を 確保 する こと と され て いま す 。 

さら に 、 経 済 ・ 財 政 一 体 改革 の 進捗 に つい て は 、 新 計画 の 中 間 時 点 で ある 2021 年 度 に 評価 
を 行い 、2025 年 度 の プラ イマ リー・ バ ラン ス 黒 字 化 の 実現 に 向け 、 歳 出 ・ 歳 入 改 革 の 取組 
反映 する こと と され て いま す 。 
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県 民 ニ ー ズ の 多様 化 

内 閣府 の 「 国 民生 活 に 関す る 世論 調査 」 (平成 30 年 (2018 年 ) 8 月 公表 ) に お いて は 、 今 後 の 
生活 で 「 物 質 的 に ある 程度 豊か に な っ た の で 、 これ か ら は 心 の 豊か さや ゆとり の ある 生活 を する こ 
と に 重き を お きた い 」 と 答え た 人 の 割合 (61.4%) が 、「 ま だ まだ 物質 的 な 面 で 生活 を 豊か に する 
こと に 重き を お きた い 」 と 答え た 人 の 割合 (30.2%) より 高く な っ て いま す 。 昭和 50 年 代 以降 、 
その 差 が 拡大 する 傾向 に あり 、 時 代 の 移り 変わ り に 応じ て 個人 の 価値 観 に 変化 が 生じ て いま す 。 
また 、 グ ロー バル 化 の 進展 や 情報 通信 技術 の 革新 的 な 進歩 に より 、 人 、 モ ノ 、 資本 な ど が 国境 を 
越え て 活発 に 行き 交 う と と も に 、 岩手 と 世界 が 直接 つなが る 機会 が 増え て いま す 。 今後 、 県 内 で は 
ラグ ビー ワー ルド カッ プ 2019" や 復興 五輪 を 掲げ る 東京 2020 オナ リンピック ・ パ ラリ ン ピ ッ ク 競 技 
大 会 の 開催 な ど に よる 交流 人 口 の 拡大 に 加え 、 国 際 リ ニア コラ イダ ー (1I LC) ! の 誘致 実現 に よ 
る 国際 研究 拠点 の 形成 が 期待 され て お り 、 これ まで 以上 に 海外 と の 交流 が 広がり 、 多様 な 文化 や 価 
値 観 に 触れ る 機会 の 増加 が 見 込ま れ ま す 。 

さら に 、 人 口 減少 ・ 少 子 高齢 化 の 進行 や 人 生 100 年 時 代 の 到来 を は じ め と する 様々 な 社会 経済 情 
勢 の 変化 に 応じ し た ライ フス タイ ル の 多様 化 も 見 込ま れ ま す 。 県 で は 平成 12 年 度 (2000 年 度 ) か ら 
県 民意 識 調査 を 実施 し 、 政策 に 対す る 県 民 の 満足 度 や ニー ズ 度 の 把握 に 取り 組ん で お り 、 こ れ ら の 
客観 的 な デー タ を 効果 的 に 活用 し な が ら 、 課題 や ニー ズ を 見 通し 、 的 確 に 対応 し て いく 必要 が あり 
ます も 






































































































































































































































































































































平成 30 年 (2018 年 ) 県 の 施策 に 関す る 県 民意 識 調 査 
(調査 対象 : 県 内 に 居住 する 18 歳 以上 の 男女 5, 000 人 、 有 効 回 収 率 : 65.29%% (3, 260 人 /5, 000 人 ) 
県 が 平成 30 年 (2018 年 ) 1 月 か ら 2 月 に か け て 行っ た 調査 の 結果 、 県 民 の ニー ズ 度 (重要 度 か ら 満 足 度 





























































































































を 引い た 数 値 ) が 高い 項目 は 次 の と お り で す 。 雇 用 、 福 祉 、 産 業 振興 等 に 関す る 項目 が 上 位 を 占め て いま 
が 。 
(ニー ズ 度 が 高い 項目 ) 































































































































































































1 1 ① 安定 し た 就職 環境 

2 2 ⑧ 高齢 者 や 障がい 者 に 安心 な 地域 づく り 
3 5 ② 農林 水産 業 の 担い 手 確保 

4 3 ③ 安心 な 子育て 環境 整備 

5 4 ① 商店 街 の に ぎわ い 

6 6 ③ 適切 な 医療 体制 

7 7 @ 公共 交通 機関 の 維持 ・ 確 保 

8 8 ① 次 世代 を 担う 産業 人 材 育 成 

9 10 @ 生活 基盤 整備 が 進ん だ 生活 環境 

10 9 ⑦ 災害 に 強く 安心 し て 暮らせ る 県 土 
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国際 リニア コラ イダ ー (ILC) : International Linear Collider。 全長 20~50km の 地下 トン ネル に 建 
陽電子 を 加速 、 衝 突 さ せ 質 量 の 起源 や 時 空 構 造 、 宇 宙 誕 生 の 謎 の 解明 を 目指 す 大 規模 研究 施設 
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3 東日本 大 震 災 津波 か ら の 復旧 ・ 復 興 の 推進 
東日本 大 震 災 津波 に より 、 県 内 で は 沿岸 地域 を 中 心 に 多く の 市 町 村 が 甚大 な 被害 を 受け 、 膨 大 
な 復旧 ・ 復 興業 務 を 担う 人 員 の 確保 が 大 き な 課 題し と な り ま し た 。 
この た め 、 県 で は 、 任 期 付 職 員 の 採用 等 に より 県 職員 を 増員 する と と も に 、 職 員 を 派遣 し 、 被 
災 市 町 村 の 行政 機能 の 回 復 補 復旧 ・ 復 興 事 業 の 推進 を 支援 し て いま す 。 
また 、 国 、 全 国 知事 会 、 全 国 市 長 会 ・ 全 国 町 村 会 と と も に 応援 ・ 支 援 職 員 の 派遣 調整 を 行い 、 
全国 の 地方 自治 体 間 が 連携 する 水平 補完 に よる 受 援 ・ 応 援 体制 の も と で 、 職 員 の 継続 的 な 確保 を 
図り 、 県 や 被災 市 町 村 の 復旧 ・ 復 興業 務 を 推進 し て いま す 。 
被災 市 町 村 が 必要 と する サー ビス を 提供 で きる よう 、 人 的 支援 な ど を 通じ て 市 町 村 の 行政 機能 
の 向上 や まち づく り を 、 引 き 続 き 支援 し て いく 必要 が あり ます 。 








































































































































































































































































































県 か ら 県 内 市 町 村 に 派遣 し た 任期 付 職員 数 (人 ) ( 各 年 度 4 月 時 点 ) 
H24 | H25 | H26 | H27 | H28 | H29 | H30 

ー | 62 | 105 | 125 | 119 | 107 | 87 

全国 の 自治 体 か ら 県 内 自治 体 へ の 派遣 職員 数 (人 ) ( 各 年 度 4 月 時 点 ) 
| H24 | H25 | H26 | H27 | H28 | H29 | H30 

岩手 県 156 163 172 172 164 129 101 
県 内 市 町 村 226 316 359 340 311 280 230 
合計 382 479 531 512 475 409 331 



























































※ 岩 手 県 は 、 知 事 部 局 及 び 収 用 委員 会 事務 局 に 派遣 され た 職員 数 の 合計 


























4 組織 ・ 職 員 体 制 の 状況 

東日本 大 震 災 津波 の 発 災 以降 、「 復 興 局 」 の 設置 や 震 災 復興 に 携わる 部 署 へ の 弾 力 的 な 人 員 の 再 
配置 、「 国 体 ・ 障 が い 者 スポ ー ツ 大 会 局 」 や 「 文 化 ス ポー ツ 部 」 の 設置 な ど 、 県 を 取り 巻く 環境 変 
化 に 対応 し た 組織 体制 の 整備 を 進め て きま し た 。 今後 も 、「 い わ て 県 民 計画 (2019~2028) 」 に 
基づく 政策 を 推進 する た め 、 適 時 適切 な 組織 体制 を 構築 し て いく 必要 が あり ます 。 

また 、 こ れ ま で の 事務 事業 の 見 直し や 組織 ・ 職 員 体制 の 再 構築 の 結果 、 知 事 部 局 の 職員 数 は 平 
成 15 年 (2003 年 ) 4 月 1 日 時 点 の 5, 318 人 か ら 平 成 23 年 (2011 年 ) 4 月 1 日 時 点 で 3, 949 人 、 
約 25% の 純 減 と な り ま し た 。 平成 24 年 度 (2012 年 度 ) 以降 は 、 新 規 採用 職員 数 の 増 お な ど に より 
職員 数 は 増加 し て いま す が 、 よ り 質 の 高い 県 民 サ ービス を 持続 的 ・ 安 定 的 に 提供 し て いく た め に 
は 、 引 き 続 き 職員 一 人 ひと り の 業務 遂行 能力 の 一 層 の 向上 を 図り 、 複 雑 ・ 多 様 化 する 行政 課題 に 
対応 で きる 専門 的 知識 や スキ ル を 持ち 、 県 民 視 点 で 県 全体 の 利益 を 追求 する 職員 を 育成 し て いく 
必要 が あり ます 。 

平成 30 年 (2018 年 ) 4 月 1 日 時 点 の 知事 部 局 等 の 一 般 行政 部 門 の 職員 の 年 齢 構成 は 、40 代 以 
上 の 職員 が 全体 の 60% 以 上 を 占め 高齢 者 層 の 割合 が 高く な っ て いま す 。 一 方 、30 代 の 職員 が 各 年 
代 の 中 で 最も 少な い 状 況 に あり 、 若 手 職員 が 気軽 に 相談 で きる 先輩 職員 が 所 属 室 課 に 少な いな ど 
の 課題 が お 生じ て いま す 。 年 齢 構成 の 偏在 は 数 年 続く こと か ら 、 組 織 全 体 で 若手 職員 を 育成 する 取 
組 を 継続 し て 実施 し て いく 必要 が あり ます 。 
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職員 数 の 推移 (人 ) ( 各 年 度 4 月 1 日 (信和 あ 衝 上 香 詩 舎 を ま に 作成) ) 






































































































































知事 部 局 5, 318 4, 302 3, 949 4, 015 4, 128 4, 312 4, 332 
教育 委員 会 14, 614 13, 393 12, 833 12, 685 12, 488 11, 824 11, 800 
3 2, 368 2, 421 2, 420 2, 558 2, 494 2, 469 2, 463 
医療 局 4, 793 4, 725 4, 723 4, 744 4, 766 4, 984 5, 015 
企業 局 140 127 128 125 127 135 139 
その 他 の 委員 会 等 の 事務 局 96 92 91 90 89 94 92 
合計 27, 329 25, 060 24, 144 24, 217 24, 092 23, 818 23, 841 
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近年 、 新 採用 職員 に 占め る 女性 職員 の 割合 が 増加 し て お り 、 キャ リア 形成 の 積極 的 な 支援 な ど 女 
性 職員 の 一 層 の 活躍 に つなが る 取組 を 、 引 き 続 き 進め て いく 必要 が あり ます 。 





























一 般 行政 部 門 の 職員 の 年 齢 構成 (人 ) (平成 30 年 (2018 年 ) 4 月 1 日 時 点 ) 
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※ 知 事 部 局 及び 教育 委員 会 事務 局 を 除く 委員 会 等 の 事務 局 の 職員 の 状況 



































女性 職員 の 割合 (%) 



























































※ 知 事 部 局 、 議 会 事務 局 、 選 挙 管理 委員 会 事務 局 、 監 査 委員 事務 局 、 人 事 委 員 会 事務 局 、 海 区 漁業 調整 委員 会 事務 局 、 
グ 働 委員 会 事務 局 、 収 用 委員 会 事務 局 及び 企業 局 の 職員 の 状況 



























































5 県 に お ける 働き 方 改革 の 取組 状況 
長 時 間 労 働 の 是正 な ど 働 き 方 の 改善 を 促進 する た め 、 県 内 で は 平成 28 年 度 (2016 年 度 ) か ら 「 い 
わ て 働き 方 改革 推進 運動 」 が 展開 され 、 優 良 事例 の 表彰 な ど 普 及 啓 発 活動 が 行わ れ て いま す 。 























県 に お いて は 、 知 事 や 部 局長 等 に よる 「 イ クボ ス * 宣 言 」 の ほか 、「 次 世代 育成 支援 の た め の 特 定 
事業 主 行動 計画 」 に 基づく 育児 休業 の 取得 促進 や 時 差 通 勤 制度 の 導入 な ど を 通じ て 、 子 育て し や 
すく 仕事 と 生活 の 調和 が 図ら れ た 職場 環境 づく り に 取り 組ん で いま す 。 一 方 、 東 日 本 大 震 災 津波 
か ら の 復旧 ・ 復 興業 務 へ の 対応 な ど に より 超過 勤務 が 高 止 まり 傾向 に ある こと か ら 、「 い わ て 働き 
方 改革 推進 運動 」 と も 歩調 を 合わ せ て 、 働 き 方 改革 の 取組 を より 一 層 進 め 、 働 きやすい 職場 環境 
を 整え て いく 必要 が あり ます 。 
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知事 部 局 等 の 1 人 当たり の 年 間 超 過 勤 務 時 間 の 推移 (時 間 ) 
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※ 知 事 部 局 、 労 働 委員 会 事務 局 及 び 収 用 委員 会 事務 局 の 職員 の 状況 





6 県 財政 の 状況 

通常 分 の 県 の 歳入 は 、 地方 交付 税 や 国庫 支出 金 な ど 、 いわ ゆる 依存 財源 の 占め る 割合 が 大 きく 、 
国 の 地方 財政 計画 の 変動 の 影響 を 受け や すい 財政 構造 と な っ て いま す 。 

自主 財源 の 大 款 を 占め る 県 税収 入 は 、 企 業 業績 の 伸び や 地方 消費 税 の 税率 の 引上げ な どの 影響 
に より 近年 増加 し て いる も の の 、 自 主 財源 比率 は 4 割 前 後に と ど ま っ て いま す 。( 図 1) 

震 災 分 の 歳入 は 、 災 害 復旧 を は じ め と し た 復旧 ・ 復 興 事業 に 国庫 支出 金 や 復興 交付 金 の ほか 、 
地方 負担 分 に つい て も 岩 災 復興 特別 交付 税 が 措置 され る な ど 、 国 に よる 特別 な 財政 措置 が 取ら れ 
て いま す 。 一 方 、 国 の 「 復 興 ・ 創 生 期 間 」 は 2020 年 度 ま で と な っ て いま す が 、 よ り 良 い 復 興 の 実 
現 の た め に 、 当 該 期 間 終 了 後に お いて も 中 長期 的 に 取り 組む べき 施策 な ど が 見 込ま れる こと か ら 、 
財源 の 確保 に つい て 検討 し て いく 必要 が あり ます 。 













































































































































































































































































2 イク ボス : 職場 で 共に 働く 職員 等 の ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス を 考え 、 キ ャ リア と 人 生 を 応援 し な が ら 、 組 織 と し て 結 
果 を 出し つつ 、 自 ら も 仕事 と 私 生活 を 楽し ょ こと が で きる 上 司 の こと 
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図 1 : 歳入 の 推移 (当初 予算 ベー ス ) 
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※H15、H19、H23 年 度 は 、 当 初 予算 が 骨格 予算 の た め 6 月 現 計 予算 額 (H23 年 度 は 、 当 初 予算 と 第 4 号 補 正 予 算 の 合計 額 )。HI9 年 度 以 
前 の 予算 額 は 、 公 債 管理 特別 会 計 相 当分 を 除い た 予算 額 


























県 の 歳出 は 、 当 初 予算 ベー ス で は 平成 13 年 度 (2001 年 度 ) を ピー ク に 減少 し て き て いま し た が 、 
平成 24 年 度 (2012 年 度 ) 以降 、 漁 港 の 災害 復旧 や 災害 公営 住宅 の 整備 と いっ た 東日本 大 震 災 津 波 
か ら の 復旧 ・ 復 興 事 業 に 要する 多額 の 予算 が 計上 され て いま す 。 

通常 分 の 予算 で は 、 普 通 建設 事業 費 が 国 の 公共 事業 予算 の 減少 に 連動 し て いる こと や 、 東 日 本 
大 震 災 津波 発 災 以降 、 復 旧 ・ 復 興 事業 に 優先 的 に 取り 組ん で きた こと な ど に より 、 全 体 に 占め る 
投資 的 経費 の 割合 が 縮小 し て いま す 。 ま た 、 義 務 的 経費 を 見 る と 、 公 債 費 が ピー ク 時 より 減少 し 
て き て いる も の の 依然 と し て 高い 水準 に ある ほか 、 職 員数 の 抑制 に より 減少 し て きた 人 件 費 が 近 
年 は 横ばい と な っ て いま す 。 ( 図 2) 


















































図 2 : 歳出 (性 質 別 ) の 推移 (当初 予算 ベー ス ) 
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※HI5、H19、H23 年 度 は 、 当 初 予算 が 骨格 予算 の た め 6 月 現 計 予算 額 (H23 年 度 
前 の 予算 額 は 、 公 債 管理 特別 会 計 相 当分 を 除い た 予算 額 


H16 H19 HzO HZ1 H22 
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、 当 初 予算 と 第 4 号 補 正 予算 の 合計 額 )。H19 年 度 以 
































また 、 そ の 他 の 経費 の うち 補助 費 等 は 、 地 域 の 保健 医療 体制 の 構築 ・ 維 持 の た め 、 県 立 病院 に 
多額 の 繰出 金 を 支出 し て いる ほか 、 高 齢 化 の 進行 に 伴う 社会 保障 関係 費 の 自然 増 な ど に より 増加 
し て いま す 。 

今後 、 社 会 保障 関係 費 の ほか 、 公 共 施 設 や イン フラ 施設 の 老朽 化 に 伴う 大 規模 修繕 ・ 更 新 に 要 
する 経費 が 多額 と な る こと か ら 、 財 政 状況 は 一 層 茂 し さ を 増 し て いく こと が 見 込ま れ ま す 。 

県 で は 、 国 の 経済 対策 に 呼応 し て 公共 事業 を 実施 し て きた こと な ど に 伴う 県 債 残高 及び 公債 費 
の 増大 に より 、 平成 24 年 度 (2012 年 度 ) 決算 に お いて 、 実質 公債 費 比 率 (3 か 年 平均 。 以 下 同じ 。) 
が 、 地 方 債 の 発行 に 国 の 許可 が 必要 と な る 18% を 超え た こと か ら 、 平 成 25 年 (2013 年 ) 9 月 に 公 
債 費 負 担 適 正 化 計 画 を 策定 し 、 県 債 の 発行 規模 を 抑制 する な どの 取組 を 進め て きま し た 。 そ の 結 
果 、 実 質 公債 費 比 率 は 、 平 成 30 年 度 (2018 年 度 ) 決算 で 18% を 下回る 見 通し と な っ て いま す が 、 
臨時 財政 対策 債 の 残高 が 累 増 し て いる 影響 も あり 、 県 債 残高 及び 公債 費 は 、 引 き 続 き 高い 水準 で 
推移 する 見 通し と な っ て いま す 。 ( 図 3 ) 
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図 3 : 公債 費 及び 県 債 残高 の 推移 (一 般 会 計 ペ ー ス ) 


(県 借 預 地 - 借 円 ( 公 頃 表 . 則 頃 発 行 細 位 円 ) 
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ー 県 情 残 高 ( 陸 時 財 至 対策 偵 以外 ) 画 系 貸 残高 ( 強 時 財政 対策 債 ) る 公債 費 旬 県 博 発 行 客 

















大 規模 な 災害 や 、 経 済 不況 に よる 税収 減 等 不測 の 事態 に より 生じ る 財源 不足 に 対応 する た め に 
は 、 一 定 程 度 の 基金 残高 を 確保 し て お く 必 要 が あり ます が 、 財 政調 整 基金 等 の 財源 対策 基金 は 
近年 減少 傾向 に あり ます 。( 図 4) 

財政 調整 基金 を は じ め と する 県 の 基金 は 、 国 を 大 きく 上 回 る 行 財政 改革 や 歳出 抑制 の 努力 を 行 
う 中 で 、 災 害 や 将来 の 税収 の 変動 、 社 会 保障 等 に 要する 経費 の 増 高 に 備え て いる も の で あり 、 経 
費 の 年 度 問 調整 等 の た め に 確保 し て いく 必要 が あり ます 。 





4 : 財源 対策 3 基金 の 残高 の 推移 
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※H29 年 度 ま で は 決算 額 、H30 年 度 は 見 込 額 
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県 の 財政 状況 は 、「 岩 手 県 中 期 財政 見 通し (平成 31 年 (2019 年 ) 2 
当 加 な ど に より 、2020 年 度 以降 、78 億 円 か ら 88 億 円 程度 の 収支 ギャ ッ プ が 生 






































社会 保障 関係 費 の 
じ る な ど 、 引 き 続き 厳し い 財 政 運 営 が 見 込ま れ ま す 。( 図 5) 




















図 5 : 岩手 県 中 期 財 政見 通し (平成 31 年 (2019 年 ) 2 月 公表 ) 抜粋 
(単位 : 億 円 ) 
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こう し た 状況 の 中 、 





造 を 構築 し て いく た め に は 、 地 域 の 実情 に 応じ た きめ 細か な 取組 が 可能 
の 財源 保障 ・ 財 源 調 整 機能 の 維持 ・ 充 実 と 地方 一 般 財源 総額 の 確保 を 































































































国 に 


期 的 な 視点 に 立っ た 透明 性 の 高い 財政 運営 を 図り 、 持 続 可能 な 財政 構 
E と な る よう 、 地 方 交付 税 


請 す る と と も に 








公表 )」 で 示し た と お り 、 






































入 面 で 県 税 徴収 の 強化 、 県 有 資 産 や 各種 基金 等 の 有効 活用 、 歳 』 


日 面 で 和 


えた 施策 の 一 層 の 選択 と 集中 な ど に 取り 組ん で いく 必要 が あり ます 。 
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引 業 効 


ンド 


や 効率 性 等 を 踏ま 


ER 


I 地域 意識 に 根ざし た 県 民 本 位 の 行政 経営 の 推進 














多様 な 主体 と の つなが り を 形成 し ます 

市 町 村 と の 連携 ・ 協 働 を 推進 し ます 

地方 分 権 や 県 外 自治 体 と の 連携 を 推進 し ます 
海外 と の つなが り を 形成 し ます 















































心 ww いい ピロ 








II 高度 な 行政 経営 を 支え る 職員 の 能力 向上 











開か れ た 県 行政 を 担う 職員 を 確保 ・ 育 成 し ま す 
若手 ・ 女 性 職員 の 活躍 を 支援 し ます 
職員 の 能力 開発 を 促進 し ます 
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皿 効率 的 な 業務 遂行 や ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス に 配慮 し た 職場 環境 の 実現 








トー 


効率 的 で 柔軟 な 働き 方 を 推進 し ます 
明る く 、 い きい き と し た 職場 環境 づく り を 推進 し ます 
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IV 戦略 的 で 実効 性 の ある マネ ジメント 改革 の 推進 























県 民 サ ービス の 質 の 向上 に つなが る 提供 シス テム を 充実 し ます 

多様 な ニー ズ に 応え る 公営 企業 や 県 出資 等 法人 の 健全 経営 を 推進 し ます 
県 民 本 位 の 行政 経営 を 推進 する 組織 体制 を 整備 し ます 
効果 的 で 効率 的 な 業務 遂行 体制 を 支 そ る リス クマ ネジ メン ト を 構築 し ます 
政策 の 着実 な 推進 を 支え る 持続 可能 な 財政 構造 を 構築 し ます 
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(基本 方 向 ) 


多様 な 県 民 ニ ー ズ に 応え 、 将 来 に わた っ て 一 人 ひと り の 幸福 を 守り 育て て いく た め 、 県 民 、 企 
業 、NPO、 関係 団体 、 市 町 寺 な ど 、 あ ら ゆ る 主体 が それ ぞ れ 主体 性 を 持っ て 協 働 す る 、 地 域 意 
識 に 根ざし た 県 民 本 位 の 行政 経営 を 進め ます 。 県 内 外 の 自治 体 と の 広域 連携 や 、 グ ロー バル な 視 
点 に 基づき 海外 と の つなが り を 深め 、 岩 手 の 誇る 価値 や 資源 が 最大 限 発揮 され た 、 よ り 質 の 高い 
県 民 サ ービス を 提供 し て いき ます 。 





1 多様 な 主体 と の つなが り を 形成 し ます 


(1) 多様 な パー トナ ー シ ッ プ の 形成 


現状 と 課題 | 

① 県 民 運 動 * の 促進 

県 内 で は 、「 県 民 み ん な で 支え る 岩手 の 地域 医療 推進 会 議 」 や 「 温 暖 化 防 止 い わ て 県 民 会 議 」 
な ど 様 々 な 分 野 に お いて 、 県 民 の 参画 を 促す 県 民 運 動 が 展開 され 、 多様 な 主体 の ネッ トワ ー ク 
が 構築 され て いま す 。 引き 続き 、 全 県 的 な 目標 ・ 課 題 に オー ル 岩 手 で 取り 組む た め に は 、 県 民 
や 志 を 同じ くす る 多様 な 組織 が 手 を 携え 、 知恵 を 出し 合い 、 総力 を 挙げ 取り 組ん で いく こと が 
求め られ て いま す 。 




































































② NPO と の 連携 ・ 協 働 の 推進 
多様 化す る 地域 課題 や 県 民 ニ ー ズ に 対応 する た め 、 地域 の 実情 に 応じ た 連携 ・ 協 働 の 仕組 み 
を 構築 し て いく 必要 が あり ます 。NPO は 、 多 様 な 主体 が 連携 ・ 協 働 し 、 復 興 や 地域 課題 の 解 
決 に 取り 組む 上 で 、 主 要 な 担い 手 と な っ て いま す が 、 運 営 基 盤 が 不安 定 な 団体 が 多い こと か ら 、 
人 材 育 成 和 や 資 金 調達 な ど 運 営 基 盤 の 強化 に 対す る 支援 が 求め られ て いま す 。 
























































③ 地域 コミ ュ ニ ティ 等 と の 連携 ・ 協 働 の 推進 
人 日 減 少 や 少子 高齢 化 の 進行 に より 、 地域 コミ ュ ニ ティ の 機能 低下 や 担い 手 不 足 が 懸 念 さ れ 
て お り 、 持 続 可 能 な 地域 コミ ュ ニ ティ の 構築 や 活動 を 支え る 人 材 の 育成 が 求め られ て いま す 。 




















④ 高等 教育 機関 等 と の 連携 ・ 協 働 の 推進 
「 地 域 に お ける 大 学 の 振興 及び 若者 の 雇用 機会 の 創出 に よる 若者 の 修学 及び 就業 の 促進 に 関 
する 法律 (平成 30 年 法律 第 37 号 )」 の 制定 な ど に より 、 地 方 自治 体 に お いて は 大 学 と の 密接 
な 連携 が 求め られ て いま す 。 県 内 で は 、 地域 課題 の 解決 手法 と し て 大 学 等 と 連携 し た 共同 研究 











と 















































3 県 民 運 動 : 地域 医療 体制 づく りや 地球 温暖 化 防止 、 交 通 事故 防止 な ど 、 全 県 的 な 目標 ・ 課 題 に 関す る 多様 な 主体 が 連携 
し た 取組 
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ー [I - 
が 進ん で お り 、 様 々 な 分 野 に お いて 高等 教育 機関 の 強み を 生か し た 連携 を 進め て いく 必要 が あ 
り ます 。 






































⑤ 企業 等 と の 連携 ・ 協 働 の 推進 
民間 企業 等 と の 包括 連携 協定 の 締結 は 、 平 成 31 年 (2019 年 ) 3 月 末 時 点 で 12 件 の 実績 が 
あり 、 今 後 も 協定 締結 を 進め る と と も に 、 協 定 締結 後 の 連 携 事項 に 基づき 具体 的 な 取組 を 推進 
し て いく 必要 が あり ます 。 




































































⑥ 独立 行政 法人 と の 連携 ・ 協 働 の 推進 

《 公 立 大 学 法人 岩手 県 立 大 学 》 

地域 に 根ざし た 高等 教育 機関 と し て 、 岩手 県 立 大 学 に お いて は 、 教 育 、 研究 、 地 域 貢 献 の 更 

な る 充実 ・ 強 化 に 取り 組ん で いく こと が 求め られ て いま す 。 同 大 学 は 、 毎 事業 年 度 に お ける 業 

務 実 績 及び 中 期 目標 期間 に お ける 業務 実績 に つい て 、 岩 手 県 地方 独立 行政 法人 評価 委員 

る 評価 を 受け 、 評 価 結果 を 中 期 計画 及び 年 度 計画 並び に 業務 運営 の 改善 に 反映 させ て いま す 。 

第 二 期 中 期 目 標 期間 (2011 年 度 ~2016 年 度 ) 中 の 年 度 業務 実績 の 項目 別 評価 で は 、 6 年 間 で 
合計 4 分 の 3 以上 が A 評 価 以 上 と な っ て お り 、 今 後 も 評価 結果 を 法人 の 業務 運営 に 適切 に 反映 
させ る こと に より 、 連携 ・ 協 働 の パー トナ ー と し て 法人 の 質 の 向上 に 努め て いく 必要 が あり ま 
す 。 


























































































































型 





























































































































《 地 方 独立 行政 法人 岩手 県 工業 技術 セン ター)》 

も の づく り の あり 方 が 急速 に 変化 する 中 、 岩手 県 工業 技術 セン ター に は 、 地域 産業 の 支援 に 
向け 、 より 一 層 取 組 を 進め て いく こと が 求め られ て いま す 。 同 セ ンタ ー は 毎 事業 年 度 及び 中 期 
目標 期間 に お ける 業務 実績 に つい て 、 岩 手 県 地方 独立 行政 法人 評価 委員 会 の 意見 を 聴取 し た 県 
の 評価 を 受け る こと と され て お り 、 年 度 業務 実績 の 総合 評価 が A と な る 水準 を 維持 し て いま 
す 。 今後 も 評価 結果 を 法人 の 業務 運営 に 適切 に 反映 させ る こと に より 法人 の 質 の 向上 を 図り 、 
地域 産業 の 課題 対応 に 向け 、 連 携 ・ 協 働 を 進め て いく 必要 が あり ます 。 
























































































































































⑦ 県 出資 等 法人 と の 連携 ・ 協 働 の 推進 

平成 30 年 度 (2018 年 度 ) 実施 の 運営 評価 (対象 事業 年 度 : 平成 29 年 度 (2017 年 度 )) に お 
いて 事業 目標 の 達成 割合 が 60% 以 上 の 県 出資 等 法人 は 76% と な っ て お り 、 前 アク ショ ンプ ラ 
ン の 計画 期間 の 初 年 度 で ある 平成 27 年 度 (2015 年 度 ) 実施 の 運営 評価 (対象 事業 年 度 : 平成 
26 年 度 (2014 年 度 )) に お ける 同 割合 (60%) より 16 ポイ ント 増加 し て いま す 。 県 が 、 復 興 
や や 多様 化す る 地域 課題 に 対応 し て いく た め に は 、 引 き 続 き 、 専門 性 や 機動 性 な ど 県 出資 等 法人 
の 持つ 長所 を 生か し た 連携 ・ 協 働 に 取り 組み 、 よ り 効 果 的 な 事業 展開 を 図っ て いく こと が 求め 
られ て いま す 。 















































































































































主 な 取組 内 容 | 
① 県 民 運 動 の 促進 
県 内 各界 ・ 各 層 の 組織 の 横断 的 な 参画 ・ 連 携 に より 地域 社会 の 総合 的 な 発展 を 目指 すこ と を 
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目的 と し て 設立 され た 「 い わ て 未来 づく り 機 構 」 の 取組 に 引き 続き 参画 し ます 。 
また 、 県 民 が 気軽 に 県 民 運 動 や あま ちら づく り に 参加 で きる よう 、 いわ て 県 民 情 報 交 流 セ ンタ ー 
(アイ ー ナ ) を 活用 し た 活動 情報 の 発信 等 に よる 参加 機運 の 醸成 に 取り 組み ます 。 






















































































② NPO と の 連携 ・ 協 働 の 推進 
県 と NPO と の 協 働 を 推進 する た め 、「 協 働 推進 マニ ュ ア ル 」 や 「N PO を 対象 に 含む 事業 
委託 の 手続 の 適正 化 に 関す る ガイ ドラ イン 」 を 踏ま えた 研修 会 の 開催 等 を 通じ て 、 引き続き N 
PO と の 協 働 の 推進 に 取り 組み ます 。 
























































地域 の 課題 解決 に よる 持続 的 な 地域 社会 すく り の た め 、 地域 の 実情 に 応じ し た NPO と 地縁 組 
織 、 企 業 、 行 政 等 に よる 連携 ・ 協 働 の ネッ トワ ー ク づく り に 取り 組み ます 。 


















































NPO が 自立 的 に 活動 で きる よう 、「 い わ て 社会 頁 献 ・ 復 興 活動 支援 基金 」 等 を 活用 し 、N 
PO の 運営 基盤 の 強化 を 支援 し ます 。 




















③ 地域 コミ ュ ニ ティ 等 と の 連携 ・ 協 働 の 推進 
多様 な 県 民 ニ ー ズ に 応え 、 地域 の 力 が 発揮 され た 行政 経営 に 向け 、 住民 が 主体 的 に 地域 課題 
の 解決 に 取り 組む 地域 コミ ュ ニ ティ づく り の 推進 や 、 活 動 を 担う 人 材 の 育成 な ど コ ミュ ニテ ィ 
活動 の 促進 を 図り ます 。 







































































④ 高等 教育 機関 等 と の 連携 ・ 協 働 の 推進 

地域 課題 の 解決 に 向け 、 高 等 教育 機関 の 専門 的 知識 を 活用 し た 共同 研究 等 を 推進 する た め 、 
県 と 高等 教育 機関 と の 連携 状況 と そま と め た デー タベース を 構築 し 、 県 内 市 町 村 も 含め た デー タ 
ベー ス の 活用 を 促進 し ます 。 



















































































⑤ 企業 等 と の 連携 ・ 協 働 の 推進 

県 民 サ ービス の 向上 と 地域 活性 化 を 図る た め 、 地域 頁 献 活動 を 希望 する 民間 企業 と の 包括 連 
携 協定 の 締結 や 、 民 間 か ら の 新た な 連携 ・ 協 働 事 業 の 提案 受付 な が ど に より 、 民 間 の ノウ ハウ を 
取り 入れ た 連携 ・ 協 働 の 取組 を より 一 層 推 進 し ます 。 


































































































⑥ 独立 行政 法人 と の 連携 ・ 協 働 の 推進 

《 公 立 大 学 法人 岩手 県 立 大 学 》 

岩手 県 立 大 学 が 教育 、 研究 、 地 域 頁 献 の 更 な る 充実 ・ 強 化 に 取り 組む こと が で きる よう 、 
手 県 地方 独立 行政 法人 評価 委員 会 に よる 業務 実績 評価 結果 を 業務 運営 に 適切 に 反映 させ 、 
計画 及び 中 期 目 標 の 達成 を 支援 し ます 。 















































当 










































































《 地 方 独立 行政 法人 岩手 県 工業 技術 セン ター)》 
岩手 県 工業 技術 セン ター が 地域 産業 を 文 援 し 、 よ り 一 層 地 域 社会 に 貢献 する こと が で きる よ 
う 、 岩 手 県 地方 独立 行政 法人 評価 委員 会 の 意見 を 聴取 の 上 、 県 に よる 業務 実績 評価 を 実施 し 、 
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E 度 目標 及び 中 期 目標 の 達成 を 支援 し ます 。 











⑦ 県 出資 等 法人 と の 連携 ・ 協 働 の 推進 

復興 や 地域 課題 対応 に 向け た 連携 ・ 協 働 の パー トナ ー と し て 、 県 出資 等 法人 の 持つ 専門 性 や 

機動 性 な どの 長所 を 活用 する た め 、 県 と 法人 の 施策 の 連携 強化 と 積極 的 な 協 働 に 取り 組み ます 。 
また 、 運 営 評価 の 結果 を 業務 運営 に 反映 させ 、 法 人 の 目標 達成 を 文 援 し ます 。 


















































































































































目標 及び 工程 表 | 
① 県 民 運 動 の 促進 
現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
指標 (単位 ) 
2018 見 込 2019 2020 2021 2022 





いわ て 未来 づく り 機 構 が 
開催 する ラウ ンド テー ブ 3 回 3 回 3 回 3 回 3 回 
ル へ の 参画 数 (回 ) 

いわ て 県 民 情 報 交 流 セ ン 
ター で 開催 する 県 民 運 動 





= 2 回 4 回 6 回 8 回 
等 の 企画 展示 の 回 数 (回 ・ 
索 計 ) 
取組 内 容 <2018 2019 2020 2021 2022 










































































「 県 民 み ん な で 支え る 岩手 の 地域 医療 推進 運動 」 「 温 暖 化 防止 いわ て 県 
「 交 通 事故 防止 県 民 運動 」 な ど 県 民 運 E 進 






































《 い わ て 未来 づく り 機 構 が 推進 する 「 県 民 運動 」 へ の 参画 》 















































多様 な 主体 に よる 県 民 運 
動 の 促進 













































































凶 域 の 活力 維持 」 の 促進 

















《 活 動 情報 の 発信 等 に よる 参加 機 定 の 醸成 》 


























オー ル 娠 手 で 取り 組む 活動 の 企画 展示 の 実施 
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② NPO と の 連携 ・ 協 働 の 推進 


現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
2018 見 込 2020 2022 


指標 (単位 ) 








県 と NPO と の 協 働 事業 
76 事業 
(2017) 





























訂 値 は 2019 年 


取組 内 容 














県 事業 に お ける NPO と 
の 協 働 の 推進 















































Rl 修 会 等 の 開催 、 協 働 に よる 復興 支援 活動 や 地域 課題 解決 活 重 
了 








地域 の NPO と 地域 住民 、 地 縁組 織 、 行 政 等 地域 の 連携 ・ 協 働 の ネッ ト 
連携 ・ 協 働 の ネッ トワ ー ク の 地域 交流 会 等 の 開催 ワー ク づ くり 


づく り 





















































社会 頁 献 活動 に 取り 組む 企業 等 と NPO と の マッ チン グ 支 援 





N PO 活動 の 担い 手 や リー ダー の 育成 支援 





N PO の 運営 基盤 の 強化 








F 間 支援 N PO と の 連携 に よる セミ ナー 等 の 開催 









































③ 地域 コミ ュ ニ ティ 等 と の 連携 ・ 協 働 の 推進 
現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
2018 見 込 2019 2020 2021 2022 


131 団体 
地域 運営 組織 数 (団体 ) 0 150 団体 160 団体 170 団体 180 団体 


指標 (単位 ) 








取組 内 容 












































地域 コミ ュ ニ ティ づく り fl NO CT NE EG 








さ な 拠 点 の 
の 推進 と 人 材 育 成 























地域 づく り フ ォ ー ラ ム ・ 地 域 活性 化 セ ミナ ー の 開催 な ど 地 域 コ ミュ ニテ ィ 活 動 を 
担う 人 材 の 育成 
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④ 高等 教育 機関 等 と の 連携 ・ 協 働 の 推進 
現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
2018 見 込 2020 2022 





指標 (単位 ) 





地域 課題 解決 を 目的 と し 
た 県 内 高等 教育 機関 と の 


13 件 
(2017) 























目標 値 は 2019 年 度 


取組 内 容 






































連携 に よる 地域 課題 f 






























































地域 課題 研究 成果 の 普及 ・ 促 進 




















共同 研究 等 を 通じ た 高等 
教育 機関 と の 連携 の 推進 (I 






























































⑤ 企業 等 と の 連携 ・ 協 働 の 推進 
現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
2018 見 込 2020 2022 

包括 連携 協定 に 基づく 協 108 件 
働 実績 (件 ・ 累 計 ) (2017) 


取組 内 容 





指標 (単位 ) 





140 件 160 件 




















公共 サー ビス マッ チン グ 
ステ ム に よる 協 働 の 推 











協 働 事業 の 実施 
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⑥ 独立 行政 法人 と の 連携 ・ 協 働 の 推進 


《 公 立 大 学 法人 岩手 県 立 大 学 》 


指標 (単位 ) 


現状 値 
2018 見 込 


年 度目 標 値 


計画 目標 値 





2019 


2020 


2021 


2022 





年 度 業 務 実 績 の 項目 別 評 
価 結果 が A 評 価 以上 の 項 
目 の 割 合 (9%) 

取組 内 容 


業務 実績 評価 の 実施 に よ 
る 業務 運営 の 改善 





73.396 
( 葵 披 2017) 


80.09% 
( 強 息 2018) 








毎年 度 業 務 実 引 









































《 地 方 独立 行政 法人 岩手 県 工業 技術 セン ター)》 











80.09% 
( 強 息 2019) 








80.09% 
( 育 舌 2020) 
















































































80.0% 
( 育 舌 2021) 
























































現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
指標 (単位 ) 
2018 見 込 2019 2020 2021 2022 
年 度 業務 実績 の 項目 別 評 
価 結果 が A 評 価 以上 の 項 96. 796 90.096 90. 0% 90.096 90.096 
5 ( 遂 算 2017) | ( 息 2018) | ( 強 系 2019) | (系 往 2020) | ( 竣 息 2021) 
目 の 割合 (%) 
取組 内 容 ~2018 2019 2020 2021 2022 





業務 実績 評価 の 実施 に よ 
る 業務 運営 の 改善 
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⑦ 県 出資 等 法人 と の 連携 ・ 協 働 の 推進 








現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
指標 (単位 ) ピ 
2018 見 込 2019 2020 2021 2022 
事業 目標 の 達成 割合 が 
76. 0% 80. 0% 80. 0% 80. 0% 80. 0% 


60% 以 上 の 法人 の 割合 


ON ( 葵 披 2017) ( 光 短 2018) ( 光 短 2019) ( 痛 息 2020) ( 竣 自 2021) 
0 


取組 内 容 ~2018 2019 2020 2021 2022 







































































県 と 法人 の 施策 の 連携 ・ 協 
働 の 推進 













針 の 施行 











| 
I 


























(2) 民間 活力 の 導入 に よる サー ビス の 質 の 向上 


現状 と 課題 | 
民間 の 創意 工夫 を 活用 し 、 公共 と 民間 相互 の 強み を 生か すこ と に より 最適 な サー ビス の 提供 を 
行う PPP (パプ リッ ク ・ プ ライ ベー ト ・ パ ー ト ナー シッ プ ) “に つい て は 、 こ れ ま で 、 指 定 管 
理 者 に よる 公共 施設 の 運営 や 、 民 間 資 金 を 活用 し て 建設 や 運営 を 行う PF I (プラ イベ ー ト ・ フ ァ 
イナ ンス ・ イ ニシ アテ ィ ブ ) “の 導入 な ど に 取り 組ん で きま し た 。 
平成 14 年 (2002 年 ) に 「 岩 手 県 に お ける PF 1 導入 の た め の 指 針 」 を 策定 し 、「 い わ て 第 2 
クリ ー ン セン ター」 に PF I を 導入 し た ほか 、「 北 上 浄化 セン ター 消化 ガス 発電 事業 」 に PPP 
手法 を 導入 し 、 民間 の 経営 能力 や 技術 的 能力 を 活用 し た 県 民 サ ービス を 提供 し て きま し た 。 更に 
多く の 分 野 に お いて 、 民間 投資 の 喚起 や 新た な 事業 機会 を 創出 し 、 地域 の 価値 や 県 民 満足 度 を 高 
め て いく 必要 が ある こと か ら 、 平成 29 年 度 (2017 年 度 ) に 策定 し た 「 岩 手 県 PPP ン PFI 手 
法 導入 指針 」 に 基づき 、 優先 的 に 多様 な 手法 の 導入 を 検討 し 、 官民 連携 に より 県 民 サ ービス を 一 
層 充 実 し て いく こと が 求め られ て いま す 。 


























| 































































































































































































中 定 管理 者 制度 は 、 平 成 29 年 度 (2017 年 度 ) 末 時 点 で 45 施設 に お いて 導入 し て お り 、 平 
29 年 度 (2017 年 度 ) の 管理 運営 状況 評価 に お いて 、「 サ ービス の 質 」 が A 評 価 で ある 施設 の 割合 
が 51.2% の 状況 に あり ます 。 今後 、 よ り 質 が 高く きめ 細か な 県 民 サ ービス を 提供 し て いく た め 

に は 、 民 間 活 カ を 生か し た 指定 管理 者 に よる 公共 施設 サー ビス の 質 的 向上 が 求め られ て いま す 。 



































































































































4 PPP(Public Private Partnership) : PEI や 指定 管 者 制度 な ど 、 官 自民 が 連携 し て 公共 サー ビス の 提供 を 行う スキ ー ム 
5 PF I (Private Finance Initiative) : 公共 施設 等 の 建設 、 維 持 管理 、 運 営 等 に 民間 の 資金 、 経 営 能力 及び 技術 的 能力 
を 活用 する こと 
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ー [ - 


主 な 取組 内 容 | 
































新た な 事業 機会 の 創出 や 民間 投資 の 喚起 を 図り 、 効 率 的 か つ 効 果 的 な 公共 施設 の 整備 等 を 進め 
NE CR A 
評価 会 議 」 を 設置 し 、 公共 施設 整備 事業 等 の 発案 段階 に お いて 、 多様 な PPP グ PF [手法 の 導 
入 を 優先 的 に 検討 し ます 。 

また 、 指定 管理 者 に 


紀 
理 運営 状況 の 評価 を 実施 し 、 


































































































ぷ 
評 
江 
中 


お ける サー ビス の 質 的 向上 を 図る た め 、 毎 年度 、 各 施 設 の 
結末 を も と に 施設 運営 の 運用 改善 に 取り 組み ます 。 















































Wl 

15! 
耳 
吾 








3 


























目標 及び 工程 表 | 








現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
2018 見 込 2020 2022 


指標 (単位 ) 








指定 管理 施設 に お ける 管 
理 運営 状況 評価 中 「 サ ー ビ 51. 2% 
ス の 質 」 が A 評価 の 施設 の (2017) 
割合 (9%) 
取組 内 容 


54.096 56. 0% 58. 0% 60. 0% 























連携 ・ 協 働 に よる 質 PPP/PF {手法 導入 評価 会 議 に よる 優先 的 検討 の 実施 
a 






























































設 の 運営 状況 の 評価 及び 施設 運営 へ の 反映 






































(3) 公共 デー タ の 利 活用 の 推進 


現状 と 課題 | 























ホー ムペ ー ジ な ど を 通じ て 公表 され て いる 公共 デー タ は 、 一 般 的 に PD 形式 な ど 加工 で き な 
い 形 式 で 提供 され 利 活 用 が 困難 で ある こと か ら 、 公 共 デ ー タ を 加工 し や すい 機械 判読 に 適し た 
デー タ 形 式 と し て 公開 する こと で 、 民 間 で の 利用 を 促進 し 、 新 た な サー ビス の 提供 に よる 地域 の 
活性 化 が 期待 され て いま す 。 









































主 な 取組 内 容 | 


























復興 や 地域 課題 解決 に 向け た 民間 企業 や NPO 等 の 取組 の 活性 化 を 図る た め 、 県 が 保有 する 公 
共 デ ー タ を 利 活用 が 容易 な デー タク 形式 で 公開 し 、 営利 ・ 非 営利 を 問わ ず 二 次 利用 を 広く 認め 、 積 
極 的 な 活用 を 促す 「 オ ー プ ン デ ー タ 」 の 取組 を 推進 し ます 。 

また 、 有効 な 利 活用 事例 を 収集 し 市 町 村 や 民間 事業 者 に 提供 する こと に より 、 オー プン デー タ 
の 利 活用 を 推進 し ます 。 
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目標 及び 工程 表 | 








現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
2018 見 込 2020 2022 





指標 (単位 ) 





加工 し や すい デー タ 形 式 
で の オー プン デー タ 公 開 97 件 127 件 158 件 
項目 数 (件 ・ 累 計 ) 

取組 内 容 


























用 式 で の デー タ 公 開 

















モデ ル 事 例 の 提供 















































(4) 県 民 ニ ー ズ の 適切 な 把握 


現状 と 課題 | 








① 県 民 世 論 の 把握 

県 民 世 論 の 把握 は 、 知 事 が 県 民 と 直接 対話 する 県 政 懇 談 会 を は じ め 、 メ ー ル ・ 電 話 等 で 寄せ 
られ る 個別 広 聴 、 県 政 モ ニタ ー 調 査 な ど が あり ます 。 平成 29 年 度 (2017 年 度 ) の 主 な 提言 内 
容 は 、 観光 関係 (7.8%) や 震 災 関連 (7.8%)、I LC 誘致 (7.2%) 、 ふる さと 振興 (5.9%) 、 
農業 振興 (5.9%)、 医 療 関 係 (5.2%) な ど 幅 広く 寄せ られ て お り 、 そ の 時 々 の 県 民 の 多様 な 
意見 や ニー ズ を 適切 に 把握 し て いく こと が 求め られ て いま す 。 




















































































































パブ リッ ク ・ コ メン ト ' は 、 県 の 施策 に 関す る 基本 的 な 計画 等 に つい て 、 直 近 5 年 (平成 25 

E 度 (2013 年 度 ) 平成 29 年 度 (2017 年 度 )) で は 、 平 均 33 件 実施 し て いま す 。 県民 と と も 
に つく る 開か れ た 県 政 の 推進 を 図る た め 、 引き 続き 、 パ ブリ ッ ク ・ コ メン ト 制 度 を 適切 に 運 
し て いく 必要 が あり ます 。 















































ml 


























県 民意 識 調査 、 県 民生 活 基 本 調査 及び 企業 ・ 事 業 所 行動 調査 を 実施 し 、 政策 評 価 や 施策 の 企 
画 ・ 立 案 等 に 活用 し て お り 、 今 後 も 継続 的 な 調査 の 実施 が 求め られ て いま す 。 

























































































6 ILC : International Linear Collider の 略 。 全長 20 て 50km の 地下 トン ネル に 建設 され る 、 電 子 と 陽電子 を 加速 、 衝 
笑 さ せ 質 量 の 起源 や 時 空 構造 、 宇 宙 誕 生 の 謎 の 解明 を 目指 す 大 規模 研究 施設 
7 パブリック ・ コ メン ト : 県 の 施策 に 関す る 基本 的 な 計画 等 を 立案 する 過程 で 、 そ の 計画 等 の 案 の 趣旨 、 内 容 そ の 他 必 要 
な 事項 を 公表 し 、 こ れ ら に つい て 提出 され た 意見 を 考慮 し て 意思 決定 を 行う と と も に 、 意 見 に 対す る 県 の 考え 方 を 公表 す 
る こと で 、 県 民 の 意見 を 県 の 意思 決定 過程 に 反映 させ る 機会 を 確保 する 手続 
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② 審議 会 等 を 通じ た 施策 へ の 県 民 参画 の 推進 
多様 な 視点 か ら の 意見 等 を 聴取 する た め 、 審議 会 等 に お いて は 率先 し て 女性 委員 の 選任 に 努 
め て いま す が 、 平 成 30 年 (2018 年 ) 4 月 1 日 現在 、 女 性 の 割合 が 32.2% と 依然 と し て 低い 状 
況 に ある た め 、 こ れ ま で 以上 に 女性 委員 の 選任 に 努め 、 幅広 い 意見 等 を 聴取 し 、 事業 や 施策 等 
に 反映 し て いく こと が 求め られ て いま す 。 
また 、 若 手 委 員 の 割合 も 19.0% と 低い 状況 に ある こと か ら 、 女 性 委員 と 併せ て 積極 的 に 選 
任 し 、 多 様 で 幅広 い 意 見 等 を 聴取 し て いく 必要 が あり ます 。 









































































































































主 な 取組 内 容 | 








① 県 民 世論 の 把握 

県 民 の 多様 な 意見 や 提言 を 県 政 に 反映 させ る た め 、 引き続き 、 県 政 乃 談 会 や 県 政 モ ニタ ー に 
よる アン ケー ト 調 査 な ど 、 様 々 な 機会 や 手段 を 活用 し ます 。 

また 、 県 の 施策 に 関す る 基本 的 な 計画 等 の 案 を 公表 し パブ リッ ク ・ コ メン ト を 実施 する こと 
に より 、 県 民 の 多様 な 意見 を 考慮 し た 意思 決定 を 行い ます 。 


































































































県 民 ニ ー ズ を 適切 に 把握 する と と も に 、 政策 評価 や 施策 の 企画 ・ 立 案 等 に 活用 する た め 、 引 
き 続き 、 県 民意 識 調査 等 を 実施 し ます 。 

















古山 











② 審議 会 等 を 通じ た 施策 へ の 県 民 参画 の 推進 
多様 で 幅広 い 意 見 を 聴取 し 事業 や 施策 等 に 反映 させ る た め 、 引き 続き 、 審議 会 等 に お ける 女 
性 や 若手 委員 の 選任 を 進め ます 。 


また 、 和 審議 会 等 を 活用 し 、 事 業 や 施策 等 へ の 多様 な 意見 の 反映 に 取り 組み ます 。 





















































フン 


目標 及び 工程 表 | 








① 県 民 世論 の 把握 
取組 内 容 











県 政 提言 へ の 対応 、 県 政 へ の 反映 
県 民 の 多様 な 意見 の 把握 
































客観 的 な デー タ に 基づく 
県 民 ニ ー ズ の 把握 





中 






















































































i 
評 主 
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指標 (単位 ) 


現状 値 
2018 見 込 


審議 会 等 を 通じ た 施策 へ の 県 民 参 画 の 推進 


年 度目 標 値 


計画 目標 値 





2020 


2022 





審議 会 等 要員 に 占め る 女 
性 の 割合 (9%) 


取組 内 容 


37. 496 


40.09% 


40.09%6 





審議 会 等 を 活用 し た 幅広 
い 意 見 の 反映 
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8 取 及 び 施策 等 へ の 反映 




















I 


2 市 町 村 と の 連携 ・ 協 働 を 推進 し ます 


(1) 


現状 と 課題 | 








県 と 市 町 村 と の 連携 ・ 協 働 に つい て は 


催し て いる 


り 巻 く 重 要 な 課題 
事務 の 共同 処理 な ど 、 専 門 的 な 分 野 ( 
また 、 市町村 間 の 連携 ・ 協 働 に つい て は 、 














寺 。 指 飲 の 百人 連 日生 bc 
に 対し 連携 し て 





市 町 村 と の 連携 ・ 協 働 の 更 な る 推進 


、 こ れ ま で 、 定 期 的 





肥 り 組ん で いま す 。 











トッ プ セ ミナ 


ー を 開催 


岩手 県 地方 税 特別 : 





定住 自立 岡 や 連携 





閥 中 4 





こ 知事 と 市 町 村長 と の 意見 交換 を 開 























広域 連携 の ほか 、 自 治 体 クラ ウド に よる 情報 シス テム の 共同 利用 な ど 様 々 な 











人 口 減少 社会 





が 限ら ちら れ て お り 、 





の 取組 を 一 





県 に は 、 市 町 村 に 
に 支援 し て いく こと が 求め られ て いま す 。 特に 、 小 規模 自治 体 等 に つい て は 、 各自 
よる 事務 の 補完 や 県 ・ 市 町 村 の 二 層 第 


に 進め て いく 必要 が あり ます 。 


9) 














情 や 意見 を 踏 








な ど 、 地 域 に 応じ た 


主 な 取組 内 容 | 








県 と 市 町 村 と の 間 で 諾 
に 関す る 県 と 市 町 村 と の 意見 交換 会 」 や 


まえ な が ら 、 県 に 


に お いて は 、 高齢 化 や 人 口 
県 民 サ ービス の 持続 可能 な 提供 を 確保 し て いく た め に は 
層 、 積 極 的 に 進め て いく 必要 が あり ます 。 











E す る な ど 、 





県 と 市 町 村 を 取 


滞納 整理 機構 」 に よる 
に お いて 県 と 市 町 村 の 連携 ・ 協 働 が 進め られ て いま す 。 

区 都市 圏 な どの 制度 を 活用 し た 
肥 組 が 展開 され て い 








の 低 密度 化 に より 行政 コス ト が 増大 する 一 方 で 、 資源 
、 こ うし た 連携 ・ 協 働 





に 対す る 連絡 調整 機能 と 補完 機能 を 強化 し な が ら 、 市 町 村 間 の 連携 ・ 協 働 を 継 


























了 政 の 共通 基 


訟 識 の 共有 を 図 





盤 の 構 














委 を 重点 的 





























りな が ら 連 携 を 進め る た め 、 知 事 と 市 町 村長 








、 県 の 関係 部 哲 


村 連 携 推進 会 議 」 を 引き 続き 開催 し ます 。 

















られ る 業務 等 





に た 行政 需要 の 高度 化 や 事務 処 季 
に お いて 、 引 き 続 き 、 施 








も に 、 市 町 村 


県 民 に 必要 な - 


務 に つい て 、 


市 町 村 の 行 財政 基盤 の 強化 を 欧 
対話 を 通じ て 市 町 村 が 抱え る 行 財政 の 課題 解決 に 














いま す 。 








ービス が 持続 的 に 提供 され る よう 、 
具体 的 な 支援 方 策 を 検討 し ます 。 





る た め 


BE 体 和 
策 
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= 


局長 








の 効率 化 の 要請 等 ( 
目標 の 達成 に 向け た 県 と 市 町 村 の 連携 を 推進 し ます 。 


市 町 村 間 の 広域 連携 を 支援 する た め 、 広域 連携 に 関す る 制度 や 先進 事例 等 
同士 の 意見 交換 を 実施 し ます 。 


小 規 模 自 治 体 等 





と 副 市 町 村長 が 議論 





治 体 の 実 





を 超え た 柔軟 な 支援 を 行う 





に よる 「 県 政 
深め る 「 県 市 町 


こ 対 応 す る た め 、 高い 専門 性 が 求め 





の 情報 提供 を 行う と 





に 対し 支援 が 必要 と な る 業 


、 市 町 村 行 財政 コン サル ティ ング を 実施 し 、 市 町 村 と の 





に 向け た 方 向 性 を 共有 し 、 必 要 な 助言 や 支援 を 行 


ー 一 


























































































































































































































目標 及び 工程 表 | 
現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
指標 (単位 ) 
2018 見 込 2019 2020 2021 2022 
市 町 村 行 財政 コン サル 
ティ ング 実施 市 町 村 数 33 市 町 村 33 市 町 村 33 市 町 村 33 市 町 村 33 市 町 村 
(市 町 村 ) 
取組 内 容 ン 2018 2019 2020 2021 2022 
県 政 に 関す る 知事 と 市 
県 と 市 町 村 の 連携 の 推進 了 ] 県 幹部 職員 
% 特 別 滞納 整理 機構 な ど 専 門 的 業務 に 
助言 ・ 支 援 
情報 提供 
市 町 村 間 の 広域 連携 の 促 
進 
市 町 村 間 に お ける 広域 連携 の 実施 
意見 交換 の 実施 
小 規 模 自治 体 に お ける 県 小 規模 自 


民 サ ービス の 持続 可能 な 
提供 の 確保 























治 体 に 対す る 支援 の 実 ヵ 




















市 町 村 の 行 財政 基盤 の 強 
化 


(2) 


現状 と 課題 | 























これ まで 、 

に 取り 組み 、 
事業 が 長期 化し て いる 
8 


多様 化す る 被災 




















県 内 外 の 自治 体 ( 
被災 市 町 村 に お 








東日本 大 震 災 津 波 等 の 大 規模 災害 か 


は か 、 こ こ 




















お ける 復旧 
ろ と 
を 取り 巻く 課題 ( 








市 町 村 行 財政 コン サル ティ ング の 実施 





の 復興 





に 向け た 支援 
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こ 対 応 し て いく た め 


進捗 し て き 
NR 
に は 、 引 き 続 き 、 復興 業務 





に 








yom 


に 対 し 応援 職員 の 派遣 要 8 i 必要 な 人 材 の 確保 に 継続 的 
・ 復 興 事 業 は 着実 
本 の ケア や 災 


一 部 の 復興 





に 従事 す 


I i 
る 人 材 を 確保 し て いく 必要 が あり ます 。 





被災 市 町 村 に お いて は 、 岩 災 後に 応援 職員 間 で 引き 継が れ て きた 業務 の 継続 性 の 確保 や 、 応援 
職員 の 派遣 解消 後 の 組 織 体 制 に つい て 検討 が 進め られ て き て お り 、 県 と し て も 、 復 興 の 先 を 見 据 


えた 県 民 サ ービス の 提供 体制 へ の 円 滑 な 移行 を 支援 し て いく 必要 が あり ます 。 



























































主 な 取組 内 容 | 

















復興 事業 を 着実 に 推進 する た め 、 被災 市 町 村 に 対 し 、 県 職員 の 派遣 に よる 人 的 支援 の ほか 、 県 
内 外 の 自治 体 等 か ら の 職員 派遣 の 調整 な ど 、 被災 市 町 村 の 意向 を 踏ま ほえ な が ら 、 復 興 事業 の 進捗 
に 合わ せ た 人 材 確保 に 取り 組み ます 。 




























































































応援 職員 が 新しい 職場 や 生活 環境 の 中 で 安心 し て 業務 に 専念 で きる よう 、 メ ンタ ル ヘ ルス ケア 
研修 会 や フォ ロー アッ プ 耐 談 等 を 実施 し 、 メ ンタ ル ヘ ルス ケア 等 の サポ ー ト を 行い ます 。 



























































被災 地 に お いて 県 民 サ ービス が 円 滑 に 提供 され る よう 、 市 町 村 と の 意見 交換 を 通じ 、 課題 を 共 
有 し な が ら 、 必 要 な 助言 と 支援 を 行い ます 。 



































目標 及び 工程 表 | 
現状 値 年 度目 標 人 計画 目標 人 
指標 (単位 ) 
2018 見 込 2019 2020 2021 2022 
(市 町村 ) 応援 隊員 の 充足 | 100% 100% 
率 (%) a (19 年 4 村上 | (4020 年 4 肝 品 
取組 内 容 こ 2018 2019 2020 2021 2022 




















関係 機 

















復興 に 必要 と な る 人 材 の 



































確保 応援 職員 の 要請 に 関す る 被災 市 町 村 の 意向 確 


























メン タル ヘル スケ ア f 





応援 職員 の メン タル ヘル 
スケ ア 等 の サポ ー ト 体制 el フォ ロー テッ プ 面 談 の 実 
の 充実 























被災 市 町 村 に お ける 県 民 
サー ビス 提供 体制 の 構築 
に 向け た 支援 


被災 市 町 村 の 状況 に 応じ た 支援 の 実施 












































継続 的 な 意見 交換 、 支 援 内 容 の 見 直し 














(3) 広域 振興 局 と 市 町 村 と の 連携 ・ 協 働 の 更 な る 推進 


現状 と 課題 








広域 振興 局 























E 民 に 身近 な サー ビス は 市 町 村 が 担う こと を 基本 と し つつ 、 よ り 広 域 的 ・ 専 門 








的 な サー ビス の 提供 な ど を 行う こと を 目的 と し て 設置 し た も の で あり 、 こ れ ま で も 市 町 村 要 望 や 
市 町 村 と の 意見 交換 な ど に より 市 町 村 の ニー ズ の 把 提 等 に 色 め る と と も に 、 地 域 振興 を 推進 する 
た め の 経 費 で ある 地域 経営 推進 費 を 活用 し た 市 町 村 の 取組 の 支援 な ど 、 市 町 村 と 連携 し た 取組 を 


行っ で き 事 し じ た 。 
また 、4 広 域 振 興 騰 










































































の 特色 を 生か し た 施策 を 実施 する 広域 振興 事業 で は 、 食 産 業 や 、 も の づく 














り 、 観光 な ど 、 地域 の 特性 を 踏ま えた 産業 の 振興 を 図る た め 、 市 町 村 や や 関係 団体 か ら 成る 広域 的 





な 連携 組織 に よる 戦略 
人 日 減少 が 進行 する 
て いく 必要 が あり ま 


























的 な 事業 を 展開 し て きま し た 。 














「、 地域 の 課題 に 適切 に 対応 し て いく た め 、 市 町 村 と の 連携 を 更に 強化 し 
























































主 な 取組 内 容 
県 と 市 町 村 の 課題 の 共有 を 図る た め 、 市 町 村 要 望 や 、 広 域 振興 局 と 市 町 村 と の 意見 交換 、 隊 
域 の 懇談 会 な ど を 実施 し ます 。 


県 と 市 町 村 の 協 働 に よる 地域 課題 解決 を 推進 する た め 、 地 域 経営 推進 費 や 広域 振興 事業 を 活 




















し 、 市 町 村 と 連携 












































し た 取組 を 進め ます 。 














県 職員 と 市 町 村 職 員 双 方 の 能力 の 向上 を 図る た め 、 県 及び 市 町 村 の 職員 を 対象 と し た 合同 の 
研修 会 や 、 政 策 課 題 の 勉強 会 な どの 実施 に より 、 連 携 し て 地域 課題 に 取り 組み ます 。 





















































県 、 市 町 村 が 一 体 と な っ た 地方 創 生 の 取組 を 推進 する た め 、 地 方 版 総合 戦略 の 進捗 状況 や 課 







































































題 を 共有 し 、 意 見 交換 を 行 う 「 岩 手 県 ・ 市 町 村 地 方 創 生 推進 連絡 会 議 」 を 開催 し ます 。 
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目標 及び 工程 表 | 









































現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
指標 (単位 ) 1 
2018 見 込 2019 2020 2021 2022 
地域 経営 推進 費 の 活用 市 
33 市 町 村 33 市 町 村 33 市 町 村 33 市 町 村 33 市 町 村 
町 村 数 (市 町 村 ) 
取組 内 容 ~2018 2019 2020 2021 2022 
市 町 村 要 望 、 意 見 交換 会 等 市 町 村 要 望 の 実施 
の 実施 に よる 地域 課題 の 
共有 局 と 市 町 村 と の 意見 交 換 等 の 



































地域 経営 推進 費 等 の 活用 
に よる 市 町 村 と の 連携 

































































広域 + 





























連携 し て 地域 課題 に 取り 
組む 職員 の 育成 























修 会 ・ 政 策 勉 強 会 等 の 開催 














県 、 市 町 村 が 一 体 と な っ た 
地方 創 生 の 取組 











\・ 市 町 村 地 方 創 生 推進 連絡 会 議 の 開催 
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ー I 
3 地方 分 権 や 県 外 自治 体 と の 連携 を 推進 し ます 
(1) 地方 分 権 改 革 の 推進 


現状 と 課題 | 

地方 分 権 改革 の 手法 と し て 平成 26 年 度 (2014 年 度 ) か ら 開 始 さ れ た 、 地 方 か ら 国 に 対し 権限 
移譲 や 規制 緩和 を 提案 し 、 そ の 実現 を 図る 「 提 案 募集 方 式 」 に つい て は 、 県 か ら こ れ ま で 共同 提 
案 を 含め 82 件 提案 し 、 う ち 40 件 が 実現 (見 込み 含む 。) し て いま す 。 

人 口 減少 社会 の 到来 、 超 高 齢 化 の 進行 な ど 社 会 経済 情勢 が 大 きく 変化 する 中 、 自治 体 が 担 う 役 
割 や 事務 は 増大 する も の と 見 込ま れ て いる こと か ら 、 地 方 が 必要 と し て いる 権限 移譲 や 規制 緩和 
を 積極 的 に 提案 する と と も に 、 地 方 の 意欲 と 知恵 を 十分 に 生か すこ と が で きる 制度 の 拡充 を 要請 
する な ど 、 地 方 分 権 改革 を 一 層 推 進 し て いく 必要 が あり ます 。 










































































































































































主 な 取組 内 容 | 
地方 が 自ら の 判断 と 責任 に お いて 取り 組む こと が で きる よう 、 引 き 続 き 、 提 案 募集 方 式 に よ 
る 地方 へ の 権限 移譲 及び 規制 緩和 に 取り 組み ます 。 






























































市 町 村 が 必要 と する 権限 に つい て 、 そ の 意向 を 踏ま えて 県 か ら 市 町 村 へ の 権限 移譲 に 取り 組 
み ま す 。 





人 口 減少 社会 の 到来 や 超 高齢 化 の 進行 な ど 社 会 経済 の 大 き な 変化 に 対応 し た 地方 自治 を 確立 
する た め 、 地 方 の 意欲 と 知恵 を 十分 に 生か すこ と が で きる 制度 拡充 や 地方 分 権 改 革 を 一 層 推 進 す 
る た め の 新 た な 手法 の 検討 な ひど に つい て 、 全 国 知 事 会 等 を 通じ て 要請 し ます 。 







































































目標 及び 工程 表 | 
現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
指標 (単位 ) 5 
2018 見 込 2020 2022 
本 県 が 提案 し た 権限 移譲 
や 規制 緩和 の 実現 項目 数 1 件 2 件 2 件 
(件 ) 
取組 内 容 ~2018 2019 2020 2021 2022 
地方 分 権 改革 に 関す る 提 
案 募集 方 式 に よる 権限 移 We コ 地方 分 権 改 革 に よる 提案 の 実施 
譲 及び 規制 緩和 の 実現 
市 町 村 へ の 権限 移譲 町 村 と 協議 の 上 、 合 意 に 基づく 権限 移譲 の 実施 
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地方 分 権 改革 を 推進 する 
た め の 要 請 
















































































(2) 広域 連携 の 推進 








現状 と 課題 | 
・ 人 口 減少 な ど 自 治 体 を 取り 巻く 厳し い 環境 や 、 国 と 地方 、 広域 自治 体 と 基礎 自治 体 の 基本 的 な 
役割 分 担 を 踏ま えた 上 で 、 緊 急性 、 必要 性 、 事務 の 性 質 等 を 勘案 し つつ 、 前例 に と ら わ れず に 他 
の 自治 体 や 国 と 大 胆 か つ 柔 軟 に 連携 する な ど 、 多 様 な 自治 の あり 方 を 模索 し て いく こと が 必要 と 
な っ て いる こと か ら 、 共通 する 地域 課題 を 有 し て いる 全国 や 北海 道 ・ 東 北 地域 の 自治 体 な ど と 連 
携 し 、 復 興 や 地方 劉生 な どの 広域 的 な 課題 に 対応 し て いく こと が 求め られ て いま す 。 



















































































































































































主 な 取組 内 容 | 














復興 や 地方 蟹 生 な どの 広域 的 な 課題 に 対応 する た め 、 共 通す る 課題 を 有 し て いる 全国 の 自治 体 
と 連携 し た 取組 を 推進 する と と も に 、 人 口 減少 社会 へ の 対応 や 地方 角 生 へ の 取組 を 積極 的 に 進め 
る た め 、 こ うし た 連携 を 通じ て 、 各種 制度 や 施策 に 対す る 意見 や 要望 を 「 地 方 か ら の 声 」 と し て 
国 に 要請 し ます 。 





















































目標 及び 工程 表 | 








現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
2018 見 込 2020 2022 


指標 (単位 ) 








他 団 体 と の 共同 提言 ・ 共 同 
要望 等 の 実施 回 数 (回 ) 


取組 内 容 


5 回 5 回 











































































































自治 体 間 連携 の 推進 








[海道 東北 } 



































海道 ・ 北 東北 知事 サミ ッ ト に お ける 連携 の 推進 
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海外 と の つなが り を 形成 し ます 





(1) 世界 と 岩手 を つなぐ 人 材 ネ ットワーク の 充実 


現状 と 課題 | 
県 で は 、 中 国 に お ける 経済 交流 や 観光 誘致 の 拠点 と し て 、 平 成 17 年 (2005 年 ) に 中 国 ・ 境 寧 
省 大 連 市 に 大 連 経 済 事務 所 を 設置 し た ほか 、「 友 好 交 流 協 力 協定 」 を 契機 と し て 、 中 国 ・ 雲 南 省 
と の 間 で 地方 政府 間 交 流 を 起点 に 農林 業 ・ 青 少年 の 相互 交流 な ど 幅 広い 分 野 で 交流 が 進展 し て い 
る こと か ら 、 平 成 30 年 (2018 年 ) 4 月 に 中 国 ・ 雲 南 省 昆明 市 に 雲南 事務 所 を 開設 し まし た 。 
また 、 これ まで 、 英 語 指導 等 を 行う 外国 青年 の 招致 や 海外 県 人 会 を 通じ た 研修 員 の 受入 れ な ど 
を 行っ て いる ほか 、 東 日 本 大 震 災 津波 の 発 災 以 降 、 復興 支援 な ど を 契機 と し た 外国 人 と 県 民 と の 
交流 や 多数 の 若者 の 海外 へ の 招待 な ど 、 世 界 と つなが る 機会 が 増加 し て いま す 。 

この よう な 海外 と の つなが り を 岩手 の カカ に し て いく た め 、「 い わ て 親善 大 使 "」 や 海外 県 人 会 を 
は じ め と する 岩手 県 と ゆか り の ある 県 外 在住 者 等 と の 連携 を 深め 、 世 界 と 岩手 を つなぐ 人 材 ネ ッ 
トワ ー ク の 構築 を 強化 し て いく 必要 が あり ます 。 
































































































































































































































主 な 取組 内 容 | 
世界 と 岩手 を つなぐ 人 材 ネ ットワーク を 強化 する た め 、 県 外 に 在住 し て いる 岩手 と ゆか り の あ 
る ビジ ネス 関係 者 や 研究 者 、 岩手 県 へ の 留学 経験 者 な ど を 「 い わ て 親善 大 使 」 と し て 委嘱 する と 
と も に 、 大 使 の 活動 等 を 通じ て 、 海 外 と の 交流 を 促進 し ます 。 
また 、 世 界 各国 ・ 地 域 の 海外 県 人 会 が 活性 化し 、 県 と の つなが り が 一 層 深 まる よう 、 活動 を 支 
援 す る ほか 、 南米 移住 者 の 子弟 を 対象 と し た 県 費 留 学生 や 海外 技術 研修 員 の 受入 れ を 通じ て 、 国 
際 交 流 拠点 の 充実 に 取り 組み ます 。 



































































































































新た な ネッ トワ ー ク の 構築 と 拡大 に 向け 、 県 内 学生 の 海外 留学 や 地元 企業 等 で の イン ター ン 
シッ プ を 支援 し 、 地域 産業 の 国際 化 に 真 献 す る 人 材 を 育成 する と と も に 、 海 外事 務 所 や 関係 機関 
と 連携 を 図り 、 海 外 で の 商談 会 ・ イ ベン ト の 開催 、 海 外 バ イヤ ー の 招 際 等 に 取り 組み ます 。 



































8 いわ て 親善 大 使 : 岩手 県 の PR な ど 岩 手 と 世界 の 交流 の 懸け 橋 と な り 友 好 交 流 を 推進 する こと を 目的 と し て 、 本 県 が 受 
け 入 れ た 留学 生 等 や 本 県 出身 の JI CA 海外 協力 隊 な ど ゆ か り の 方 を 大 使 と し て 委嘱 
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目標 及び 工程 表 | 
現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
指標 (単位 ) 1 
2018 見 込 2019 2020 2021 2022 
いわ て 親善 大 使 : 30 
2 WS 回 33 件 36 件 39 件 42 件 
(件 ) (2017) 
取組 内 容 ~2018 2019 2020 2021 2022 
手 と ゆか り の ある 関係 者 等 と の 連携 強化 、 い わ て 親 療 

















使 の 新た な 
法 の 検討 
























































海外 と の 交 交流 の 促進 
































望 学生 や 海外 技術 












































海外 県 人 会 を 通じ た 情報 発信 
の 検討 ・ 実 施 





























県 産品 の 海外 市 場 展開 と の 
連携 の あり 方 検討 ・ 実 施 























海外 と の ネッ トワ ー ク の 
構築 及び 充実 














海外 で の 商談 会 ・ イ ベン ト の 開催 











、 岩手 へ の バイ ヤー 等 招 隊 

















(2) 国際 業務 の 中 核 を 担う 職員 の 確保 ・ 育 成 


現状 と 課題 | 

これ まで 一 般 財 団 法人 自治 体 国際 化 協会 、 独立 行政 法人 日 本 劉 易 振興 機構 、 外 務 省 な ど に 職員 
派遣 を 行っ て きた ほか 、 中 国 ・ 遼 寧 省 大 連 市 と の 間 で 締結 し た 「 地 域 間 連 携 の 推進 に 係る 協定 」 
に 基づき 、 平 成 20 年 度 (2008 年 度 ) か ら 平 成 24 年 度 (2012 年 度 ) まで の 間 、 職 員 の 相互 派遣 
を 行い 、 両 地域 の 相互 理解 の 促進 と 国際 的 な 人 材 育 成 に 取り 組ん で いま す 。 
今後 、 ラ グ ビ ー ワ ー ル ドカ ッ プ 2019" 釜 石 開催 、 東 京 2020 オリ ン ピ ッ ク ・ パ パラリンピック 競 
技 大 会 、 国 際 リ ニア コラ イダ ー( 1 LC) の 誘致 の 実現 な ど 、 世 界 と つなが る 大 き な 機 会 を 迎え 、 
国際 関連 施策 が 量 的 ・ 質 的 に 拡大 する こと が 見 込ま れる こと か ら 、 国際 業務 を 担う 人 材 の 確保 ・ 
育成 を 進め て いく 必要 が あり ます 。 
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主 な 取組 内 容 | 

















県 産品 の 販路 開拓 や 外国 人 観光 客 の 誘客 拡大 の ほか 、 学術 ・ 文 化 交流 な ど 海 外 と の 多面 的 な 交 
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I i 
= に 


流 を 推進 する た め 、 海外 派遣 制度 を 通じ た 職員 派遣 ・ 交 流 等 に より 、 国際 的 な 視野 を 持っ た 職員 
の 育成 に 取り 組み ます 。 

また 、」J ET プログラム (語学 指導 等 を 行う 外国 青年 招致 事業 ) を 活用 し た 国際 交流 員 な ど 
の 海外 人 材 の 任用 を は じ め と し て 、 海 外 と の 経済 交流 や 多 文 化 共生 の 推進 を 担う 職員 の 確保 に 
取り 組む ほか 、 こ れ ら の 人 材 の 適正 な 配置 に より 庁 内 の 国際 化 を 進め ます 。 
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目標 及び 工程 表 | 








取組 内 容 























海外 派遣 制度 を 通じ た 職員 の 海外 派遣 ・ 交 流 の 実 放 









































国際 業務 を 担う 人 材 の 確 
保 ・ 育 成 



























































グロ ー ベ バル 人 材 の 確 至 際 交流 員 等 
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(基本 方 向 ) 
地域 社会 の 一 員 と し て の 自覚 を 持っ て 、 主体 的 に 地域 課題 の 解決 に 関わ り 、 県 民 が 主役 と な っ 
た 地域 づく り を 支え て いく た め 、 岩 手 県 職員 と し て の ある べき 姿 を 示す 「 岩 手 県 職員 憲章 」 に 基 
づく 行動 の 徹底 を 図り 、 県 政 全般 を 佑 賊 し 、 県 民 視 点 で 県 全体 の 利益 を 追求 する 職員 を 確保 ・ 育 
成 し ま す 。 









開か れ た 県 行政 を 担う 職員 を 確保 ・ 育 成 し ます 





1 






(1) 地域 課題 に 対応 で きる 職員 の 確保 ・ 育 成 


現状 と 課題 | 
より 質 の 高い 県 民 本位 の サー ビス を 提供 し て いく た め 、 平 成 20 年 度 (2008 年 度 ) に 「 岩 手 県 
職員 と し て の ある べき 姿 」 と し て 「 岩 手 県 職員 憲章 」 を 策定 し 、「 県 民 本 位 」「 能 力 向 上 」「 明 上 朗 
快活 」「 法 令 遵 守 」「 地 域 意 議 」 の 5 つの 信条 を 全て の 職員 が 共有 し 行動 基準 と し て いま す 。 
《 岩 手 県 職員 憲章 》 




































































| 隔 民 本 倒 常に 県 民 の 視点 、 立 場 に 立ち 、 現 在 、 そ し て 未来 の 「 県 民 全体 の 利益 」 を 考え 、 
| 行動 し ます 。 

| 朋 力 向上 | 創意 工夫 を 将 ら し 、 和 柔軟 な 発想 で 、「 新 た な 課題 に 果敢 に 挑戦 」 し ます 。 
| 半 朗 快 酒 職員 間 の 自由 な コミ ュ ニ ケー ショ ン を 通じ 、「 明 る く 、 い さい さと し た 職場 」 を つ | 
| くり ます 。 | 
| 陸 令 吉羽 「 規 律 」 を 重んじ 、 県 民 か ら 信頼 され る よう 、「 公 正 、 公平 」 に 職務 を 遂行 し ます 。 | 
| 四 域 意識 地域 社会 の 一 員 と し て の 「 自 覚 」 と 県 職員 と し て の 「 誇 り 」 を も っ て 、「 赤 実 」 に 



































































































































職員 憲章 に 掲げ る 県 民 本位 の 信条 に 基づい た 行政 経営 を 推進 し て いく た め に は 、 職 員 一 人 ひと 
り が 、「 業 務 遂 行 能 力 」「 政 策 形 成 能 力 」「 合 意 形成 能力 」「 組 織 運 営 能 力 」「 自 己 開発 力 」 を 身 に 
付け て いく こと が 必要 で あり 、 これ まで OJT や Of fFーJT" 等 を 通じ て 、5 つの 能力 の 向上 
に 取り 組ん で きま し た 。 

社会 経済 情勢 が 変化 する 中 、 複雑 ・ 多 様 化 する 県 民 ニ ー ズ に 対応 し 県 民 と と も に 地域 課題 の 解 
決 に 取り 組ん で いく た め 、 長期 ビジ ョ ン に 目指 す 職 員 像 を 掲げ て いま す 。 職員 憲章 を 全て の 職 角 
が 実践 し 、 目 指す 職員 像 の 実現 に 向け 、 優秀 な 職員 の 確保 や 職員 の 能力 向上 の 一 層 の 充実 ・ 強 
が 求め られ て いま す 。 



























































ll 
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で ヾ 




















9 O」T : On The Job Training の 略 。 実 際 の 職務 現場 に お いて 、 業 務 を 通し て 行う 教育 訓練 
10 Off 一]JT : Off The Job Training の 略 。 業 務 を 離れ て 、 研 修 メ ニュ ー を 受講 し 、 必 要 な 知識 や スキ ル の 習得 を 図る 
こと 
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《 長 期 ビ ジョ 


ン に 掲げ る 目指 す 職 員 像 》 








高い 先見 性 








県 民 視 点 で 県 全体 の 利益 を 追求 する 職員 

















と グロ ー バ ル な 視点 を 備え 、 世 界 の 中 の 岩手 を 意識 し な が ら 、 





























人 工 知能 (A 
門 的 な 知識 や 経 





I ) な どの 技術 革新 や 、 グ ロー バル 化 に よる 海外 と の 交流 の 拡大 な ど 、 高 度 ・ 専 





























験 が 求め られ る 業務 が 増加 し て お り 、 情報 通信 技術 (1 CT)、 国際 関係 、 法務 、 











財務 等 の 業務 分 野 に お いて 積極 的 に 専門 人 材 を 確保 し て いく 必要 が あり ます 。 








複雑 ・ 多 様 化す る 県 民 ニ ー ズ に 応え て いく た め に は 、 県 政 全 般 を 償 賊 し 、 県 民 視 点 で 全体 の 利 

















益 を 追求 する 職 





員 の 育成 が 求め られ て お り 、 人 事 交流 、 派 遣 研修 等 を 通じ た 多面 的 な 業務 経験 や 、 























それ ら を 通じ た ネッ トワ ー ク の 形成 に より 、 限 られ た 職員 で 最大 の 組織 パフ ォ ー マ ンス を 発揮 で 

















きる 人 材 を 計画 的 に 育成 し て いく 必要 が あり ます 。 




















人 日 減少 に 伴う 高齢 化 や 人 口 の 低 密 度 化 に より 行政 コロ スト が 増大 する 中 、 持続 可能 な 県 民 サ ー 
ビス の 提供 を 確保 し て いく た め に は 、 各市 町 村 の 実情 や 意見 を 踏ま ほえ な が ら 、 市町村 と の 連携 ・ 























協 働 の 取組 を 一 


主 な 取組 内 容 | 











や イン ター ン シ 





























情報 通信 技術 
管理 の 面 か ら 強 




















また 、 有 為 な 人 材 を 確保 する た め 、 民間 職務 経験 者 や 任期 付 職 員 の 採用 、 退職 し た 職員 の 
用 に 加え 、 新 た な 職種 の 設定 及び 採用 を 検討 し ます 。 












































層 強 化し て いく 必要 が あり ます 。 











県 の 業務 に 関心 を 持ち 、 県 職員 を 志望 する 人 材 を 確保 する た め 、 大 学 ・ 高 校 等 で の 業務 読 明 会 





ッ プ 等 の 充実 を 図り ます 。 























Rl 
| 






































(I CT)、 国 際 分 野 な ど 高 い 専門 性 を 必要 と する 分 野 、 法 務 や 財務 な ど リ スク 
E す べき 分 野 に つい て 、 外部 か ら の 登用 を 検討 する と と も に 、 職 員 を 外部 研修 へ 


















































派遣 する な ど 、 専 門 知 識 を 有する 人 材 の 確保 ・ 育 成 に 取り 組み ます 。 





























広い 視野 と 高 























い 専 門 性 を 持ち 、 課 題 解 決 や 業務 の マネ ジメント に 当たる こと が で きる 職員 を 




















育成 する た め 、 事 務 系 職種 に つい て は 多様 な 業務 に 従事 する こと に 加え 、 全 庁 に 関わ る 企画 ・ 











予算 ・ 管 理 業 務 へ 計画 的 に 配置 する ジョ ブロ ー テ ーション を 実施 し ます 。 















































育成 し ます 。 
これ ら の 取組 
























































また 、 社会 福祉 や 心理 な どの 専門 職種 や 技術 系 職種 に つい て は 、 専門 性 を 高め る と と も に 、 企 
画 や 予算 な どの 業務 を 経験 させ る こと に より 、 全 庁 的 な 視野 を 持ち 、 県 政 課題 に 対応 で きる 職員 
を 


















































に 加え 、 民 間 企 業 や 大 学院 等 へ 職員 を 派遣 し 、 業 務 運 営 の 手法 、 能 率 的 ・ 機 動 

















的 な 対応 等 を 習得 し 政策 形成 能力 を 養成 する な ど 、 キ ャ リア 形成 を 図る と と も に 、 派 遣 の 成果 





























を 組織 で 継承 する こと に より 、 職 員 全 体 の 視野 の 拡大 と 資質 の 向上 を 図り ます 。 





















































さら に 、 職 員 の 土気 の 高揚 と 意欲 の 向上 を 図る た め 、 職 員 が 希望 業務 ・ 希 望 所 属 を 直接 














と に 
口 











する 庁 内 公募 を 引き 続き 実施 し 、 職 員 の 希望 と 熱意 を 重視 し た 人 事 配置 を 行い ます 。 
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県 と 市 町 村 が 連携 し て 地域 課題 に 取り 組む た め 、 市 町 村 と の 人 事 交流 を 促進 する な ど 、 市 町 
村 と の 連携 ・ 協 働 を 進め ます 。 
また 、 県 及び 市 町 村 の 持続 可能 な サー ビス 提供 に 向け 、 市 町 村 等 か ら の 要請 に 応じ て 具体 的 
な 連携 方法 等 に つい て 協議 を 行い 、 必 要 な サー ビス が 提供 で きる 職員 体制 の 構築 を 検討 し ます 。 












































































































































































































































































































































目標 及び 工程 表 | 
現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
指標 (単位 ) 6 
2018 見 込 2019 2020 2021 2022 
採用 予定 職員 の 充足 率 92. 8% 100% 100% 100% 100% 
(%) (08 年 4 肝 誰 | (0 年 4 騰 奴 | (21 年 4 騰 維 | (2 年 4 騰 | (0 年 4 騰 
取組 内 容 ~2018 2019 2020 2021 2022 
業務 説明 会 の 開 
大 学 等 で の 業務 説明 会 や 保護 者 
技術 素 大 学 で の 説明 会 の 実 0 2 記 
施 や 保護 者 向け セミ ナー 等 
の 拡充 検討 
ンシップ イン ター ンシップ の 充実 ・ 継 続 実 施 
の 実施 
多様 な 人 材 の 確保 
民間 職務 経験 者 等 の 採 
隊 用 困難 職種 の 通年 募集 の 実施 
新た な 職 
埋 の 検討 新た な 職 の 
(任期 人 種 の 設定 新た な 職種 の 検討 ・ 設 定 ・ 採 用 
職員 採用 
を 含む 。) 
部 か ら の 登用 の 検 計 
専門 知識 を 有する 人 材 の | の 検 計 
Ll エーコ 7 
確保 ・ 育 成 外部 研修 等 へ の 派遣 の 実施 ・ 見 直し (随時 ) 
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部 局 間 ・ 職 種 























複線 型 人 事 制 度 の 検討 








向 な ジョ ブロ ー テ ーション の 検討 
施 





・ 試 行 











民間 企業 等 へ の 派遣 の 























施 ・ 見 直し (随時 ) 















































庁 内 公募 の 実施 ・ 見 直し ( 随 県 











嘆 





























































































































(2) 地域 意識 を 持ち 地域 貢献 活動 に 取り 組む 職員 の 育成 

現状 と 課題 | 

・ 人 日 減少 や 少子 高齢 化 に 伴い 、 地縁 組織 の 弱体 化 な ど 地 域 コ ミュ ニテ ィ の 機能 低下 が 懸念 され 
て お り 、 伝 統 文化 の 継承 や 消防 団 活動 な ど 職 員 一 人 ひと り が 地域 社会 の 一 員 と し て 積極 的 に 地域 
古 動 に 取り 組ん で いく こと が 求め られ て いま す 。 

また 、 こ うし た 取組 を 通じ て 、 職 員 が 業務 の 中 で 培っ た 能力 ・ ノ ウ ハ ウ を 地域 に 選 元 し 、 地 域 
活動 の 活発 化 ( こ 頁 献 し て いく 必要 が あ り ます 
主 な 取組 内 容 | 




















ボラ ンティア 活動 や 社会 真 献 活動 な ど 地 域 活動 へ の 職員 の 参加 を 促進 する た め 、 人 事 評価 秋 
度 に お いて 、 引 き 続 き 地域 活動 へ の 真 献 状 況 を 評価 項目 と し ます 。 
また 、 ボ ラン ティ ア 休 暇 制 度 の 活用 促進 や 地域 活動 に 積極 的 に 参画 で きる よう な 仕組 み に つ い 
て 検討 し ます 。 併 せ て 、 伝統 文化 の 継承 、 消防 団 活 動 な ど 職 員 に よる 地域 当 
彰 を 奨励 する な ど 、 地 域 宮 


右 動 へ の 真 献 に 対し 表 
右 動 へ の 積極 的 な 参加 を 促進 し ます 。 









































記 】 
= 
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目標 及び 工程 表 | 








取組 内 容 ~2018 2019 








地域 活動 へ の 参加 促進 





























ボラ ンティア 休暇 制度 の 活用 








地域 貢献 活動 に 取り 組む 
職員 の 育成 ] 地域 活動 の 促進 に 向け た 職員 セミ ナー 等 の 
日 実施 





































































































(3) 復興 を 担う 職員 の 確保 






































現状 と 課題 | 
・ 東日本 大 震 災 津波 か ら の 復旧 ・ 復 興 に 取り 組む た め 、 新 規 採用 職員 数 の 拡大 、 任 期 付 職員 の 採 
] 等 を 行っ て きた ほか 、 全国 の 自治 体 や 民間 企業 等 か ら 派遣 いた だ き 、 職員 の 確保 に 努め て きま 
し た 。 引き 続き 、 こ ころ と 体 の ケア や 新た な コミ ュ ニ ティ 形成 支援 な ど に 対応 し て いく た め 、 復 


興 を 文 え る 職員 の 確保 が 求め られ て いま す 。 





























ヘー 
































主 な 取組 内 容 | 
復興 の 取組 を 着実 に 進め る た め 、 引き 続き 、 全国 の 自治 体 等 か ら の 応援 職員 を は じ め と する 復 


興 事 業 を 担う 職員 の 確保 に 取り 組み ます 。 






















































































全国 の 自治 体 等 か ら 県 や 被災 市 町 村 に 派遣 され て いる 職員 が 、 豊 富 な 経験 や 能力 を 発揮 する 


全国 
こと が で きる よう 、 引 き 続 き 、 関係 機関 に よる 連絡 会 議 を 開催 する ほか 、 メ ンタ ル ヘ ルス 対策 、 


各種 研修 会 、 職 員 面 談 な ど 必 要 な フォ ロー アッ プ を 実施 し ます 。 


テ 
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目標 及び 工程 表 | 
現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
指標 (単位 ) 
2018 見 込 2019 2020 2021 2022 
前 a 100% 100% 
応援 職員 の 充足 率 (%) 100% 
(2019 年 4 月 時 点 ) (2020 年 4 月 時 点 ) 
取組 内 容 ~2018 2019 2020 2021 2022 
応援 職員 の 確保 治 体 等 へ の 応援 職員 の 派遣 要請 





応援 職員 等 へ の フォ ロー 


アッ プ 


開催 





関係 機関 と 連携 し た 連 % 


メン タル ヘル ス 対 策 の 実施 
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2 若手 ・ 女 性 職員 の 活躍 を 支援 し ます 





(1) 若手 職員 の 組織 的 な 育成 


現状 と 課題 | 
職員 の 年 齢 構成 は 、 採用 数 を 抑制 し た 時 期 も あり 中 堅 層 が 少な い 一 方 で 、 東日本 大 震 炎 津波 発 
災後 の 新規 採用 職員 の 増加 に より アン バラ ンス が 生じ て いま す 。 若 手 職 員 の 指導 を 担う 職員 が 少 
な い 中 、 東 日 本 大 震 災 津波 か ら の 復旧 ・ 復 興業 務 や 新た な 行政 課題 に 対応 し て いく た め 、 若手 職 
員 が 早期 に 基礎 的 執務 能力 等 を 習得 する こと が で きる よう 、 組 織 的 に 育成 し て いく こと が 求め ら 
れ て いま す 。 




































































主 な 取組 内 容 
・ 職員 と し て 必要 な 基礎 知識 等 の 早期 習得 を 図る た め 、 新 規 採用 職員 研修 の 実施 時 期 、 内 容 等 を 



























































、 評 価 面 談 等 を 通じ て 若手 職員 の 能力 開発 の 意向 を 把握 し な が ら 、 採 用 か ら 一 定期 間 、 
継続 し て 研修 を 受講 させ る な ど 、 中 長期 的 な 視点 で 若手 職員 の 育成 に 取り 組み ます 。 












































職員 と し て の 視野 を 広げ られ る よう 、 本 庁 と 広域 振興 局 な どの 出先 機関 を バラ ンス よく 経験 さ 
せる と と も に 、 出 先 機関 に お いて は 県 民生 活 に 密接 する 業務 を 行う 部 署 に 重点 的 に 配置 する な ど 
計画 的 な ジョ ブロ ー テ ーション を 実施 し ます 。 

また 、 所 属 の 枠 を 越え て 若手 職員 の キャ リア 形成 上 の 課題 解決 を 支援 する た め 、 先輩 職員 に よ 
る 後輩 職員 へ の 個別 支援 で ある メン ター 制度 の 充実 を 図り ます 。 

さら に 、 国 、 市 町 村 、 関係 団体 等 に 職員 を 派遣 し 、 多 様 な 行政 経験 等 を 積ま せる ほか 、 民 間 企 
業 や 大 学院 等 に 職員 を 派遣 し 、 業務 運営 の 手法 、 能率 的 ・ 機 動 的 な 対応 等 の 習得 を 通じ て 政策 形 
成 能 力 を 養成 する な ど 、 キャ リア 形成 に 取り 組み ます 。 あ わせ て 、 派遣 の 成果 を 組織 で 継承 する 
こと に より 、 職 員 全 体 の 視野 の 拡大 と 資質 の 向上 を 図り ます 。 



























































































































































自己 成 発 の 取組 を 促進 する た め 、 評 価 面談 等 を 通じ て 、 若 手 職 員 の 意向 等 を 把握 の 上 、 資 格 
取得 や 通信 講座 受講 の 動機 付け を 行い ます 。 


























多様 な 県 民 ニ ー ズ に 的 確 に 応え 、 直 面 する 県 政 課題 の 解決 に 向け て 戦略 的 に 政策 を 立案 し 効 
果 的 に 展開 する こと が で きる よう 、 施 策 研 究 会 等 に より 政策 形成 能力 の 向上 を 図り ます 。 
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目標 及び 工程 表 | 








現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
2018 見 込 2019 2020 2021 2022 

若手 職員 の 研修 満足 度 86. 19% 
(9%6) (2017) 


指標 (単位 ) 








87. 0% 88. 0% 89.09% 90. 0% 


取組 内 容 






















































































































































































修 の 実施 時 期 ・ 内 容 等 の 見 直 
・ 見 直し (随時 ) 





























































































































採用 か ら 一 定期 間 内 の 
修 の 必修 化 (一 部 実施 ) 




































































計画 的 な ジョ ブロ ー テ ーション の 検討 < 
実施 [再掲] 

































































メン ター 
に 、 隊 制度 の 実 4 員 に 対す る メン ター1 

若手 職員 の キャ リア 形成 用 卓 ンタ ーfi 6 

支援 



















































































































































































































































































若手 職員 の 自己 啓発 促進 支援 人 支援 制度 の 充 


























若手 職員 の 政策 形成 能力 
の 向上 





E 体 の 施策 研究 会 や 政策 提案 型 調査 研究 な どの 実施 
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(2) 女性 職員 の 活躍 支援 と 積極 的 な 登用 


現状 と 課題 | 























女性 職員 は 男性 職員 に 比べ 、 育児 な ど 生 活 に 関す る 事由 に よる 長期 の 休業 や 、 















































限 を 受け る こと が 多い こと か ら 、 職員 の キャ リア 形成 に 性 別 








領域 で 女性 職員 が 活躍 で きる よう 、「 女 性 3 
性 職員 の 育成 や 活躍 に 向け た 取組 を 支援 する 職場 づく りな ど 























主 な 取組 内 容 | 








近年 新規 採用 職員 に 占め る 女性 の 割合 が 増加 
性 と 能力 を 十分 に 発揮 で きる よう 、 支 援 の 充実 が 求め られ て いま す 。 























i 更 な る 活躍 を 推進 する た め 、 








Ia 





























組み ます 。 























を 要因 と する 差 が 生 





勤務 


徐 時 間 等 の 制 





じ ず 、 あら ゆる 

















舌 忠 推進 の た め の 特 定 事業 主 行動 計画 」 









































特定 事業 主 行動 計画 の 策定 ・ 推 進 
期間 等 に お ける 女性 職員 の 希望 を 考慮 し た 配置 や 、 適 性 




















を 策定 し 、 女 
に 取り 組ん で きま し た 。 


し て いる こと か ら 、 多く の 女性 職員 が 、 そ の 個 


を 通じ て 、 子 育て 
、 意 欲 な ど 職 員 個 々 の 実情 に 応じ た 能 





女性 職員 の キャ リア 形成 を 支援 する た め 、 引 き 続 き 、 キ ャ リア デザ イン 研修 な ど を 実施 する 


ほか 、 ロ ー ル モデ ル と な る 職員 を 
また 、 幅広 い 職 務 経 験 や 各 租 














の 積極 的 な 癌 用 を 図り ます 。 
さら に 、 女 性 職員 が 先輩 職員 に 自身 の 悩み や キャ リア プラ ン 等 を 相談 し な が ら 、 自 身 の 将来 


の キャ リア を 考え る 機会 を 増やす た め 、 メ ンタ ー 邊 



































管理 職 が 、 
言 す る な ど 、 
修 の 充実 を 図 














個々 の 職員 の 状況 に 応じ た 
り ます 。 








紹 介する 活躍 

















子育て や 介護 等 を 含む 職員 の 状況 を 把握 し な カ 


E 力 開発 や 能力 発揮 


# 例 集 を 作成 し ます 。 
E 研 修 へ の 派遣 な ど を 通じ し 、 マ ネジ メン ト 力 を 育成 し 、 

















] 度 の 積極 的 な 参加 を 促進 し ます 。 





管理 職 等 へ 








* ら 、 能 力 開発 の 方 向 性 に つい て 助 


を 支援 で きる よう 、 
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管理 職 向け 研 

















目標 及び 工程 表 | 
現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
指標 (単位 ) 
2018 見 込 2019 2020 2021 2022 
管理 職 (総括 課長 級 以 上 ) 
7.69% 9.0% 9.59% 10.09%% 
に 占め る 女性 職員 の 割合 6.2% 
0 (2019 年 4 月 時 点 ) (2020 年 4 月 時 点 ) (2021 年 4 月 時 点 ) (2022 年 4 月 時 点 ) 
0 
取組 内 容 と 2018 2019 2020 2021 2022 





女性 活躍 推進 の た め の 特 
定 事業 主 行動 計画 に 基 づ 
く 女性 活躍 の 推進 


















































寺 定 事業 








主 行動 計画 の 検 






































掲 ] 

















・ 見 直し 、 次 期 計 画 の 策 





























業 主 行動 計画 の 






































施 [再掲 








女性 職員 の キャ リア 形成 
支援 


女性 活躍 に 向け た 職場 環 
境 づ くり 

















計画 的 な 人 事 











女性 職員 キャ 
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修 等 の 実施 ・ 





i 直し (随時) 



































職員 活躍 事例 集 の 活用 











・ 見 直し 















































(随時 ) 






































ダイ バー シテ ィ マ ネジ メン ト 研 修 の 充実 、 継 続 実 施 








ー I i 
3 職員 の 能力 開発 を 促進 し ます 
(1) 職員 の 成長 を 支え る 研修 の 体系 化 ・ 充 実 強化 


現状 と 課題 | 
職員 憲章 に 掲げ る 「 県 民 本 位 」 の 信条 に 基づい た 行政 経営 を 推進 し て いく た め に は 、 職員 一 人 
の 


























i 





[ 








ひと り が 、「 業 務 遂 行 能力 」「 政 策 形 成 能力 」「 合 意 形成 能力 」「 組 織 運 営 能力 」「 自 己 開発 力 」 
5 つの 能力 を 身 に 付け て いく こと が 必要 で あり 、O 〇 OJT や Off 一 」 械 等 を 通じ て 、 職 員 の 能力 
向上 の 一 層 の 充実 ・ 強 化 が 求め られ て いま す 。 







































































職員 の 年 齢 構成 は 、 採用 数 を 抑制 し た 時 期 も あり 中 堅 層 が 少な い ほ か 、 東 日 本 大 震 災 津波 か ら 
の 復旧 ・ 復 興 を は じ め と し た 様々 な 県 政 課 題 へ の 対応 に 伴う 業務 量 の 増加 な ど に より 、 こ れ ま で 
日 常 的 に 行わ れ て きた 丁寧 な O J」 TT が 困難 と な っ て いま す 。 


ご 








また 、 こ うし た O JT の 現状 に お いて 、 現行 の 研修 制度 で は 増加 し て いる 若手 職員 の 計画 的 な 
育成 や 中 堅 層 の マネ ジメント 力 の 向上 へ の 支援 が 困難 と な っ て き て お り 、 研 修 体系 や 研修 内 容 等 
に つい て 、 抜 本 的 に 見 直し て いく 必要 が あり ます 。 
























































業務 領域 の 細分 化 な ど に より 、 よ り 高 度 で 専門 的 な 職務 遂行 が 求め られ て いる こと か ら 、 実践 
的 な 課題 解決 能力 の 向上 を 目的 と し た 研修 を 体系 的 に 実施 し て いく 必要 が あり ます 。 


また 、 研修 や 派遣 等 で 得 た 高度 ・ 専 門 的 な 知識 等 を 広く 共有 する 仕組 み を 検討 し て いく 必要 が 
あり ます 。 



























































人 口 減少 ・ 少 子 高 齢 化 、 国 際 化 や 情報 化 の 進展 な ど 、 社 会 経済 情勢 が 大 きく 変化 し て いる こ 
と か ら 、 所 属 の 枠 を 越え て 様々 な 課題 を 的 確 に 把握 し 、 課 題 解決 に 前 向き に 取り 組 わ 職 員 を 育 
成 し て いく こと が 一 層 求 め ら れ て いま す 。 





























主 な 取組 内 容 | 














職員 に 求め られ る 5 つの 能力 の 更 な る 向上 を 図る た め 、 職 員 研 修 の 実施 体制 を 強化 する と と も 
に 、 研 修 体系 の 整備 や 研修 内 容 等 の 充実 強化 に 取り 組み ます 。 

特に 、 現状 の 職員 体制 を 踏ま え 、 若手 職員 の 基礎 的 執務 能力 等 の 早期 習得 中堅 層 に お ける 基 
礁 的 な マネ ジメント カカ の 向上 及び 自己 啓発 意識 の 向上 を 重点 と し て 、 研 修 の 実施 時 期 や 内 容 等 の 
見 直し を 図り ます 。 
また 、Off 一 」 を 中 心 と し た 研修 体系 を 見 直し 、 専 門 分 野 別 ・ 階 層 別 ・ 政 策 課題 別 研修 の 
充実 を 図る と と も に 、OJ エマ ニュ アル 等 を 整備 し 、O ] や 職場 研修 等 に 関す る 統一 的 ・ 計 画 
的 な 手法 を 検討 し 実践 し ます 。 























































































































限ら れ た 人 上 員 で 高度 化す る 行政 課題 に 対応 する た め 、 各 部 局 が 実施 し て いる 専門 研修 等 を 充 
実 さ せる と と も に 、 人 研修 の 成果 を 組織 で 共有 し 、 政 策 形 成 能力 と 高い 専門 性 を 兼ね 備え た 職員 
育成 体制 を 整備 し ます 。 
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行政 課題 の 複雑 化 に 対応 し 、 よ り 質 の 高い 県 












































課題 別 の 研修 を 実施 し ます 。 









































また 、 自己 啓発 活動 に 対す る 支援 を 行い 、 主体 的 に 自 














民 サ ービス を 提供 する 職員 を 育成 する た め 、 政策 




















































































































ら の 可能 性 や 能力 開発 に 取り 組む 意識 の 
醸成 を 図り ます 。 
目標 及び 工程 表 | 
現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
指標 (単位 ) N 
2018 見 込 2019 2020 2021 2022 
能力 開発 研修 に お ける 研 84. 9% 
85.0% 87. 0% 88.0% 90. 0% 
修 満 足 度 (9%6) (2017) 
取組 内 容 ~2018 2019 2020 2021 2022 
《 研 修 体系 の 整備 ・ 見 直し 》 
研修 項 E 
の 見 直し 研修 項目 の 見 直し (随時 ) 




















































































































実践 的 な 課題 解決 能力 の 
向上 に 向け た 研修 体系 の 
構築 




































































間 内 の 研修 


ヒポ 

































































新規 採用 職員 研修 








し (本 格 実施) 


の 実施 時 期 ・ 内 容 等 の 見 直 
















































































主査 研修 、 プ レイ ング マ 
ネネ ジャ 人 研修 の 見 直 
し ・ 試 行 


《0J1T マニ ュ ア ル 等 の 整備 》 











OJ]T マ ニュ アル ・ 職 場 
修 マ ニュ アル の 検討 ・ 作 成 

















見 直し (随時 ) 




































































礎 的 な マネ ジス メン 
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項目 の 見 直し (随時 ) 
































力 の 向上 に 向け 








掲 ] 


























+ た 研修 





OJ T マ ニュ アル の 周知 ・ 活 用 




















会 計 事務 研修 ・ 法 務 能 力 向 上 4 

































































専門 研修 等 の 充実 



















































































別 ・ 政 策 課 題 別 研 修 の 実施 

















主体 的 に 取り 組む 職員 の 育 | 
i 援 前 度 の 充実 










































































































































































(2) 管理 監督 者 等 の マネ ジメント カカ の 向上 








現状 と 課題 | 
・ 適切 に 行政 課題 に 取り 組み 、 組 織 の 活性 化 を 図る た め に は 、 職 員 に 適切 に 業務 を 配分 し 、 進 
捗 管理 や 的 確 な 指示 を 行い 、 成 果 を 上 げ る マネ ジメント が より 重要 と な っ て いる こと か ら 、 短 























[ 
















































































期 的 な 業務 成果 を 上 げ る だ け で な く 、 部 下 の 指 導 ・ 育 成 を 長期 的 視点 に 立っ て 適切 に 行い 、 能 
カカ を 伸ばし て いく 取組 が 求め られ て いま す 。 


















































|~| 

















F 成 17 年 度 (2005 年 度 ) に 組織 の フラ ッ ト 化 と グル ー プ 制 の 導入 を 行い 、 意 思 決 定 や 業務 執 
行 の 迅速 化 等 を 図っ て きた 一 方 で 、 若 手 職員 の 増加 等 に より グル ー プ の 総括 を 担う 職員 の 負 揚 
が 大 きく な っ て いる こと か ら 、 グ ルー プ 総 括 が マネ ジメント 力 を 発揮 で きる 体制 の 構築 が 求め 
られ て いま す 。 

































































中 堅 職員 が 少な い 中 、 技 術 系 職員 の 専門 分 野 の 知識 ・ 技 能 や 豊富 な 経験 、 一 般 行政 分 野 に お 
ける 法規 、 税 務 、 予 算 、 会 計 、 法 人 監査 指導 な どの 知識 や 経験 を 組織 的 に 継承 し て いく 必要 が 
あり ます 。 






































主 な 取組 内 容 | 
































リー ダー シッ プ と マネ ジメント カカ を 有する 管理 監督 者 を 育成 する た め 、 若 手 職員 の 段階 か ら 
計画 的 な ジョブ ロー テー ショ ン を 実施 し 広い 視野 と 職位 に 応じ て 求め られ る 業務 スキ ル を 身 に 
付け させ る と と も に 、 全 体 最適 の 視点 や や 判断 力 、 部 下 職 員 の キャ リア 形成 支援 な ど 管 理 監 督 者 
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と し て 必要 な 知識 ・ ス キル を 早期 に 習得 で きる よう Of fF 一 JT の 充実 ・ 強 化 を 図り ます 。 
























































グル ー プ の 総括 を 担う 職員 が マネ ジメント 意識 を 持ち 、 マ ネジ メン ト 力 を 向上 させ る こと が 
で きる よう 、 研 修 の 充実 強化 を 図り ます 。 
また 、 管理 監督 者 と グル ー プ 総括 が 連携 し て 部 下 職 員 の 育成 指導 を 担う こと が で きる よう 、 グ 
ルー プ 総 括 が マネ ジメント に 専念 で きる 体制 な どの 検討 を 進め ます 。 
























































































































































知識 や 技術 を 組織 的 に 継承 する た め 、 再 任用 職員 等 の 活用 に より O」 華 生研 修 等 を 計画 的 に 
実施 し ます 。 








目標 及び 工程 表 | 








現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
2018 見 込 2020 2022 





指標 (単位 ) 





管理 監督 者 等 を 対象 と し 82.796 
た 研修 の 満足 度 (9) (2017) 


85. 0% 


取組 内 容 
































計画 的 な ジョ ブロ ー テ ーション の 検討 ・ 試 
実施 [再掲 ] 












































管理 職 の リー ダー シッ プ 


及び マネ ジメント カカ 発揮 監 有 け 象 と し た 研 生 を 対 * 理 監督 者 を 対象 と し た f 
・ 一 部 試行 見 直し ・ 本 格 実 施 (随時 





























































































































の 支援 




















目 の 見 直し (随時 ) 















































プレ イン グマ ネー ジャ ーf 
(随時 ) 
































グル ー プ 総括 に よる 職員 
育成 の 強化 














グル ー プ 総括 の 役割 の 
示 、 マ ネジ メン ト に 専念 で 体制 の 整備 
骨 等 の 検討 











































































































員 等 に 識 こよ \ 手 職 職員 等 に よる 若手 
再任 用 職員 等 に よる 知識 手 】 FN eR 
や 技術 の 継承 ( 理 指 ) 格 実 放 ) ・ 見 直し 
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効率 的 な 業務 遂行 や ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス に 
配慮 し た 職場 環境 の 実現 


(基本 方 向 ) 
出産 ・ 育 児 ・ 介 護 な ど 生 活 の 状況 や 、 職 員 の 年 齢 構成 の 偏在 を は じ め と する 組織 体制 を 取り 巻 


く 環境 変 化 に 適切 に 対応 し 、 組織 と し て 高い パフ ォ ー マ ンス を 発揮 し 続け て いく た め 、 業 務 の 効 
率 的 な 運営 や 柔軟 な 働き 方 の 推進 に より 、 仕 事 と 生活 の 調和 を 図り 、 職 員 が 明る く 、 い きい き と 
働く こと が で きる 職場 環境 を 実現 し ます 。 













1 





効率 的 で 柔軟 な 働き 方 を 推進 し ます 


(1) 情報 通信 技術 (1I CT) の 活用 等 に よる 業務 の 効率 化 の 推進 


現状 と 課題 
ロボ ッ ト に よる 業務 自動 化 (RPA) や 人 工 知 能 (A I ) 等 、 業 務 に 適用 可能 な 新た な 情報 通 
信 技 術 (I C) の 開発 が 進ん で お り 、 効 率 的 な 業務 遂行 や 職員 の 柔軟 な 働き 方 を 推進 する た め 、 
これ ら の 技術 を 活用 し て いく こと が 求め られ て いま す 。 



































基幹 業務 シス テム の オー プン 化 や サー バ 統 合 な ど に より 、 業務 の 効率 化 ・ 高 度 化 と 保守 ・ 運 営 
経費 の 縮減 を 図っ て お り 、 更 な る 情報 シス テム の 最適 化 が 求め られ て いま す 。 














主 な 取組 内 容 | 
効率 的 な 働き 方 を 推進 する た め 、 ロ ボッ ト に よる 業務 自動 化 (RP A) や 人 工 知能 (AI) な 
ど 新 た な 情報 通信 技術 (I CT) の 行政 事務 へ の 適用 に つい て 、 可 能 性 を 調査 する と と も に 、 他 
都 道 府 県 等 や 国 に お ける モデ ル 事 業 の 進捗 を 踏ま えな が ら 、 導 入 に 向け て 検討 を 進め ます 。 





















































更 な る 情報 シス テム の 最適 化 を 図る た め 、 庁 内 情報 シス テム の クラ ウド 化 を 進め 、 業務 の 効率 
化 ・ 高 度 化 と 保守 ・ 運 営 経費 の 縮減 に 取り 組み ます 。 
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目標 及び 工程 表 | 
現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
指標 (単位 ) 
2018 見 込 2019 2020 2021 2022 
新た な I CT 技術 に よる 
| ー 1 件 2 件 4 件 6 件 
業務 効率 化 件 数 (件 ・ 果 計 ) 
取組 内 容 ~2018 2019 2020 2021 2022 








新た な ICT 技 術 の 活用 


























に よる 業務 の 効率 化 
庁 内 クラ ウド の 更新 の 実施 
情報 シス テム の 最適 化 周 別 業務 シス テム の サー バ 統 合 の 実施 




















新規 シス テム 構築 時 の クラ ウド 化 の 実施 

















(2) 柔軟 な 働き 方 が で きる 勤務 環境 の 推進 


現状 と 課題 | 
子育て ・ 介 護 な ど を 行う 職員 の 心身 の 負担 軽減 を 図る た め 、 時 差 通 勤 、 早 出 遅 出勤 務 制 度 の 
入 や 在宅 勤務 制度 の 導入 に 向け た 実証 実験 を 行っ て きま し た 。 今後 は 、 年 齢 や 男女 を 問わ ず 育 
や 介護 等 の 事情 で 時 間 的 な 制約 が ある 職員 が 増加 する こと が 見 込ま れる こと か ら 、 情 報 通 信 技 
(I CT) を 活用 し た 柔軟 か つ 効 率 的 な 働き 方 が で きる 環境 を 整備 し て いく 必要 が あり ます 。 























中 





































































































著 面 播 





















































主 な 取組 内 容 | 
・ 勤務 場所 や 勤務 時 間 な ど に よる 制約 を 最小 限 と し 、 職員 が 育児 や 介護 な どの 個々 の 実情 に 応じ 
た 働き 方 が で きる よう 、 サ テラ イト オフ ィ ス な ど テ レ ワ ー ク の 導入 に 向け た 環境 整備 を 進め ます 。 
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目標 及び 工程 表 | 
現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
指標 (単位 ) 2 
2018 見 込 2019 2020 2021 2022 
サテ ライ ト オ フ ィ ス の 拠 
0 ー 2 箇所 5 箇所 8 箇所 8 箇所 
点数 (箇所 ・ 累 計 ) 
取組 内 容 2020 2021 2022 
利用 者 等 の 拡 フ 
テレ ワー ク の 環境 整備 
サテ ライ 
ト オ フ ィ サテ ライ ト オ フ ィ ス の 設置 箇所 の 拡 フ 
ス の 設置 























(3) 子育て 世代 職員 へ の 支援 の 充実 


現状 と 課題 | 
① 次 世代 育成 支援 の 推進 
子育て し や すい 職場 環境 の 実現 等 に 向け 、 平 成 17 年 (2005 年 ) 3 月 に 「 次 世代 育成 支援 の 
た め の 特 定 事業 主 行動 計画 」 を 策定 し 、 育児 休業 の 取得 の 促進 や 超過 勤務 の 縮減 な どの 取組 を 
進め て お り 、 引き続き 、 様々 な 子育て 支援 制度 の 周知 や 制度 利用 者 の 不安 感 の 解消 な ど に 取り 
組ん で いく 必要 が あり ます 。 






























































































































































育児 休業 を 取得 し た 職員 に 対し 代 玲 職員 を 配置 し て いま す が 、 多 く が 臨時 職員 の 配置 と な っ 
て お り 、 育 児 休業 の 取得 に 当たり 安心 し て 休業 で きる 体制 を 整備 し て いく 必要 が あり ます 。 
















































































② 職場 復帰 の サポ ー ト 体制 の 充実 
「 女 性 活躍 推進 の た め の 特 定 事業 主 行動 計画 」 に 基づき 、 育 児 支援 計画 シー ト を 用 いて 、 子 
ども が 生ま れる 職員 と 所 属 長 が 面談 を 行い 、 育 児 休業 か ら の 職場 復帰 後 の 支 援 に 取り 組ん で い 
ます 。 今後 は 、 育児 休業 か ら 復帰 する 職員 に 対す る 相談 体制 を 整備 する ほか 、 先輩 職員 に 相談 
し な が ら 、 自身 の 将来 の キャ リア を 考え る 機会 と な る メン ター 制度 の 活用 な ど に より 、 安 心 し 
て 職場 に 復帰 する こと が で きる サポ ー ト 体制 の 充実 を 図っ て いく こと が 求め られ て いま す 。 







































































































































































員 
































③ 店内 保育 施設 の 整備 等 
県 内 で は 、 例 年 、4 月 1 日 時 点 で 待機 児童 が 発生 し 、 年 度 内 に 増加 する 傾向 に ある こと か ら 、 




































































低 年 齢 児 の 年 度 途中 の 入所 が 難し く 復職 を 延期 する 職員 も いる な ど 、 子 ども の 預け 先 の 確保 が 
課題 と な っ て いま す 。 近 年 、 新 規 採用 職員 数 の 増加 や 子育て 世代 の 職員 の 割合 の 高まり に 伴い 、 
安心 し て 業務 に 専念 で き 、 子 育て し や すい 環境 を 整備 し て いく 必要 が あり ます 。 
























































主 な 取組 内 容 | 

① 次 世代 育成 支援 の 推進 

職員 が 働き な が ら 安 心して 子ども を 生み 育て る こと が で きる 勤務 環境 を 整備 する た め 、「 次 
世代 育成 支援 の た め の 特 定 事業 主 行動 計画 」 の 策定 や 推進 を 通じ て 、 所 属 長 と の 面談 や ハン ド 
ブッ ク 等 を 活用 し た 情報 提供 に より 様々 な 子育て 支援 制度 を 利用 し や すい 職場 環境 づく り に 
取り 組み ます 。 



















































































































































































職員 が 育児 休業 を 取得 し や すい 環境 づく り に 向け 、 業務 の 実情 等 を 踏ま え 、 臣 時 職員 に 加え 
正 職 員 ( こ BI る 代替 職員 の 本 中 を 検討 し ま 6 















































② 職場 復帰 の サポ ー ト 体制 の 充実 
安心 し て 育児 休業 等 か ら 復 帰 で きる よう 、「 女 性 活躍 推進 の た め の 特定 事業 主 行動 計画 」 の 
策定 や 推進 を 通じ て 、 職員 の 相談 窓口 を 整備 する と と も に 、 業 務 に 関す る 情報 提供 や 能力 開発 
研修 の 実施 な ど 、 サ ポー ト 体 制 の 充実 を 図り ます 。 
また 、 女性 職員 が 先輩 職員 の 悩み や キャ リア プラ ン 等 を 相談 し な が ら 、 自 身 の 将 来 の キャ リ 
ア を 考え る 機会 を 創出 する た め 、 メ ンタ ー 制 度 の 積極 的 な 参加 を 促進 し ます 。 










































































































































































③ 店 内 保育 施設 の 整備 等 
職場 に 近接 する 保育 所 の 利用 に より 、 送 迎 時 間 の 短縮 や 子ども の 病気 等 の 突発 的 な 事案 に も 
迅速 に 対応 で きる な ど 、 職 員 の 仕事 と 生活 の 両立 を 適 え 、 安心 し て 職務 に 専念 で きる 職場 環境 
の 実現 に つなが る こと か ら 、 盛岡 地区 に お いて は 、 地域 の ニー ズ を 把握 し な が ら 店 内 保育 施設 
の 設置 に 向け た 準備 を 進め ます 。 
また 、 そ の 他 の 地区 に つい て も 育児 休業 中 の 職員 が 、 希望 する 時 期 に 復職 で きる よう 、 保育 
サー ビス 利用 へ の 支援 な ど 必要 な 取組 の 実施 を 検討 し ます 。 
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2022 










































































































































































































































































































































































































































































NI だ 
目標 及び 工程 表 | 
① 次 世代 育成 支援 の 推進 
取組 内 容 2020 2021 
次 期 特定 事業 主 行動 計画 の 周知 ・ 取 組 の 実施 
子育て し や すい 職場 環境 
の 推進 育児 支援 計画 シー ト に よる 職員 と 所 属 長 と の 面談 の 実施 
[仕事 と 家庭 の 両立 ハン ドブ ッ ク 」 の 周知 (毎年 改定 ) ・ 意 識 盛 発 
子育て 支援 セミ ナー の 開催 、 メ ー ル マガ ジン の 配信 
ニー コ ク 昨 
育児 休業 を 取得 し や すい 正 職員 (任期 付 職員 を 含む ) も 含め た 到 児 休 
環境 づく り 業 代替 職員 の 配置 
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ー I - 


② 職場 復帰 の サポ ー ト 体制 の 充実 
現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
2018 見 込 2019 2020 2021 2022 





指標 (単位 ) 





65. 0% 
(2017) 


100% 100% 100% 100% 


取組 内 容 





























































































































































































































































































































女性 活躍 の 推進 に 向け た 
環境 づく り 































































































業 か ら の 復帰 職員 に 
修 の 本 格 実施 




















































































































メジ クー : 全て の 若手 職員 に 対す る メン ター 制度 の 活 
制度 の 実 VR i 実施 [再掲 ] 
施 [再掲 ] 活 
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ー I - 


③ 庁 内 保育 施設 の 整備 等 
取組 内 容 








設計 委託 、 改 修 









































庁 内 保育 施設 の 設置 



































(4) 仕事 と 生活 の 調和 が と れ た 職場 環境 の 推進 


現状 と 課題 | 








① ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス の 推進 

・ 職員 の 仕事 と 生活 の 調和 に 向け 、「 ワ ー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン スシ ー ト 」 の 活用 を 通じ た 職員 
が 置か れ て いる 状況 の 把握 や 、「 働 き 方 改革 推進 強化 月 間 」 に お ける 総 労働 時 間 の 削減 に 向け 
た 取組 の 強化 な ど に より 、 ワ ー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス を 重視 し 奨励 する 組織 風土 を 醸成 し て い 
く こ と が 求め られ て いま す 。 





































































































知事 部 局 に お ける 年 間 の 平均 超過 勤務 時 間 数 は 、 東日本 大 震 災 津波 発 災 前 の 142. 2 時 間 か ら 
平成 29 年 度 (2017 年 度 ) は 178.9 時 間 と 、 発 災 以 降 は 高 止 まり の 状況 に あり 、 更 な る 業務 改 
善 や 、 超 過 勤 務 の 縮減 、 休 暇 等 の 取得 の 促進 に 取り 組ん で いく 必要 が あり ます 。 






































② 質 の 高い 教育 環境 の 充実 に 向け た 教職 員 の 負担 軽減 
急速 に 変化 する 社会 状況 等 を 踏ま ほえ た 教育 へ の 対応 な ど 学 校 ・ 教 職員 の 役割 が 拡大 し て いる 
中 、 平 成 29 年 度 (2017 年 度 ) の 月 当たり の 時 間 外 勤務 80 時 間 以 上 の 教職 員 の 割合 が 、 高 校 
で は 12.49% と な る な ど 、 教 職員 の 長 時 間 勤 務 の 解消 に 向け た 取組 が 求め られ て いま す 。 









































主 な 取組 内 容 | 








① ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス の 推進 
ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス を 組織 に 定着 させ る た め 、 職 員 と 管理 職 と の 面談 や 、 管 理 職 を 対 
象 と し た 研修 な ど を 通じ て 職員 の 意識 啓発 に 取り 組み ます 。 
また 、 各 部 局 等 に 配置 し て いる 「 働 き 方 改革 推進 員 」 に よる 優良 事例 の 周知 や 新た な 取組 の 
展開 、 ワ ー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス を 実践 し て いる 職員 の 表彰 な ど 、 職員 間 に 自 発 的 な 取組 が 広 
が る 仕組 み を 検討 し ます 。 






























































































































































職員 の 長 時 間 労 働 を 是正 し 、 心身 の 健康 に 対す る リス ク を 軽減 する た め 、 超過 勤務 の 多い 職 
上 員 や 所 属 長 を 対象 に ヒア リン グ を 実施 し 、 業 務 量 の 平準 化 や 日 々 の 業務 改善 な どの 取組 を 進め 























oo 


E た 、 職 員 の ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス が 達成 で きる よう 、 モ バイ ル ワ ー ク な ど 情 報 通信 技 


府 (TCT) を 活用 し た 業務 の 効率 化 に 取り 組む と と も に 、| 働 き 方 改革 推進 強化 月 間 」 の 推 
進 や 、 休 暇 等 を 取得 し や すい 職場 環境 づく り 、 超 過 勤 務 の 縮減 に 取り 組み ます 。 








Qrf 







































































② 質 の 高い 教育 環境 の 充実 に 向け た 教職 員 の 負担 軽減 
複雑 化 ・ 多 様 化し た 学校 の 課題 に 対応 し 、 子 ども た ちの 豊か な 学び を 実現 する た め 、 教育 が 
担っ て いる 業務 を 見 直す と と も に 、 ス クー ルカ ウン セラ ー な どの 専門 能力 スタ ッ フ や 部 活動 指 
導 員 な どの 地域 人 材 の 参画 に より 課題 の 解決 に 当たる 「 チ ー ム と し て の 学校 」 の 推進 に 向け 、 
小学 校 6 年 生 へ の 少 人 数 学級 の 拡充 や 、 ス クー ルル サポー トス タッ フ の 配置 等 を 行い ます 。 







































































業務 の 効率 化 を 図る た め 、 教職 員 業 務 改 善 の 取組 と し て 、 学校 経営 マネ ジメント に 関す る 研 
究 や 教員 等 の ワー キン ググ ルー プ に よる 業務 の スク ラッ プア ンド ビル ド の 検討 等 を 行い ます 。 
































部 活動 の 適正 な 運営 を 図る た め 、 部 活動 指導 員 の 配置 や 、「 岩 手 県 に お ける 痢 活動 の 在り 方 
に 関す る 方 針 」 に 基づく 部 活動 休養 日 及び 活動 時 間 の 基準 の 徹底 を 推進 し ます 。 


トト 






















































































目標 及び 工程 表 | 








① ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス の 推進 
現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
2018 見 込 2020 2022 

男性 職員 の 育児 休業 等 取 85. 7% 
得 率 (%) (2017) 


指標 (単位 ) 








100% 100% 


取組 内 容 


















































及び ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン スシ ー ト を 用 いた 面談 



































吾 ③ 嘩 


管理 職 へ の 実践 6 














組織 風土 の 酸 成 と 働き 方 || 働き カ 改 
改革 の 取組 の 推進 の 設置 

















働き 方 改革 推進 良 事例 の 周知 ・ 展 且 






















































































ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス の 推進 に つなが る 表彰 の 敵 且 











メー クツ ジイ ジュ バラ ンス 


の 推進 に つなが る 取組 の 
拡大 
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・ 長 時 間 労 働 の 是正 の た め の ヒ アリ ング の 実施 





























1] に よる 業務 の 効率 化 の 推進 















































総 労働 時 間 の 削減 働き 方 改革 推進 強化 月 間 E 総 労働 時 間 の 削減 に 向け た 取 ぇ 














E ビ 時 退 庁 












































スケ ジュ ー ル の E 期 的 ・ 計 画 的 な 休暇 取得 の 促進 












































② 質 の 高い 教育 環境 の 充実 に 向け た 教職 員 の 負担 軽減 
現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
2018 見 込 2019 2020 2021 2022 


指標 (単位 ) 








中 学校 に 部 活動 指導 員 を 
配置 する 市 町 村 数 8 市 町 村 25 市 町 村 30 市 町 村 33 市 町 村 33 市 町 村 
(市 町 村 ・ 累 計 ) 





取組 内 容 














小学 校 5 年 
5 の か ト 学 校 6 年 生 へ の 少 人 数 学級 の 拡充 及び 小 ・ 
「 チ ー ム と し て の 学校 」 の | 放 学 株 の 撤 時 


推進 























スク ー ル サポ ー ト スタ ッ フ の 配置 等 の 実施 

















の 波及 ・ 新 規 の 取組 の 検討 






































教職 員 の 業務 改善 














の スク ラッ プア ンド ビル ド の 検討 ・ 実 施 























昌 導 上 員 の 配置 の 実施 

















部 活動 の 適正 な 運営 






































「 岩 手 県 に お ける 部 活動 の 在り 方 に 関す る 方 針 」 に 基づく 部 活動 休養 
時 間 の 基準 の 徹底 の 推進 
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明る く 、 


いき いき と し た 職場 環境 


づく り を 推進 し ます 





(1) 


現状 と 課題 


| 











A 





自主 的 ・ 
アイ ) グラ ンプ リ 1」 を 実施 し 、 
500 件 以 
事例 等 を 


の 間 に 


属 に お いて は 、 
か に する と と も 
 , 























石 宮 手 県 


























自律 的 








全 庁 で 








が あり ます 。 


SE た 、 
~~ し 





者 中 心 の サー ビス の 充実 ( 


デジ タル 技術 を 活 















































共有 する こ 





仕事 の 質 の 向上 を 図る 職場 風土 の 醸成 






































と に よ 

















り 、 働 き 方 改 















































昌三 ニ 上 











職員 憲章 の 実践 と し て 業務 方 針 を 策定 し 、 
に 、 業 務 上 や 組織 運営 上 の 課題 解決 に 








和 改 善 に 取 








占用 し 不断 に 行政 内 部 の 業務 の あり 方 な ど を 見 直す こと に より 、 利 月 
こつ な げ て いく 必要 が あり ます 。 





























組織 の 目的 ・ 
向け 、 マ ネジ メン ト サ イ クル に よる 業 
、 引 き 続 き 、 岩 手 県 職員 憲章 の 定着 と 実践 が 求め られ て いま す 。 


年 度 (2017 年 
り 組 むと と も に 、 
事 の 質 の 向上 を 図 





役割 を 明 


伝書 


こ 組 織 パ フォ ー マ ン ス の 向上 に 取り 組む 職場 風土 を 醸成 する た め 、「G・I (ジー 
平成 24 年 度 (2012 年 度 ) か ら 平 成 29 有 
上 の 改革 改善 提案 が あり まし た 。 引き 続き 業 衝 
に つなが る 





1 少 


) まで 


先進 





っ て いく 必要 














お いて 業務 方 針 を 策定 し 、 


用 職員 研修 を は じ め 


主 な 取組 内 容 
岩手 県 職員 憲章 の 実践 に よる 仕事 の 控 の 向上 を 図る た め 、 各 所 属 に 
職員 間 で 議論 や 検証 を 重ね な が ら 、 組 織 ミ ッ シ ョ ン の 達成 を 目指 す 職場 風土 の 醸 成 に 取り 組み ま 
す 。 
また 、 岩手 県 職員 憲章 の 理念 に 対す る 理解 及び 実践 を 促進 する た め 、 新 採 
と する 各種 研修 の 機会 を 活用 し 周知 を 図り ます 。 





職員 一 人 ひと り 双 は 所 
の 中 で の 工夫 





ギ だ :、 
o> { 


的 に 取り 組み 、 


さら に 、 





ぐ 使 えて 」、 








技術 革新 が 著 
「 科 単 で 」、 




















1 G・ 


1 グラン プリ: 

















事例 や アイ デア を 人 和 全 
ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス を 推進 する 職員 に 対す る 表彰 の 龍 励 に より 、 業務 
評価 する 組織 風土 の 醸成 を 図 


々 の 業務 の 中 で 工 








庁 で 共有 し 























夫 し て 有明 
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収 り 組 ん だ 








羽 り ます 。 

し い 情 報 通 信 技 術 (1 CT) の 活 
「 便 利 」 な 利用 者 視点 の サー ビス の 実現 を 
行政 内 部 の 業務 や ワー クス タイ ル の あり 方 を 調査 研究 し ま 





























す 。 








事例 等 を 職員 か ら 募 人 











る 取組 を 実施 し ます 。 


用 等 に より 








7 








目指 し 、 デ ジタル 化 


、 全 庁 で 共有 する 取組 








属 に お いて 、 不断 に 行政 の 質 の 向上 に 取り 組ん で いく た め 、 日 々 の 業務 
し 、 浸 透 ・ 発 展 を 図 
和 落 改 善 に 積極 


一 連 の サー ビス 全体 が 「 す 
に 対応 し た 





ー ll - 


目標 及び 工程 表 | 








現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 





指標 (単位 ) 


2018 見 込 2020 2022 





職員 提案 事例 の 展開 件 数 
6 件 12 件 
(件 ・ 累 計 ) 





職員 提案 件 数 (件 ) 100 件 


取組 内 容 




















業務 方 針 の 策定 
















































































取組 事例 の 全 庁 展開 (「 い いね ! アワ ー ド 」 の 実施 ) 


























E 例 の 他 



































開 状況 等 の 外 音 








行政 の 質 の 向上 の 推進 






















































































員 と 幹部 職員 と の 意 


















































ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス の 推 





























デジ タル 化 に 対応 し た サー ビス や ワー クス タ 























(2) 職場 活性 化 に 向け た 健康 経営 “の 推進 


現状 と 課題 | 

① 質 の 高い 県 民 サ ービス の 提供 に 向け た 職員 の 健康 増進 
知事 部 局 に お いて は 、 定 期 健康 診断 の 結果 が 「 健 康 」 と 判定 され る 職員 の 割合 が 、 平 成 29 
E 度 (2017 年 度 ) は 429% と な る な ど 近 年 509% を 下回る 状況 と な っ て いま す 。 

また 、 精 神 疾患 を 理由 と する 療養 者 が 平成 29 年 度 (2017 年 度 ) は 57 人 と な る な ど 近 
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12 健康 経営 : 経営 的 な 視点 か ら 職 員 の 健康 管理 を 戦略 的 に 実践 する こと 
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人 を 超え る 状況 と な っ て お り 、 


必要 な 職員 の 確保 ・ 定 着 を 図 











i ら に 、 職 場 に 
気 低 下 な ど 職 員 に 


に 与え る 蜂 





心 と か ら だ に 
年 度 (2017 年 度 ) は 103 人 、 








ど 、 近 年 高 止 まり の 状況 に あり 





め ら れ て いま す 。 


主 な 取組 内 容 | 








少子 化 な ど 


























と 者 が 大 きい こと か ら 、 























うち 精神 疾患 を 理 





田 


に より 労働 人 口 
り 、 職 員 の 健康 維持 ・ 


お ける ハラ スメント は 、 和 被害 者 の 人 格 や 尊 


役割 の 多様 化 に 伴い 教職 員 が 











の 減少 が 見 込ま れる 中 、 県 政 運営 に 
に 取り 組ん で いく 必要 が あり ます 。 

厳 を 傷付け る だ け で な く 、 職 場 の 
ハラ スメント 対策 の 強化 が 求め られ て いま 




















増進 

















質 の 高い 教育 環境 の 充実 に 向け た 教職 員 の 健康 確保 
不調 を 抱え ゃ る 教職 員 は 、 県 立 学校 で 14 日 





以上 の 病気 療養 を 要 し た 者 が 平成 29 
と する 療養 者 が 36.9% (38 名 ) を 占め る な 
抱え る 心理 的 負担 感 の 軽減 が 求 























① 質 の 高い 県 民 サ ービス の 提供 に 向け た 職員 の 健康 増進 














職員 の 健康 維持 ・ 増 進 を 














援 や 情報 提供 を 行う と と も に 





すす 


また 、 運 動 施設 を 活用 し た 


図る た め 、 健康 診断 デー タ に 基づく 生活 習慣 改善 行動 計画 
、 特 定 保健 指導 対象 者 に 対す る 生活 習慣 病 予防 対策 等 を 実施 し ま 








運動 習慣 の 確立 ・ 
































メン タル ヘル ス 不 語 









































定着 に 





























の 策定 支 



































向け た 支援 に 取り 組み ます 。 


周 を 未然 に 防止 する た め 、 メ ンタ ル ヘ ルス に 関す る 意識 啓発 や スト レス 




































































































































































チェ ッ ク な ど を 行う と と も に 、 健 康 相 談 に よる メン タル ヘル ス 不 調 者 の 早期 発見 や 、 職場 復帰 
訓練 な ど に よる 円 滑 な 職場 復帰 に 向け た 支援 に 取り 組み ます 。 
ハラ スメント の 防止 に 向け 、 基本 方 針 の 見 直し 等 に よる 職員 の 意識 啓発 や 、 管 理 監督 者 を 中 
心 と し た 研修 の 実施 に 取り 組み ます 。 
また 、 相 談 窓口 を 継続 設置 し 、 ハラ スメント に 関す る 相談 対応 の 充実 を 図り ます 。 
RS NN 、 勤務 時 間 を 適正 に 管理 する た め 、 勤務 時 
間 管 理 シ ステ ム 等 に よる 客観 的 な 勤務 時 間 の 把握 に 取り 組み ます 。 

② 質 の 高い 教育 環境 の 充実 に 向け た 教職 員 の 健康 確保 
長 時 間 労 働 に よる 教職 員 の 心身 の 不調 の 防止 に 向け 、 勤務 時 間 を 適正 に 管理 する た め 、 タ イ 
ムカ ー ド 等 に よる 客観 的 な 勤務 時 間 把握 や 、 盆 ・ 年 末年 始 等 の 学校 閉庁 日 の 設定 、 留守 番 電 話 
等 に よる 時 間 外 対応 の 体制 整備 を 行い ます 。 











各 学 校 の 労働 安全 衛生 体 失 




































































中 を これ まで 以上 に 充実 させ る た め 


全 衛 生 管 理研 修 会 の 開催 等 を 行い ます 。 
教職 員 の 心 と か ら だ の 健康 を 確保 する た め 








や 、 専 『 


日 医 に よる メン タル ヘル ス 相 





談 窓口 
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、 長 時 間 勤 務 者 へ の 産業 
の 設置 を 行い ます 。 





、 小 中 学校 を 対象 と する 労働 安 


医 に よる 保健 指導 の 強化 























ー I - 


目標 及び 工程 表 | 








① 質 の 高い 県 民 サ ービス の 提供 に 向け た 職員 の 健康 増進 
現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
指標 (単位 ) 8 

2018 見 込 2019 2020 2021 2022 








定期 健康 診断 に お いて 「 健 
康 」 と 判断 され る 職員 の 割 42. 0% 44. 0% 46. 0% 
合 (%) 


取組 内 容 


48. 0% 50. 0% 





~2018 2019 2020 2021 2022 









































ま 康 診断 デー タ に 基づく 生活 習 1 

















「QUPIO ( ク ピ オ ) 」 に 
ビ 支 援 や 情報 提供 の 実施 





健康 情報 提供 + 
改善 行動 計画 の 



































イ 








生活 習慣 病 予防 対策 等 の 


推進 生活 習慣 測定 会 


















































運動 施設 を 活用 






















































































修 会 の 開催 
メン タル ヘル スケ ア の 推 
進 ス レス 
チェ ッ ク スト レス チェ ッ ク の 効果 的 な 活用 
の 実施 















































ま 康 相談 の 実施 、 職 場 復帰 ・ 再 発 予 防 の 支援 















































ハラ スメント 防止 基本 方 針 の 徹底 



























































コン プラ イア ンス の 上 


ハラ スメント の 防止 及び 
対策 の 強化 













































































研修 の 実 研修 の 実施 、 見 直し (随時 ) 














ほ (継続 
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勤務 時 
間 を 客 


勤務 時 間 の 適正 管理 屋 で 勤務 時 間 管 理 シ ステ ム 等 に よる 客観 的 な 勤務 時 間 』 

































































② 質 の 高い 教育 環境 の 充実 に 向け た 教職 員 の 健康 確保 
取組 内 容 ~2018 2019 2020 2021 2022 











タイ ムカ ー ド 等 に よる 客観 的 な 勤務 時 間 把 

















勤務 時 間 の 適正 管理 6 等 の 学校 閉庁 



































こよ る 時 間 外 対応 凍 整 備 



































F 学 校 を 対象 と する 労働 安全 衛 4 























労働 安全 衛生 体制 の 確 
立 ・ 充 実 






































『 間 和 勤務 者 へ の 産業 








心 と か ら だ の 健康 対策 




















医 に よる メン タル ヘル ス 相 談 窓 














(3) 地域 と と も に 実現 する 働き 方 改革 


現状 と 課題 | 

県 内 企業 は 、 他 都 道府県 の 企業 に 比べ 労働 時 間 が 長く 、 年 次 有給 休暇 の 取得 率 が 低い 状況 に あ 
る こと か ら 、 県 で は 、 知 事 に よる 「 イ クボ ス “ 宣 言 」 や 「 い わ て 働き 方 改革 推進 運動 」 な ど に よ 
り 、 県 内 企業 の 働き 方 改革 の 推進 に 取り 組ん で いま す 。 社会 全体 で 、 結 婚 、 妊娠 、 出産 、 子 育て 
を 支え 、 安心 し て 子ども を 生み 育て る こと が で きる 環境 や 、 介 護 、 地域 活動 に 参画 で きる 環境 を 
実現 する た め 、 県 が 率先 し て 取り 組み 、 県 内 企業 の 働き 方 改革 を けん 引 す る 役割 が 求め られ て い 


ご O 































































































































































































育児 を し て いる 者 が 働き た いと 思っ た と き に 働く こと が で きる 子育て し や すい 環境 づく り を 、 
地域 と と も に 進め て いく 必要 が ある こと か ら 、 庁 内 保育 施設 の 整備 に 当たっ て 、 岩 手 県 職員 だ 
け で な く 、 地 域 住民 の 子育て 環境 の 向上 も 踏ま えて 検討 し て いく こと が 求め られ て いま す 。 



































































































































13 イク ボス : 職場 で 共に 働く 職員 等 の ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス を 考え 、 キ ャ リア と 人 生 を 応援 し な が ら 、 組 織 と し て 結 
果 を 出し つつ 、 自 ら も 仕事 と 私 生活 を 楽し か こと が で きる 上 司 の こと 
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主 な 取組 内 容 | 




















県 民 が 持て る 力 を 存 分 に 発揮 し 、 自 ら の 希望 に 応じ て 活躍 する と と も に 、 育児 や 介護 、 地 域 活 
動 に 積極 的 に 参画 で きる よう 、 全 県 的 な 気運 の 醸成 に 取り 組み ます 。 
また 、 岩手 県 が 率先 し て 働き 方 改革 に 取り 組み 、 県 や 民間 企業 等 の 取組 状況 を 情報 発信 する こ 
と に より 、 県 内 に お ける 働き 方 改革 を けん 引 し て いき ます 。 







































































央 手 県 職員 の みな ら ず 、 地域 住民 の 子育て 環境 の 向上 を 図る た め 、 地域 の 子ども の 受入 れ も 含 
め て 、 庁 内 保育 施設 の 設置 に 向け た 準備 を 進め ます 。 



































目標 及び 工程 表 | 








取組 内 容 





働き 方 改革 の 機運 の 醸成 L や 民間 企業 等 の 取組 状況 を 情報 発信 















































コ IE 庁 内 保育 施設 に お ける 地域 の 子ども の 受入 れ 庁 内 保育 施設 に お ける 地域 
地域 の 子育て 環境 の 向上 の 検 計 の 子ども の 受入 れ の 実施 
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(基本 方 向 ) 
事業 を 有効 的 か つ 効 率 的 に 実施 する た め 、PDCA サ イク ル の 徹底 を 図る と と も に 、 機 動 的 で 


戦略 的 な 組織 マネ ジメント を 推進 する な ど 、 限 られ た 経営 資源 を 最大 限 有 効 活 用 し 、 県 民 サ ー ビ 
ス の 質 の 向上 を 図り ます 。 

また 、 内 部 統制 に に よる リス クマ ネジ メン ト の 強化 な ど に より 、 行 政 の 適正 性 と 透明 性 を 確保 し 、 
県 民 の 信頼 に 応え る 行政 経営 を 推進 し ます 。 

さら に 、 こ の 計画 に 掲げ る 政策 を 着実 に 推進 する た め 、 中 長期 的 な 視点 を 持っ て 不断 の 改革 に 
取り 組み 、 将 来 に わた っ て 安定 し た 財政 構造 の 構築 に 取り 組み ます 。 










1 県 民 サ ービス の 質 の 向上 に つなが る 提供 シス テム を 充実 し ます 





(1) 県 民 サ ービス の 利便 性 の 向上 


現状 と 課題 

① 情報 通信 技術 (I CT) 等 の 利 活用 の 促進 
イン ター ネッ ト を 活用 し た 行政 手続 の オン ライ ン 化 が 進め られ て お り 、 情 報 通信 技術 (IC 
了 T) 等 の 活用 に よる 県 民 の 負担 軽減 や 適切 な 行政 情報 の 提供 等 が 求め られ て いま す 。 






























































ロボ ッ ト に よる 業務 自動 化 (R PA) や 人 工 知能 (A I ) な ど 、 業務 に 適用 可能 な 新た な 情 
報 通 信 技 術 (1 CT) を 活用 し た 業務 の 効率 化 や 利用 者 視点 の サー ビス の 提供 が 求め られ て い 
ます 。 
































② 県 税 の 多様 な 納付 方 法 の 推進 
県 税 の 納付 に つい て は 様々 な 納付 方 法 を 提供 し て いま す が 、 一 部 の 税目 に 限っ て 提供 し て い 
る 方 法 も ある こと か ら 、 生 活 ス タイ ル に 応じ て 多様 な 納付 方 法 が 選択 で きる よう 利用 可能 税目 
の 拡充 が 求め られ て いま す 。 























主 な 取組 内 容 | 
① 情報 通信 技術 (I CT) 等 の 利 活 用 の 促進 


電子 申請 ・ 届 出 等 シス テム 、 統 合 型 地理 情報 シス テム (GI S)、 県 民 向け 情報 公開 用 W e 
b データ ベー ス 等 の 機能 改善 な ど 、 情報 通信 技術 (I CT) を 活用 し た 県 民 サ ービス の 利便 性 
向上 を 図り ます 。 


















































多様 な ニー ズ や 生活 スタ イル に 応じ た 、 き め 細 か な サー ビス の 提供 を 進め る た め 、 ロ ボッ ト 
に よる 業務 自動 化 (RPA) や 人 工 知能 (A { ) な ど 、 業務 に 適用 可能 な 新た な 情報 通信 技術 
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(I C 華 ) の 活用 可能 性 を 検討 し ます 。 


ご 


② 県 税 の 多様 な 納付 方 法 の 推進 
県 税 の 多様 な 納付 方 法 を 提供 する た め 、 引 き 続き 、 コ ン ビ ニ エ ン スス ト ア や クレ ジッ トカ ー 
ド に よる 納付 を 推進 する と と も に 、 県 民 の 利便 性 の 向上 を 図る た め 、 自動 車 税 以外 の 税目 へ の 
拡充 を 検討 し ます 


O 
































目標 及び 工程 表 | 








① 情報 通信 技術 (iCT) 等 の 利 活用 の 促進 
現状 値 
2018 見 込 2019 


年 度目 標 値 
2020 2021 


計画 目標 値 
指標 (単位 ) 


2022 








百 避 | 


電子 申請 ・ 届 出 等 件 数 (件 ) | 11, 500 件 


11, 800 件 12, 100 件 12, 400 件 12, 700 件 


取組 内 容 ~2018 2019 2020 


《 電 子 申 請 ・ 届 出 等 シス テム の 利用 促進 う 














シス テム 利用 手 #% 





































































































県 民 サ ービス の 利便 性 の 
向上 








《 県 民 向 け 情 報 公 開 用 W e b デ ー タ ベー ス の 利用 促進 》 

















提供 デー タ の 拡充 、 利 活 


ロナ 
































《 マ イナ ン バ ー カ ー ド の 利 活用 促進 》 











マイ ナン バー カー ド の 普及 促進 


時 


























新た な 1 CT 技術 の 活用 
可能 性 の 検討 
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② 県 税 の 多様 な 納付 方 法 の 推進 



















































































取組 内 容 と 2018 2019 2020 2021 2022 
対応 税 
ラジ オ な ど を 通じ た コン ビニ の 拡充 に 
で の 県 税 の 納付 広報 向け た 
前 準備 
多様 な 納付 方 法 の 提供 a 



































テレ ビ CM や 新聞 な ど を 通じ た クレ ジッ トカ ー ド で の 県 税 の 











納付 広報 

















(2) 政策 評価 の 質 の 向上 


現状 と 課題 | 
政策 評価 の 結果 を 次 の 施策 や 事業 に 適切 に 反映 させ る こと に より 、 効 果 的 か つ 効 率 的 な 行政 を 


推進 する と と も に 、 県 民 の 視点 に 立っ i に 取り 組ん で いく 必要 が あり ま 
す 。 









































県 が 行う 内 部 評価 と は 異な る 視点 を 評価 に 反映 させ る こと に より 、 政 策 評価 の 客観 性 を 一 層 高 
め 、 そ の 質 の 向上 を 図っ て いく 必要 が あり ます 。 












































主 な 取組 内 容 | 
































「 い わ て 県 民 計 画 (2019 て 2028) 」 の 実効 性 を 高め 、 そ の 着実 な 推進 を 図る ため 、 引 き 続 き 、 
政策 評価 の 仕組 み に 基づく マネ ジメント サイ クル を 確実 に 機能 させ て いき ます 。 
















































































政策 評価 の 客観 性 を 高め る た め 、 外 部 有識者 で 構成 され る 政策 評価 委員 会 の 意見 を 、 引 き 続 き 
評価 等 に 適切 に 反映 させ て いき ます 。 

また 、 政策 評価 の 質 の 向上 を 図る た め 、 県 民意 識 調査 の 結果 を 詳細 に 分 析 す る と と も に 、 県 民 
を 対象 と し た ワー クシ ョ ッ プ 等 を 開催 する こと で 、 県 民 の 意向 を 幅広 く 把握 し 、 そ の 内 容 を 評価 
に 反映 させ て いき ます 。 



































































































































目標 及び 工程 表 | 








現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
2018 見 込 2019 2020 2021 2022 


指標 (単位 ) 








政策 評価 の 結果 を 次 の 施 
策 等 に 反映 させ た 割合 100%% 1009% 100%% 100% 100%% 
(9%6) 
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取組 内 容 














(政策 推進 プラ ン ) の 









































次 の 施策 
等 に 反映 




























































































成果 を 重視 する 行政 の 推 
進 








次 の 施策 
等 に 反映 





































































































































































































時 民意 識 講 
政策 評価 の 客観 性 の 向上 昌 検 対 | | mo 結果 分 析 | | 結果 人 


県 民 を 対象 と し た ワー クシ ョ ッ プ の 開催 



































(3) 公共 調達 の 最適 化 の 推進 


現状 と 課題 | 

県 が 発注 する 契約 に つい て は 、「 県 が 締結 する 契約 に 関す る 条例 」 に 基づき 、 契 約 の 過程 や 内 
容 の 透明 性 、 競 争 の 公正 性 、 経済 性 へ の 配慮 、 ダ ン ピ ン グ の 防止 、 価格 以外 の 多様 な 要素 を 考慮 
する な ど 、 総 合 的 に 優れ た 内 容 で あり 、 従事 する 者 の 適正 な 労働 条件 が 確保 され た 契約 の 締結 等 
を 推進 し て いま す 。 
平成 29 年 (2017 年 ) 4 月 1 日 か ら 特 定 県 契約 に つい て 報告 制度 の 運用 が 開始 と な り 、 報 告 の 
対象 と な っ た 特定 県 契約 に 従事 する 労働 者 に は 最低 賃金 等 の 法令 違反 は 見 られ な か っ た も の の 、 
国 が 行っ た 「 最 低 賃金 に 関す る 基礎 調査 」 で は 、 依然 と し て 最低 賃金 未満 の 労働 者 が み ら れ る こ 
と か ら 、 本 条例 の 適切 な 運用 を 通じ て 、 全 県 的 に 適正 な 労働 条件 の 確保 な ど が 図ら れる よう 取組 
を 推進 し て いく 必要 が あり ます 。 

また 、 県 が 発注 する 契約 を 活用 し 、 社 会 的 な 価値 の 向上 を 図る 取組 が 必要 と な っ て いま す 。 




































































































































































































































































































































































東日本 大 震 災 津波 復旧 ・ 復 興 工 事 の 進捗 を 最 優 先 と する た め 、 入札 に お いて は 様々 な 特例 制度 
を 設け て 対応 し て いま す が 、 今後 、 復 旧 ・ 復 興 工事 の 発注 が 減少 し て いく こと か ら 、 入札 不 調 の 
推移 や 落札 率 等 の 入札 動向 、 県 内 情勢 を 踏ま えた 特例 制度 の 見 直し に つい て 、 検 討 し て いく 必要 
が あり ます 。 

































































高齢 化 が 進む 建設 業界 で は 、 今 後 10 年 間 で 建設 技能 労働 者 の 大 量 退 職 が 見 込ま れる 一 方 、 若 
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年 層 の 割合 が 低い こと か ら 、 人 材 不足 に より 社会 資本 等 の 維持 管理 等 に 支障 が 生じ る 懸念 が あり 
ます 。 
主 な 取組 内 容 | 








目 


県 が 発注 する 契約 に つい て 、 県 契約 を 通じ た 適正 な 労働 条件 を 確保 し 、 事業 者 が 行う 持続 可能 
PSR 、「 県 が 締結 する 契 
に 関す る 条例 」 に 基づき 、 総合 的 に 優れ た 内 容 で ある こ と が 確 代 さ れ た 契約 の 締結 等 を 引き 続 
Co 
特に 、 障 が い 者 等 の 雇用 の 促進 、 県 民 の 安全 で 安心 な 生活 、 環境 へ の 配慮 、 男女 共同 参画 の 推 
進 な どの 社会 的 な 価値 の 向上 に 配慮 し た 入札 ・ 契 約 を 一 層 推 進 し ます 。 




























































































































































































ノ 









































興 後 の 県 内 情勢 を 見 据え た 工事 入札 制度 と する た め 、 入 札 不調 の 推移 や 落札 率 等 の 入札 動向 
に 応じ て 、 特 例 制 度 ご と に 廃止 、 改 正 等 の ふる い 分 け 、 施 行 時 期 の 検討 を 行い ます 。 


ご 
































社会 資本 等 の 維持 管理 や 除雪 な ど を 担う 建設 企業 を 確保 する た め 、 地域 に 精通 し た 複数 企業 に 
よる 包括 的 な 体制 で 行う 地域 維持 型 下 約 方 式 の 導入 を 、 それ ぞ れ の 地域 の 実情 を 踏ま えて 検討 ・ 
実施 し ます 。 


























目標 及び 工程 表 | 





現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
2018 見 込 2020 2022 


指標 (単位 ) 








特定 県 契約 に お ける 法令 


100% 100% 
遵守 の 割合 (9%) 


取組 内 容 






































県 が 締結 する 契約 に 関す 
る 条例 の 適切 な 運用 と 基 了 P | 向 定 県 契約 に 係る 法令 遵守 状況 報告 の 実施 
本 理念 の 実現 を 図る た め 
の 取組 の 推進 









































条例 の 旭 念 の 実 羽 る 取組 状況 の 公表 



























































障がい 才 雇 E、 県 民 の 安全 で 安心 な 生活 、 環 境 へ の 配慮 、 男 女 共同 
画 の 推進 価値 の 向上 ! に 配慮 し た 入札 ・ 契 約 の 実施 



























































建設 工事 の 入札 制度 の 適 
切な 運用 





に 応じ た 特例 制度 の 見 直 











地域 維持 型 契約 方 式 の 導 
入 





地域 の 実情 を 踏ま えた 検討 実施 
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か IV 
(4) 行政 情報 の 


現状 と 課題 | 








適正 な 管理 と 公開 の 推進 


① 情報 公開 の 推進 と 適正 な 文書 管理 



































する と と も に 、 県 民 が 共有 する 知 的 資源 と し て 適正 に 





要 が あり ます 。 


また 、 平 成 29 年 度 (2017 年 度 ) の 行政 文書 の 開示 請求 件 数 は 約 3, 000 件 と な っ て お り 、 県 
民 の 関心 は 高い 状況 に ある こと か ら 、 行 政情 報 の 適正 な 管理 





が 保有 する 情報 や 行政 文書 へ の 県 





に 加え 積極 的 な 




















公開 が 求め られ て いま す 。 





② 適時 的 確 な 県 政情 報 の 提供 


県 の 施策 等 は 、 知 事 の 定例 記者 会 見 や 記者 発表 、 


オ 番 組 な ど に よ 
提供 され て いる 
含む 。) で あり 、 
ル の 多様 化 な ど ! 



































広がり 、 県 で も 


4 治 体 広 報 は 












































県 が 作成 し た 公文 書 な どの 行政 情報 に つい て は 、 行政 が 適正 か つ 効 率 的 に 運営 され る よう に 





< 管理 し 、 そ の 内 容 を 将来 に 伝え て いく 必 









































県 広報 誌 「 い わ て グラ フ 」、 テ レビ ・ ラ ジ 






































り 広 く 県 民 に 発信 し て いま す 。 県 政 モ ニタ ー 調 査 に よる と 、 県 政情 報 が 十分 に 
と 思 OR NE rR 
この 数 年 は ほぼ 同 水準 で 推移 し て いま す が 、 高 齢 社会 の 進行 や ライ フス タイ 























ホー ムペ ー ジ や ツイ ッ タ ー 等 の S 
取組 が 進ん で いま す 。 広 聴 広 報 課 ツ 



























































2 充実 が 求め られ て いま す 。 














NS"、 イ ンタ ーネット 動画 な どの 活用 が 
イッ ター の フォ ロワ ー 数 は 65, 575 人 ( 平 


























成 31 年 (2019 年 ) 3 月 1 日 現在 ) と 多く の 方 々 に 利用 され て いる 状況 に あり ます が 、 今後 、 








技術 革新 に 伴う 














主 な 取組 内 容 | 


























新た な 情報 ツー ル の 開発 や 普及 に 対応 し 、 県 民 が 利用 し や すい 媒体 に よる 県 政 
情報 の 提供 に 取り 組ん で いく こと が 求め られ て いま す 。 





① 情報 公開 の 推進 と 適正 な 文書 管理 





県 行政 に 対す 














る 県 民 の 理解 を 深め 、 透明 性 の 高い 行政 を 確保 する た め 、 行 政情 報 の 適正 な 
理 と 公開 を 進め 、 

















県 氏 に よる 利用 を 促進 する 取組 を 














② 適時 的 確 な 県 政情 報 の 提供 








県 民 に 県 の 施策 等 を 広く 周知 する た め 、 知事 の 定例 記者 会 見 や 記者 発表 な ど 、 報道 機関 を 通 


中 























進め ます 。 








































































































じ た 情 報 発信 (パブ リ シ テ ィ ) の ほか 、 県 広報 誌 「 い わ て グラ フ 」 や テレ ビ ・ ラ ジオ 番組 、 ホー 
ター ネッ ト 動 画 、S N S な ど 多 様 な 媒体 を 効果 的 に 活用 し 、 分 か りや すく 発信 
職員 の 情報 発信 能力 の 向上 を 図る 研修 を 実施 し ます 。 





ムペ ー ジ 、 イ ン 
忌み こ ま た 





県 ホー ムペ ー ジ 






























































に つい て は 、 炎 害 時 等 に お いて 随時 の 情報 発信 を 可能 と し 、 高 齢 者 ・ 障 が い 





14 SNS : Social Networking Service (ソー シャ ル ・ ネ ッ ト ワ ー キ ング ・ サ ービス ) の 略 。 イ ンタ ーネット を 介し て 人 間 
関係 を 構築 で きる We b サ ービス の 総称 
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ー IV - 

















者 な ど 多 く の 方 が 容易 に 利用 で きる よう 、 ウ ェ ブ アク セ シ ビ リティ "に 配慮 し た リニュ ー ア ル 
(平成 31 年 (2019 年 ) 4 月 供用 開始 ) を 実施 し 、 職 員 の 操作 研修 等 に より 適切 な 管理 ・ 運 党 
を 行い ます 。 また 、 イ ンタ ーネット や SNS を 活用 し た 積極 的 な 情報 発信 と 、 新た な 広報 手法 
の 研究 に 取り 組み ます 。 











































































































目標 及び 工程 表 | 








① 情報 公開 の 推進 と 適正 な 文書 管理 








現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
指標 (単位 ) 
2018 見 込 2019 2020 2021 2022 
自主 公表 新規 実施 ・ 充 実 件 
ME 1 件 1 件 1 件 1 件 1 件 
数 (件 ) 
取組 内 容 と 2018 2019 2020 2021 2022 


























文書 管理 、 情 報 公開 制度 研修 等 の 実施 



























































行政 情報 の 提供 の 充実 








各種 情報 公開 関係 制度 の 周知 ・ 充 実 

















② 適時 的 確 な 県 政情 報 の 提供 











指標 ( 加 人 現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 

2 2018 見 込 2019 2020 2021 2022 
広報 に 関す る 職員 研修 へ 

2 200 人 250 人 250 人 250 人 250 人 
の 参加 者 数 (人 ) 

取組 内 容 <2018 2019 2020 2021 2022 
、 多様 な 媒体 に よる 広報 の 実施 
適時 的 確 に 発信 する 分 か 














りや すい 広報 

















修 の 実施 















































イン ター ネッ ト に よる 情 
報 発信 の 強化 






































ト ・SNS に よる 情報 発信 、 新 た な 広 境 






























































15 ウェ ブ ア ク セ シ ビ リティ : 誰 も が ホー ムペ ー ジ 等 で 提供 され る 情報 や 機能 を 支障 な く 利 用 で きる こと 
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2 多様 な ニー ズ に 応え る 公営 企業 や 県 出資 等 法人 の 健全 経営 を 推進 し ます 
(1) 良質 な 医療 の 持続 的 な 提供 に 向け た 県 立 病院 等 の 事業 運営 


現状 と 課題 | 
岩手 県 に お ける 人 口 10 万 人 当たり の 医師 数 は 、 全 国 平均 を 下回る 状況 が 続い て お り 、 特 に 県 
北 や 沿岸 部 の 医師 が 不足 する な ど 依 然 と し て 厳し い 状 況 が 続い て いま す 。 人 口 減少 や 急速 な 高齢 
化 な ど 社 会 を 取り 巻く 環境 が 大 きく 変化 し て いま す が 、 医師 不足 等 の 限ら れ た 医療 資源 の 中 、 県 
立 病院 群 が 持 つ ネ ットワーク の 強み を 生か し な が ら 、 地 域 医療 の 確保 に 向け て 取り 組ん で いく こ 
と が 求め られ て いま す 。 















































主 な 取組 内 容 

県 全体 の 医療 提供 体制 の 中 で 、 県 立 病 院 に 求め られ る 役割 を 果たし て いく と と も に 、 県民 ( 叫 
者 ) の 立場 に 立ち 、 よ り 信 頼 さ れ 、 愛 され る 病院 づく り を 実現 する た め 、「 岩 手 県 立 病 院 等 の 経 
営 計画 [2019-2024]」 (平成 31 年 (2019 年 ) 1 月 策定 ) を 着実 に 推進 し ます 。 



















































































医師 不足 な ど 限 られ た 医療 資源 の 中 で 、 県 民 に 良質 な 医療 を 持続 的 に 提供 する た め 、 県 立 病院 
間 は も と より 、 圏 域 の 医療 機関 、 介 護 施設 等 と の 役割 分 担 と 連携 を 一 層 進 め ま す 。 



































県 民 か ら 信 頼 さ れる 良質 な 医療 を 提供 する た め 、 患者 中 心 の 安全 ・ 安 心 な 医療 の 提供 を 目指 し 
た 取組 を 進め ます 。 























医師 不足 の 解消 に 向け 、 必要 な 病院 ・ 診 療 科 に 医師 を 育成 ・ 確 保 す る た め の 取 組 を 推進 する と 
と も に 、 医師 ・ 医 療 従事 者 の 負担 軽減 を 図る た め 、 専門 資格 職員 の 計画 的 育成 、 職種 間 の 連携 を 
推進 し ます 。 









































職員 の 資質 の 向上 を 図る た め 、 職員 の 満足 度 を 高め な が ら 、 専門 資格 職員 の 計画 的 養成 や 効率 
的 な 配置 、 働 きやすい 職場 環境 の 整備 、 キ ャ リア デザ イン に 応じ た 人 材 の 育成 を 推進 し ます 。 
























































持続 可能 な 経営 基盤 を 確立 する た め 、 経営 の 効率 化 を 目指 し た 取組 を 進め る と と も に 、 患者 数 
診療 報酬 改定 等 の 環境 の 変化 に 的 確 に 対応 し ます 。 
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ー IV - 


目標 及び 工程 表 | 








指標 (単位 ) 


現状 値 
2018 見 込 


年 度目 標 値 


計画 目標 値 





2020 


2022 





患者 満足 度 調査 に お ける 
満足 度 (上段: 入院 、 下 段 : 
外来 (9%)) 


93.6% 
(2017) 


94.5% 


95. 2% 





94. 8% 
(2017) 


94. 9% 


95. 0% 





新規 招 鴨 医師 数 (人 ) 


9 人 


9 人 


9 人 


9 人 


9 人 





経常 収支 比率 (%) 


取組 内 容 


100.1% 
(2017 決算 ) 


101.59% 


101.59% 


101.69% 


101. 5% 





「 岩 手 県 立 病院 等 の 経営 
計画 〔【2019-2024]」 の 着実 
な 推進 


「 岩 手 県 立 
病院 等 の 経 
営 計画 

[2019-202 
4] 」 の 策定 























病院 等 の 経営 計画 〔 















































E 期 的 な 検証 











2019-2024] 」 の 着実 な 推進 



























































医療 し 介護 福祉 等 関係 機 凶 城 医 














療 福祉 連携 室 を 中 心 に 医 # 
域名 括 ケ アシ ステ ム へ の 参画 























関 と の 連携 強化 




















種 問 の 協 働 等 に よる チー ム 

















患者 中 心 の 安全 ・ 安 心 な 医 
療 の 提供 





















































ハビ リ テ ー ジ ション 提供 体制 























医師 の 確保 と 業務 負担 の 
軽減 







































































専門 性 に 優れ た 職員 の 計 
画 的 養成 と 働き や すい 職 
場 環境 の 整備 


















































・ バ ラン ス を 考慮 し た 多様 な 勤務 

















経営 目標 と 収支 
定 ・ 検 証 























病院 ご と に 経 * 





標 ・ 収 支 計 画 の 策定 、 定 期 的 な 検証 
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ー IV - 























(2) 県民 の 暮らし と 産業 の 振興 を 支え る 電力 及び 工業 用 水 の 安定 経営 
現状 と 課題 | 
① 電力 の 安定 供給 の 推進 
電 カ シス テム 改革 に よる 小売 及び 発電 の 全面 自由 化 や 、2019 年 度 示 で の 東北 電力 株 式 会 社 








【 





と の 電力 受給 の 基 





主要 な 発電 所 運転 開始 後 50 年 を 経 : 








本 契約 期間 の 満了 に 伴い 、 























岩 化 対策 を 含 NN と な っ て いま す 。 











再生 可能 エネ ルギー に よ 
開発 が 求め られ て いま す 。 











また 、 老 朽 化 等 が 顕著 な 既設 








過す る な ど 施 設 の 老朽 化 が 


進 























新た な 売 電 方 法 の 検討 が 必要 と な っ て いま す 。 


ん で いる こと か ら 、 耐 





る 電力 自給 率 の 向上 を 図る た め 、 水力 等 を 活用 し た 発電 所 の 更 な る 








工業 用 水 の 安定 供給 の 推進 


















































計画 的 な 施設 ・ 設 備 の 更新 、 改 良 、 修 繕 が 必要 と な っ て いま す 。 


















































地域 責 献 の 推 信 
長期 経営 方 針 に お いて 、 











に 「 い わ て 復興 パワ ー"」 
れ て いま す 。 





組織 力 の 向上 
技術 職員 の 退職 及び 新 採 
含め た 人 材 の 育成 が 課題 と 








主 な 取組 内 容 | 








① 


電力 の 安定 供給 の 推進 




































































工業 用 水道 施設 ・ 設 備 は 、 設 置か ら 30 年 以上 が 経過 し 、 老 朽 化 が 











SE 





発電 所 に つい て 、 再 開発 等 の 検討 が 必要 と な っ て いま す 。 














ES 





行 し て いる こと か ら 、 


半導体 製造 企業 の 工場 進出 に 伴い 、 工業 用 水 の 需 要 増 加 が 見 込ま れる こと か ら 、 必要 と され 


る 工業 用 水 を 安定 的 に 供給 する た め 、 新 た な 浄水 場 の 建設 な どの 対応 が 必要 と な っ て いま す 。 





経営 上 重視 する 5 本 柱 の 一 つ に 「 地 域 貢 献 」 を 掲げ 、 こ れ ま で に ク 
リー ン エ ネル ギー の 導入 支援 定植 樹 活動 へ の 支援 の ほか 、 平 成 29 有 





E 度 (2017 年 度 ) か ら 新た 





に 取り 組ん で いる と ころ で あり 、 更 な る 地域 真 献 へ の 取組 が 期待 さ 






































な っ て いま す 。 






































職員 の 増加 に 伴い 、 人 材 の 確保 や 安 


定 経 





営 








を 支え る 技術 の 継承 を 














電 カ シス テム 改革 に よる 小売 及び 発電 の 全面 自由 化 な どの 経営 環境 の 変化 に 的 確 に 対応 する 











た め 、 基 本 契約 期間 満了 後 の 新た な 売 電 方 法 の 検討 を 行い 、2020 年 度 以降 の 電力 受給 契約 の 





締結 に 取り 組み ます 。 


























16 「 い わ て 復興 パワ ー」: 県 政 の 最 重要 課題 で ある 岩 災 復興 及び ふる さと 振興 に 寄与 する た め 、 県 内 企業 等 を 対象 と し 
た 電気 料金 の 割引 及び 震 災 復興 ・ ふ る さと 振興 関連 施策 を 財政 的 に 支援 する 東北 電力 株 式 会 社 と の 共同 の 取組 
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電力 の 安定 供給 に 向け 、 施設 の 適切 な 維持 





中 
て H 













































































か 、 老 朽 化 等 が 顕著 な 既設 発電 所 の 再開 発 等 を 検討 し ます 。 





② 工業 用 水 の 安定 供給 の 推進 


















































繕 工事 等 に 取り 組み ます 。 

















工業 用 水 の 安 定 供給 に 向け 、 新 た な 浄水 場 の 建設 に 取り 組み ます 。 

















③ 地域 貢献 の 推進 






















































































[ 業 用 水 の 安定 供給 に 向け 、 平 成 29 年 度 (2017 年 度 ) 策定 の アセ ッ ト マ ネジ メン ト " 計 画 
に 基づき 今後 の 実施 計画 の 精度 を 高め つつ 、 引 き 続 き 、 計 画 的 な 施設 

















再生 可能 エネ ルギー の 導入 促進 や 地球 温暖 化 防止 等 に 寄与 する た め 、 市 町 村 等 








時に 計画 的 に 取り 組む と と も に 、 耐震 化 対策 を 


再生 可能 エネ ルギー に よる 電力 自給 率 の 向上 を 図る た め 、 水力 発電 所 の 新規 開発 を 進め る ほ 


























・ 設 備 の 更新 、 改 良 、 修 





が 行う クリ ー 


ン エ ネル ギー 設備 の 導入 支援 や 一 般 会 計 線 出 に よる 環境 保全 等 の 県 施策 へ の 支援 な ど 地 域 頁 








献 に 取り 組み ます 。 








水源 潤 養 等 を 目的 と し た 植樹 活動 を 支援 する た め 、 苗木 等 の 購入 支援 、 植樹 活 








参加 に 取り 組み ます 。 
































し 、 電 気 料金 の 割引 の ほか 、 県 関連 施策 へ の 財源 的 支援 を 行い ます 。 









































まえ つつ 、 今 後に 向け た 地域 貢献 の 検討 に 取り 組み ます 。 


④ 組織 力 の 向上 

















経営 環境 の 変化 に 的 確 に 対応 し 、 中 長期 的 に 安定 経営 を 推 導 





E す る た め 、 人 材 確保 の 取組 を 進 
































め組 織 体制 の 充実 を 図る ほか 、 技 術 の 継承 を は じ め 、 他 事業 
計 な ど 幅 広い 知識 の 習得 に 取り 組み ます 。 


























17 アセ ッ ト マ ネジ メン ト : 資産 





TK 
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と の 交流 








県 の 最 重 要 課題 で ある 岩 災 復興 及び ふる さと 振興 に 寄与 する た め 、 東北 電力 株 式 会 社 と 連携 


電気 事業 及び 工業 用 水道 事業 を 通じ て 地域 の 振興 や 活性 化 に 寄与 する た め 、 既存 の 取組 を 踏 


























動 へ の 職員 の 
































最新 技術 、 経 営 、 会 


ー IV - 


目標 及び 工程 表 | 








① 


指標 (単位 ) 


電力 の 安定 供給 の 推進 


現状 値 


年 度目 標 値 


計画 目標 値 





2018 見 込 


2019 


2020 


2021 


2022 





【 電 気 事業 】 
供給 電力 量 (MWh / 年 ) 


取組 内 容 


596, 705 MWh 


535, 949 MWh 


562, 933 MWh 


548, 365 MWh 


553, 375 MWh 





新た な 電力 受給 契約 の 推 
進 


新た な 売 電 方 法 に よる 電力 の 供給 


次 回 契約 に 向け 











計画 的 な 更新 、 改良 、 修繕 
工事 等 の 実施 
























































新規 水力 発電 所 の 建設 等 
の 推進 及び 再開 発 等 の 検 
対 


② 


指標 (単位 ) 





築 川 発電 所 の 建 



































新規 開 





及び 














工業 用 水 の 安定 供給 の 推進 


現状 値 
2018 見 込 








年 度目 標 値 
2020 











計画 目標 値 
2022 





【 工 業 用 水道 事業 】 

料金 対象 水量 

( 千 立 方 m グ 年 ) 
取組 内 容 


14, 304 


16, 405 
千 立方 m 


21, 148 
千 立 方 m 





計画 的 な 更新 、 改良 、 修繕 
工事 等 の 実施 



























































新た な 浄水 場 の 建設 
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浄水 場 か ら 
の 一 部 給水 
開始 








ー IV - 


③ 地域 貢献 の 推進 

取組 内 容 て 2018 2019 2020 2021 2022 
クリ ー ン エネ ルギー 導入 
支援 事業 及び 一 般 会 計 繰 介 ] クリ ー ン エネ ルギー 導入 支援 事業 
出 に よる 地域 貢献 の 推進 









































環境 保全 活動 等 の 推進 





「 い わ て 復興 パワ ー」 の 取 
組 推進 











新た な 地域 貢献 の 推進 新た な 地域 貢献 の 検討 新た な 地域 頁 献 の 実施 























④ 組織 力 の 向上 
取組 内 容 





人 材 の 確保 、 育 成 及 び 技 術 
の 継承 

















人 材 確保 の 取組 及び 専門 研修 体系 に 基づく 研修 の 実施 

















(3) 流域 下水 道 事業 へ の 地方 公営 企業 法 の 適用 及び 健全 経営 の 推進 


現状 と 課題 











流域 下水 道 事業 に お ける 計画 的 な 経営 基盤 の 強化 と 財政 マネ ジメント の 向上 を 図る た め 、 公営 
企業 会 計 の 適用 に 取り 組ん で いく こと が 求め られ て いま す 。 











主 な 取組 内 容 | 























持続 的 か つ 安 定 的 な か サー ビス を 提供 する と と も に 、 経 営 や 資産 等 に 関す る 分 か りや すい 情報 を 
県 民 に 提供 する た め 、2020 年 度 か ら 流域 下水 道 事業 に 地方 公営 企業 法 を 適用 し ます 。 

また 、 法 適用 後に お いて は 、 経営 戦略 に 基づく 計画 的 な 経営 基盤 の 強化 と 財政 マネ ジメント の 
向上 等 を より 的 確 に 行い 、 持 続 的 か つ 安 定 的 な 経営 を 推進 し ます 。 
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ー IV - 


目標 及び 工程 表 | 








取組 内 容 
































地方 公営 企業 法 適用 準 


経営 戦略 の 策定 
























































流域 下水 道 事 業 へ の 地方 
公営 企業 法 適用 














基づく 持続 的 か つ 安 定 的 な 経営 の 









































(4) 県 出資 等 法人 の 健全 経営 の 継続 に 向け た 支援 


現状 と 課題 | 
低 金利 情勢 に 伴う 運用 益 の 減少 や 物価 水準 の 上 昇 に 伴う コス ト 増 な ど 、 県 出資 等 法人 を 取り 巻 
く 環 境 が 上 厳し さ を 増 し て いま す 。 こ の た め 、 平 成 30 年 度 (2018 年 度 ) 運営 評価 (平成 29 年 度 
(2017 年 度 ) 決算 ) に お ける 財務 評価 は 、 全 体 の 889% (25 法人 中 22 法人 ) が A 及 び B 評 価 の 
状況 に あり 、 前 アク ショ ンプ ラン の 計画 期間 の 初 年 度 で ある 平成 27 年 度 (2015 年 度 ) 運営 評価 
平成 26 年 度 (2014 年 度 ) 決算 ) に お ける 計数 92% (25 法人 中 23 法人 が A 及 び B 評 価 ) より 
も 4 ポイ ント 悪化 し まし た 。 
こう し た 状況 を 踏ま え 、 県 出資 等 法人 が 、 法人 の 設立 目的 と 県 が 掲げ る 施策 目標 を 達成 する こ 
と を 使命 と し て 、 最も 効率 的 に 質 の 高い サー ビス を 提供 し 、 そ の 経営 が 将来 に わた っ て 財 大 な 県 
民 負 担 を 招く こと の な いよ う 、 適 切な 指導 監督 を 行っ て いく こと が 求め られ て いま す 。 























































































































へ 


























































































































主 な 取組 内 容 | 
県 が 掲げ る 施策 目標 を 達成 する こと を 求め られ る 県 出資 等 法人 が 、 最も 効率 的 に 質 の 高 
ビス を 提供 で きる よう 、 情 報 公 開 の 促進 や 適切 な 指導 監督 を 行う と と も に 、 毎 年 度 、 運営 評価 を 
実施 し ます 。 的確 な 課題 の 抽出 と 、 そ の 課題 の 解決 策 の 検討 を 通じ て 法人 の 健全 経営 を 維持 し 、 
運営 の 改善 を 図り ます 。 
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ー IV - 


目標 及び 工程 表 | 








指標 (単位 ) 


現状 値 


年 度目 標 値 


計画 目標 値 





2018 見 込 2019 


2020 


2021 


2022 





運営 評価 に お ける 財務 評 
価 が A 又 は B 評 価 の 法人 
の 割合 (9%) 

取組 内 容 


88.096 88.09% 
( 育 舌 2017) ( 強 息 2018) 


88. 0% 
( 強 息 2019) 


92. 0% 
( 育 舌 2020) 


92.09%6 
( 育 舌 2021) 





運営 評価 等 に よる 法人 の 
健全 経営 の 推進 















































指導 監督 を 行う 担当 職員 向 
け の スキ ル ア ッ プ 研 修 の 検 
対 
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りか つ 分 か りや すい 情 











制度 の 検討 ・ 実 施 、 担 当 部 局 ・ 法 人 へ の フィ ー ド バッ ク 











報 公 開 の 促進 





















県 民 本 位 の 行政 経営 を 推進 する 組織 体制 を 整備 し ます 





3 






(1) 行政 課題 に 適切 に 対応 する 組織 体制 の 推進 


現状 と 課題 | 
県 の 組織 は 、「 い わ て 県 民 計 画 」 に 掲げ る 政策 の 推進 や 社会 経済 情勢 の 変化 等 に 柔軟 に 対応 す 
る た め 、 適宜 、 見 直し を 図り 、 東 日 本 大 震 災 津波 か ら の 復旧 ・ 復 興 の 司令 塔 と な る 「 復 興 局 」 の 
設置 、 ラ グ ビ ー ワ ー ル ドカ ッ プ 2019" 釜石 開催 や 「 北 海道 ・ 北 東北 の 縄文 遺跡 群 」 の 世界 遺産 飼 
録 な ど を 見 据え た 「 文 化 ス ポー ツ 部 」 の 設置 な ど を 行っ て きま し た 。 今後 も 、 直面 する 県 政 課題 
や 県 民 ニ ー ズ に 的 確 に 対応 し 、 県 民 本 位 の 行政 経営 を 推進 し て いく た め 、 不断 に 組織 体制 を 見 直 
し で いく こと が 求め られ て いま す 。 













































































































































































分 野 横断 的 な 課題 に つい て は 、 県 産品 の 販路 拡大 や 観光 客 の 増加 等 に 向け た 「 い わ て まる ご と 
売込み 隊 」 の 設置 な ど 、 ク ロス ・ フ ァ ン クシ ョ ナル ・ チ ー ム (CFT) “を 機動 的 に 活用 し 対応 
し て いま す 。 今後 も 、 新た な シー ズ を 政策 と し て 具体 化し て いく た め 、CFT を より 効果 的 に 活 
用 し て いく 必要 が あり ます 。 




































































多様 化 ・ 複 雑 化す る 行政 課題 に 適切 に 対応 し 、 県 民 か ら の 信頼 を 維持 ・ 向 上 し て いく た め 、 情 
報 通信 技術 (I C 芽 )、 法 務 、 財 務 な ど 高 い 専門 性 を 要する 部 門 の 強化 や 、 事 業 部 門 に お ける 政 
策 形 成 機能 の 向上 に 加え 、 リ スク マネ ジメント 体制 の 充実 を 図っ て いく 必要 が あり ます 。 























主 な 取組 内 容 | 
新た な 行政 課題 や 県 民 ニ ー ズ に 的 確 に 対応 する た め 、 最適 な 組織 体制 の あり 方 に つい て 検討 を 
進め 、 適 時 適切 に 体制 の 整備 を 進め ます 。 
また 、 分野 横断 的 か つ 上 緊急 的 な 課題 の 解決 に 向け 、 弾力 的 に CF T を 設置 し 有効 活用 し て いく 
こと に より 、 戦 略 的 な 施策 の 展開 を 図り ます 。 
























































多様 化 ・ 複 雑 化す る 行政 課題 に 対し て 、 適 切 に 施策 が 展開 され る よう 、 情 報 通 信 技 術 (1 CT)、 
法務 、 財 務 分 野 を は じ め と する 高い 専門 性 を 必要 と する 分 野 や 、 リ スク 管理 の 面 か ら 強 化す べき 
分 野 な ど 、 事 業 部 門 を サポ ー ト する 部 門 に つい て 、 計画 的 な 職員 の 育成 な ど 体制 の 強化 を 図り ま 
す 。 

また 、 グ ルー プ 内 の マネ ジメント 力 を 向上 させ る た め 、 総 折 業 務 を 担う 職員 が 、 必要 に 応じ て 
マネ ジメント に 専念 で きる 体制 を 整備 し ます 。 















































18 クロス ・ フ ァ ン クシ ョ ナル ・ チ ー ム (CFT) : 横断 的 な 課題 を 解決 する た め 、 部 賭 や 役職 に 捉 わ れず 、 必 要 な 人 材 を 
集め て 構成 され る チー ム 
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目標 及び 工程 表 | 








取組 内 容 











水 々 な 行政 課題 等 に 対応 する 組織 体制 の 整備 




















組織 体制 の 整備 





分 野 横断 的 な 課題 に 対応 する CF TT の 設置 ・ 活 用 
































プレ イン プレ イン 
グマ ネー グマ ネー 
ジャ ー1 ジャ ー1 






































プレ イン グマ 
修 の 実施 修 の 拡充 (随時 ) [ 再 # 
[再掲 ] [再掲 ] 



























































マネ ジメント 体制 の 強化 











グル ー プ 総括 の 役割 の 明 
示 、 マ ネジ メン ト に 専念 で 制 の 整備 上 
きる 体制 等 の 検討 [再掲 ] 







































































(2) 行政 需要 に 応じ た 適切 な 定数 配置 の 推進 


現状 と 課題 | 

職員 定数 に つい て は 、 東 日 本 大 震 災 津波 か ら の 復旧 ・ 復 興 の 推進 な ど 様 々 な 行政 課題 に 適切 に 
対応 し て いく た め 、 毎 年 度 、 業 務 の 目的 、 内 容 、 解決 す べき 課題 等 を 申 ま えて 配置 の 見 直し 等 を 
実施 し て いま す が 、 職員 一 人 ひと り の 生活 状況 な ど 職 員 の ワー ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス の 実現 に も 
配慮 し て いく 必要 が あり ます 。 
また 、 国 で は 、 国 家 公 務 員 と 地方 公務 員 の 定年 を 60 歳 か ら 65 歳 に 延長 する 検討 が 進め られ 
て お り 、 国 の 動向 を 踏ま そえ な が ら 、 高 齢 層 職 員 の 定数 管理 に つい て 併せ て 検討 し て いく 必要 が 
あり ます 。 




























































































































































































主 な 取組 内 容 | 
様々 な 行政 課題 に 適切 に 対応 する た め 、 引き 続き 、 定数 の 再 配置 を 行う と と も に 、 職 員 の ワー 
ク ・ ラ イフ ・ バ ラン ス の 推進 に 配慮 し 、 適 切な 定数 管理 を 行い ます 。 
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目標 及び 工程 表 | 








指標 (単位 ) 


現状 値 


年 度目 標 値 


計画 目標 値 





2018 見 込 


2020 


2022 





組織 課題 等 に 対応 する た 
め の 新 規定 数 配置 (人 ) 


20 人 


20 人 





新規 需要 等 に 対応 する 店 
内 再 配置 数 (人 ) 


取組 内 容 





適切 な 職員 体制 の 構築 


(3) 


現状 と 課題 | 









































危機 管理 体制 の 充実 強化 


災害 時 等 に お ける 組織 対応 力 の 強化 


大 規模 災害 の 発生 時 に 備え 、 多 く の 企 業 と の 間 で 災害 時 応援 協定 を 締結 する な ど 、 
力 に よる 広域 の 応援 体制 の 整備 が 進 


















































施す る と と も に 、 県 





O 


平成 29 年 度 (20 





職員 防災 研修 会 を 4 操 



























































基づく 適切 な 定数 


























官民 の 協 











め ら れ て いま す 。 県 は 災害 等 の 発生 後 直ちに 応急 業務 を 実 











民生 活 に 密接 に 関わ る サー ビス の 提供 や 県 の 基幹 業務 な ど を 継続 的 
する 必要 が ある た め 、 平 時 か ら 組 織 的 な 備え や 体制 の 充実 を 図っ て いく こと が 求め られ て いま 











17 年 度 ) は 災害 対策 本 部 支援 室 図 



































こ 実 施 





上 訓練 を 1 回 (59 人 参加 )、 広 城 振興 局 
(延べ 128 人 参加 ) 実施 する な ど 、 組織 的 な 炎 害 対応 能力 の 向上 に 努め 























て お り 、 引 き 続 き 、 実践 的 な 訓練 を 毎年 度 実施 する こと に より 、 危機 管理 体制 を 強化 し て いく 


こと が 求め られ て で て し 


新型 イン フル エン ザ 等 の 短期 間 で 急速 に まん 延 する 感染 症 は 、 健 
に 甚大 な 影響 を も た ら す こと か ら 、 平 時 か ら 対 








‘ます 。 


























康 被 害 や 社会 ・ 経 済 活動 








応 策 を 定め 、 適 切 に 準備 する ゐる こと に より 、 こ 





























れ ら の 感染 拡大 が 懸念 され る 事態 に あっ て も 、 感 染 拡大 の 防止 と 安全 確保 を 最 優先 と する 業 


務 継 続 体制 を 構築 し 、 

















② 





る こと は も と より 、 
この た め 、 県 の 











情報 セキ ュ リ ティ の 確保 
県 の 情報 資産 を 様々 な 間 威 か ら 守 る こと は 、 











安定 的 に 事務 を 

















県 民生 活 へ の 影響 を 防止 ・ 軽 減 し て いく 必要 が あり ます 。 


県 民 の 財産 や プラ イバシー 等 の 保護 に つなが 
進め る 上 で 必要 不可 欠 で す 。 


『 報 セキ ュ リ ティ 対策 を 定め た 「 岩 手 県 情報 セキ ュ リ ティ ポリ シー」 に 基 づ 
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ー IV - 
き 、 技 術 
す が 、 全 











コン プラ イア ンス の 徹底 
全て の 所 
た 意識 啓発 や 情 
法令 を 遵守 し 
の 徹底 に 





進 














共有 を 









































的 、 人 的 対策 な ど を 行う こと に より 、 情 
国 的 に も 標的 型 メ ー ル を は じ め と し た サイ バー 攻撃 が 多発 し 、 攻 
傾向 に ある こと か ら 、 情 報 セ キュ リティ 対策 の 更 な る 強化 が 求め られ て い 








属 に お いて 毎月 15 日 を 「 コ ンプ ライ アン ス 確 立 の 日 

















レコ 


に 





」 





め て いま す 。 これ に より 、 行 政 活 動 が 及ぼ す ネ 
向 確 に 業務 を 遂行 する こと は も と より 、 県 政 に 対 
取り 組ん で いま す 。 自治 体 の 事務 が 多様 化し 、 そ れ ! 








デー 
es 


信 








報 資産 の 漏えい や 消去 等 の 防止 に 努め て いま 


する 信 











撃 手法 も 巧妙 化す る 
知 























設定 し 、O J 本 を 活 





|] し 
会 的 責任 を 認識 し 、 
言 頼 の 確保 に 向け た 行動 
































まい リス ク も 複雑 ・ 多 様 化す 


る 中 、 県 民 や 社会 か ら の 要請 に 適切 に 対応 する た め に は 、 職 員 の コン プラ イア ンス の 徹底 を 


図 





主 な 取組 内 容 | 








災害 時 等 に お ける 組織 対応 力 の 強化 
自然 災害 や 高 病 原 情 
る 初期 
円 消 ( 
化 を 図 











[sj 








ー 
トー 








非常 時 優 2 
り 所 す 。 





危機 管理 体 1 
組織 的 な 








くく 所 


災害 対応 能力 の 向上 を 図り ます 。 
また 、 東 日 本 大 震 炎 津波 な ど 炎 害 
め と する 防災 に 関す る 各種 計 
化 を 反映 させ る な ど 不 断 の 見 





















































環 











直し を 行い 8 




















る と と も に 、 様 々 な リス ク を 把握 し 適切 


デー 
い ー 


E 鳥 インフルエンザ 等 の 発生 に 伴う 食 の 
対応 を 速やか に 行う こと が で きる よう 、 





くく > 
火 吾 


業務 を 実施 で きる 体制 を 整え 、 平 時 か ら 人災 


対応 し て いく 必要 が あり 3 


ネス メト 


女 生 女心 


= 





[= 


前 を 強化 し て いく た め 、 多 様 な 災害 の 発生 を 想定 し た 実践 的 な 





へ の 対応 を 踏ま えて 充実 を 
マニ ュ ア ル 、 協 定 等 に つい て 、 
ます 。 





図っ て 
訓練 











時 業務 継続 計画 (BCP) を 不断 に 見 直し 、 
発生 時 に お ける 組織 対応 力 の 強 





ます 。 


= 
ks 








の 危機 が どの 有事 に お け 


し 
































きた 地域 防災 計画 を は じ 
等 の 検証 結果 や 環境 の 変 





























新型 イン フル エン ザ 等 の 発生 に 備え る と と も に 、 発 生 し た 場合 に お ける 新型 イン フル エン 


ザ 等 対策 の 迅速 か つ 的 確 な 実施 に 


続 計上 


























情報 セキ ュ リ ティ の 確保 
様々 な 脅威 か ら 情 


高度 な が セキ ュ リ ティ 監視 を 行う 「 岩 手 県 情 
































上 日 へ 
場合 








報 資産 に 被害 が 生じ た 
」 の 適正 な 運用 を 行い ます 。 
また 、 技術 の 進歩 等 に 伴う 情 者 
キュ リティ ポリ シー の 適切 な 見 























ジ 








デー 
トー 





























< 





全 を 期す た め 、 
四 」 を 整備 し 、 全 庁 的 な 応援 体制 の 構築 な ど F 


を 想定 し た 訓練 等 を 実施 する な ど 、「 岩 











皿 . 
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に すす 























「 岩 手 県 新型 イン 











H 消 な 業務 継続 を 図 


フル エン ザ 等 対策 業務 継 
り ま す 。 

















報 資 産 を 守る た め 、 県 と 市 町 村 の イン ター ネッ ト 接 続 ポ イン ト を 集約 し 、 
報 セ キュ リティ クラ ウド 」 
策 に 加え 、 不審 メー ル に 関す る リス ク の 周知 や 職員 研修 等 に よる 人 的 対策 を 行う と と も に 、 情 


の 運用 等 に よる 技術 的 対 


























県 情報 セキ ュ リ ティ ポリ 





ほ セ キュ リティ を 取り 巻く 環境 変化 へ 柔軟 に 対応 する た め 、 セ 
し を 行い まき 


ー IV - 


③ コン プラ イア ンス の 徹底 
県 民 か ら 信 頼 さ れる 組織 づく り を 進め る た め 、 各 所 属 に コン プラ イア ンス 推進 員 を 設置 し 、 
「 岩 手 県 職員 コン プラ イア ンス マニ ュ ア ル 」 に 基づき 、 各 所 属 で 生じ うる リス ク を 把握 し 、 





























適切 な 対応 策 を 講じ る な ど 、 





す 。 














また 、 不 適切 な 事務 


所 属 に お いて 、 協 定 ・ 











処理 の 未然 防止 や 発生 後に お ける 迅速 か つ 的 確 な 対応 を 図る た め 、 各 





コン プラ イア ンス を 推進 する 体制 づく り に 継続 的 に 取り 組み ま 







































































契約 や 知 的 財産 に お ける 法 的 リス ク な ど 、 業 務 上 の リス ク に つい て 事 
前 に 把握 し 、 研 修 会 の 開催 、 事 務 マ ニュ アル の 整備 を は じ め と する 未然 防止 の 取組 を 進め る 











と と も に 、 不 適切 事務 処理 事案 に よ 





目標 及び 工程 表 | 

































































る 影響 を 最小 限 に 抑え る 対応 策 の 検討 に 取り 組み ます 。 





① 災害 時 等 に お ける 組織 対応 力 の 強化 








現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
指標 (単位 ) 3 
2018 見 込 2019 2020 2021 2022 
各部 局 、 各 地方 支部 に お け 
る 危機 管理 に 関す る 訓練 96.0% 100% 100% 100% 1009% 
等 の 実施 割合 (9%%) 
取組 内 容 ~2018 2019 2020 2021 2022 





災害 時 業務 継続 体制 の 整 






























































図 上 訓練 等 の 実施 























新型 イン フル エン ザ 等 の 
拡大 時 に お ける 円 滑 な 業 
務 継 続 























職員 応援 体 








ll 




















イン フル エン ザ 等 対策 業務 継続 計画 
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② 情報 セキ ュ リ ティ の 確保 


取組 内 容 ~2018 2019 2020 2021 2022 











き 手 県 情報 セキ ュ リ ティ クラ ウド 














運用 等 に よる 技術 的 対策 の 実施 











不審 メー ル に 関す る リス ク の 周知 や 職員 4 こよ る 人 的 対策 の 実施 



































』 寺 1 ーー 。 
情報 セキ ュ リ ティ 対策 の | 赴く の 複 害 を 想定 し た 訓練 等 の 実施 
強化 


















































③ コン プラ イア ンス の 徹底 
取組 内 容 











コン プラ イア ンス 推進 員 





























、 所 属 に お ける コン プラ イア ンス の 実践 





























コン プラ イア ンス を 推進 





















































する 体制 づく り 





協定 ・ 契 約 等 
の ある 事務 に * 本 
ジメント 手法 放 内 部 統 1 
[再掲 ] 
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4 効果 的 で 効率 的 な 業務 遂行 体制 を 支え る リス クマ ネジ メン ト を 構築 し ます 
(1) 事務 処理 の 適正 性 の 確保 に 向け た 内 部 統制 の 推進 





現状 と 課題 | 
事務 処理 の 適正 化 に つい て は 、 これ まで 、 a 


検 等 を 実施 し て いる ほか 、 本 庁 及び 広 城 振興 局 | に お ける 審査 指導 体制 の 強化 等 に より 会 計 事 務 を 
中 心 に 内 部 管理 体制 の 充実 を 図っ て きま し た 。 

今後 は 、 文書 管理 や 情報 セキ ュ リ ティ 、 協 定 ・ 契 約 等 の 法 的 リス ク 等 に 対す る 組織 的 な リス ク 
マネ ジメント の 強化 が 求め られ て いま す 。 
OR お ける リス ク は 、 影響 度 も 大 きく 発生 顔 度 も 高い こと か ら 、 審 査 、 検 査 、 指 
導 、 人 研修 等 を 通じ し て 、 よ り 一 層 適 正 な 執行 の 確保 が 求め られ て いま す 。 


































































































主 な 取組 内 容 
事務 処理 の 適正 性 を 確保 する た め 、 平 成 29 年 (2017 年 ) の 地方 自治 法 の 一 部 改正 の 趣旨 を 踏 


まえ 、 先 行 的 な 取組 を 行っ て いる 会 計 事 務 に 加え 、 文書 管理 、 情 報 セ キュ リティ 、 協 定 ・ 契 約 等 
の 法 的 リス ク の ある 事務 な ど に お いて も 内 部 統制 制度 を 導入 し ます 。 

また 、 組 織 的 な が リスク マネ ジメント が 必要 な も の を 選定 し 、 導 入 の 検討 を 進め ます 。 

この よう な 内 部 統制 制度 の 導入 に より 、PDCA サ イク ル に よる 組織 的 な か リスク マネ ジメント 
を 構築 し 、 リ スク の 分 析 や 自律 的 な チェ ッ ク 機 能 の 強化 、 業務 プロ セス の 可視 化 を 図り 、 効率 的 
な 業務 執行 体制 を 支え て いく と と も に 、 事 務 処 理 の 適正 性 ・ 透 明 性 を 確保 し ます 。 
















































































会 計 事務 に つい て は 、 引 き 続 き 、 審査 、 検 査 、 指 導 、 研修 等 を 通じ て 、 適 正 な 執行 を 確保 しま 
9 
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ー IV - 


目標 及び 工程 表 | 








指標 (単位 ) 


現状 値 
2018 見 込 


年 度目 標 値 


計画 目標 値 





2019 


2020 


2021 


2022 





各所 属 に お ける 内 部 統制 
の 実施 率 (%) 


取組 内 容 


1009% 


100% 


100% 


100% 





内 部 統制 体制 の 整備 ・ 運 用 





























内 部 統 1 





























必 組 の 実施 、 運 用 








































































































内 部 統制 の 取 




















































































































掲 ]、 内 部 統制 








各種 情報 セキ ュ リ ティ 対策 





の 実施 


























こ 対 する マネ 
法 の 検 計 











会 計 事務 の 適正 な 執行 の 
確保 
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ー IV - 
(2) 


現状 と 課題 | 








① 監査 要員 に よる 監査 機能 の 強化 















































機能 の 推 
点 を より 重視 




















し た 監 











指摘 事例 の 発生 原因 や 再発 防止 策 等 を 全 庁 で 








監査 結果 に お いて は 、 依 然 と し て 会 
指摘 を 受け る 事例 が 発 4 
置 ‘た 財務 務 監 査 を 中 心 ! 











いく こと が 求め られ て いま す 。 


地方 自治 法 の 改正 ( 


料 及び 手数 料 を は 
門 的 な 監査 を 実施 し 























く た め 、 継 続 的 に 包括 外部 


主 な 取組 内 容 | 








包括 外部 監査 に よる 専門 性 と 独立 性 を 兼ね 備え た 監 
こよ り 制 定 し た 「 外 部 監査 に 
11 年 度 (1999 年 度 ) か ら 包 括 外部 監査 を 毎年 度 実施 し 、 
じ め と する 歳入 事項 な ど 、 





E し て いる こと か ら 、 定 】 
に 実施 し て いま す 。 今後 、 内 
進 を 支援 する た め 、 監査 の 専門 1 
等 を 行う な ど 、 


計 事 務 に 関す る 指 






































部 統 


摘 が 多く 、 
監査 に お いて は 、 
骨 体 制 の 構 


また 
だ 、 





築 








こよ 














生 を 高め る と と も 

































































共有 する な ど 、 





+ ジ に 


に 、 経済 性 、 効率 
監査 に よる 監視 機能 を 高め て いく 必要 が あり ます 。 











正確 性 及び 合 規 性 ( 


効果 的 で 効率 的 な 業務 遂行 体制 の 構築 に 向け た 監査 機能 の 充実 強化 


例年 、 同 様 の 案件 で 
こ 重 点 を 
る 自律 的 な チェ ッ ク 
生 及 び 有 効 性 の 観 





























不適 正 事例 の 発生 防止 に 





人 査 機能 の 充実 


基づく 監査 に 




















県 





SN 引き 続き 、 





① 監査 要員 に よる 監査 機能 の 強化 






































監査 の 質 を 高め 、 住 
いた 定期 監査 を 実施 する と と も に 








民 の 監査 ( 





を 踏ま えた 監査 を 実施 し ます 。 

















監査 の 専門 性 を 高め る た め 、 





監査 を 実施 


会 計 検 査 院 や 自治 











、 県 民 の 信 


1 


関す る 条例 」 
H 資 等 法人 や 各種 特別 会 
多岐 に わた る 分 野 に お いて 、 独立 し た 見 地 か ら 専 
行政 の 透明 † 
順に 応え て いく こと が 求め られ て いま す 。 


に 基づい て 、 平成 
計 、 使 用 
































性 を 一 層 確 保 し て い 





に 対す る 信頼 を 確保 する た め 、 監 査 基準 を 策定 し 、 基準 に 基 づ 


















































門 的 知識 や 監査 手法 を 有する 職員 を 育成 し ます 。 
































不適 正 事例 の 











を 開催 し 、 不 適正 事例 の 発生 原因 や 





} 発 を 防止 する た 











大 学校 等 の 外部 研修 会 


に 職員 を 参加 させ 、 専 


内 部 統制 体制 の 整備 及び 運用 状況 を チェ ッ ク し 、 その 結果 























め 、 監査 だ より 及び 監査 年 報 を 発行 する と と も に 出前 説明 会 




















包括 外部 監査 に よる 専門 性 と 独立 性 を 兼ね 備え た 




















発 防止 の 取組 等 


























監査 機 








能 に 対す る 県 民 の 信頼 を 高め る た め 、 外部 の 専 


監査 を 実施 し 、 監 査 機能 の 専門 司 



































E・ 独 立 性 の 強化 を 
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に つい て 周知 を 図 





監査 機能 の 充実 
門 的 な 知識 を 有する 者 ( 
図り ます 。 








羽 り ます 。 


こよ る 包括 外部 





ー IV - 


目標 及び 工程 表 | 








監査 要員 に よる 監査 機能 の 強化 


































































































現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 

指標 (単位 ) Y 

2018 見 込 2019 2020 2021 2022 

監査 の 結果 、 複 数 の 指摘 等 
OHS YS 2 機関 2 機関 1 機関 O 機関 0 機関 
続 し て 指摘 等 を 受け た 監 
査 対象 機関 数 (機関) 

取組 内 容 と 2018 2020 2021 2022 

監査 基準 に よる 監査 等 の 実施 
内 部 統制 体制 の 整備 状況 等 に 係る 監査 の 実施 

監査 の 質 の 向上 と 住民 の 


監査 に 対す る 信頼 確保 






















































































行政 課題 等 を 踏ま えた 特 











デラ ーー 











































































































FE テー マ に よる 行政 監査 の 実施 

専門 性 の 高い 職員 の 育成 @-] 専門 研修 の 受講 (自治 大 学校 、 会 計 検査 院 研 修 所 等 ) 

監査 情報 の 発信 に よる 不 |、| 監査 だ より 及び 監査 年 報 の 発行 、 出 前 説明 会 の 開催 (不適 正 事例 や 再発 防止 の 取 
文 日 友 直 王 ナニ 

適正 事例 の 発生 防止 組 等 の 情報 発信 ) 
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ー IV - 


② 包括 外部 監査 に よる 専門 性 と 独立 性 を 兼ね 備え た 監査 機能 の 充実 
現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
2018 見 込 2020 2022 





指標 (単位 ) 





過年度 包括 外部 監査 指摘 
事項 の 措置 未 了 件 数 (件 ) 


取組 内 容 


0 件 



































監査 機能 の 充実 








部 監査 の 措置 状況 の 公表 
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5 政策 の 着実 な 推進 を 支え る 持続 可能 な 財政 構造 を 構築 し ます 
(1) 中 期 財政 見 通し を 踏ま えた 財政 運営 





現状 と 課題 | 









































毎年 度 の 当初 予算 の 編成 に 当たっ て は 、 公共 事業 の 規模 の 設定 や 大 規模 施設 整備 事業 の 計画 的 
な 実施 、 公債 費 負 担 適正 化 計画 に 基づく 県 債 発行 額 の 抑制 な ど 、 中 期 的 な 財政 見 通し を 踏ま える 
必要 が ある こと か ら 、 中 期 財 政見 通し を 作成 し 公表 し て いま す 。 今後 も 、 持続 可能 な 財政 構造 を 
構築 する 上 で 、 中 期 財 政見 通し 等 を 踏ま えた 中 長期 的 な 視点 に 立っ た 財政 運営 を 行っ て いく 必要 
が あり ます 。 









































































































































主 な 取組 内 容 | 





























中 長期 的 な 視点 に 立っ た 持続 可能 な 財政 運営 を 行う た め 、 中 期 財 政見 通し を 作成 し 公表 し ます 。 





目標 及び 工程 表 | 








取組 内 容 





中 長期 的 な 視点 に 立っ た 

















期 財 政見 通し の 作成 ・ 公 表 





財政 運営 





(2) 県 民 に 分 か りや すい 財政 に 関す る 情報 の 公表 


現状 と 課題 | 











厳し い 財政 状況 の 中 で 、 県 の 説明 責任 を より 適切 に 果たし 、 財政 の 効率 化 ・ 適 正 化 を 図っ て い 
く た め 、 予算 に 関す る 情報 や 決算 ・ 財 政 指標 に 関す る 情報 の 公表 を 行っ て お り 、 今後 も 県 民 に 対 
し て 、 よ り 分 か りや すい 情報 の 公表 が 求め られ て いま す 。 





























主 な 取組 内 容 | 








財政 に 関す る 県 民 の 理解 を 深め る た め 、 予算 の 歳入 ・ 歳 出 の 内 訳 を し た 資料 や 決算 ・ 財 政 指 
標 を 分 析 し た 資料 な ど 、 効 果 的 で 分 か りや すい 情報 を 積極 的 に 公表 し ます 。 
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ー IV - 


目標 及び 工程 表 | 








取組 内 容 ~2018 





予算 に 関す る 情報 の 公表 





| 
県 民 に 分 か りや すい 財政 


に 関す る 情報 の 公表 





判断 比率 の 報告 ・ 公 表 















































制度 に 対応 し た 統一 的 な 基準 に 基づく 財務 書類 等 の 公 









































(3) 歳入 確保 の 強化 


現状 と 課題 | 








① 県 税収 入 の 確保 
県 税収 入 に つい て は 、 滞納 処 分 の 強化 や 市 町 村 へ の 支援 強化 等 に より 平成 29 年 度 (2017 年 
度 ) の 収入 未済 額 が 、 平 成 26 年 度 (2014 年 度 ) に 比べ て 474 百 万 円 縮減 し て いま す が 、 県 民 
負担 の 公平 性 を 確保 する 観点 か ら 、 引 き 続 き 、 滞納 整理 の 強化 に より 収入 未済 額 を 縮減 する と 
と も に 、 課税 対象 の 適切 な 捕捉 な ど を 実施 し 、 県 税収 入 を 更に 確保 し て いく こと が 求め られ て 
いま す 。 























































































































② 滞納 債権 の 発生 抑制 と 債権 回 収 

平成 20 年 度 (2008 年 度 ) 以降 、 岩 手 県 滞納 債権 対策 基本 方 針 を 3 カ年 ご と に 策定 し 、 税 外 
滞納 債権 の 削減 に 向け た 取組 を 行い 、 全体 と し て は 減少 し て き て いる も の の 、 滞納 債権 の 約 9 
割 が 過年度 分 で ある こと か ら 、 引き続き 、 新規 滞納 債権 の 発生 を 抑制 する と と も に 、 過年度 分 
の 回 収 を 積極 的 に 進め て いく こと が 必要 で す 。 


















































EE 
















































































③ 県 有 資 産 の 有効 活用 等 に よる 歳入 確保 

県 の 歳入 確保 策 と し て 、 平 成 22 年 度 (2010 年 度 ) か ら 取 り 組 ん で いる 土地 ・ 建 物 等 の 未 利 
用 資産 の 売却 等 の 処分 (平成 29 年 度 (2017 年 度 ) 13 件 ) や 、 公 募 制 に よる 自動 販売 機 の 設置 
平成 29 年 度 (2017 年 度 ) 8 か 所 36 件 ) 、 県 有 資 産 を 広告 媒体 と する 広告 事業 の 実施 (平成 
29 年 度 (2017 年 度 ) 66 件 ) 等 に 取り 組ん で きた と ころ で あり 、 引 き 続 き 、 県 有 資 産 の 有効 活 
1] に よる 歳入 の 確保 に 取り 組ん で いく 必要 が あり ます 。 
また 、 外部 資金 な どの 新た な 財源 の 活用 に つい て 検討 を 行い 、 あ ら ゆ る 歳入 確保 策 を 講じ て 
いく こと が 求め られ て いま す 。 
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ー IV - 



















































































































































































































































































































































































































































































































































































④ 使用 料 及 び 手 数 料 の 適正 化 
使用 料 及び 手数 料 は 、 平 成 29 年 度 (2017 年 度 ) の 歳入 額 が 79 億 円 (一 般 会 計 歳 入 0.7%) 
で あり 、 歳入 を 確保 し て いく 上 で 、 使用 料 及 び 手 数 料 の 算定 ・ 徴 収 を 適正 に 行っ て いく こと が 
求め られ て いま す 。 
⑤ 資金 調達 の 多様 化 
県 で は 、 県 債 の 多く を 銀行 等 引受 債 に より 発行 し て お り 、 銀行 や 証券 会 社 等 の 金融 機関 か ら 
資金 を 調達 し て いま す 。 今後 、 将来 の 金融 環境 の 変化 に 備え 、 資金 調達 の 安定 性 を 向上 させ る 
た め 、 資 金 調達 方 法 の 多様 化 を 進め て いく 必要 が あり ます 。 
⑥ 各種 基金 等 の 有効 活用 
県 (県 出資 等 法人 を 含む 。) で は 、 特 定 の 目的 や 定額 の 資金 運用 の た め に 各種 基金 等 を 設置 
し 、 それ ぞ れ の 設置 目的 に 沿っ て 活用 し て いま す が 、 所 期 の 目的 の 達成 状況 や 社会 情勢 な どの 
周辺 環境 の 変化 を 適切 に 捉え 、 不 断 の 見 直し を 行い 、 有 効 活用 を 図っ て いく 必要 が あり ます 。 
主 な 取組 内 容 | 
① 県 税収 入 の 確保 
・ 県 税収 入 を 確保 する た め 、 周 知 広報 等 に より 納期 内 納付 の 推進 を 図り ます 。 
また 、 県 民 負 担 の 公平 性 を 確保 する 観点 か ら 、 継続 し て 滞納 整理 の 強化 と 効果 的 な 課税 対象 
の 捕捉 調査 に 取り 組み ます 。 
個人 県 民 税 の 収入 を 確保 する た め 、 岩 手 県 地方 税 特別 滞納 整理 機構 及び 県 に よる 市 町 村 支 
援 に 取り 組み ます 。 
② 滞納 債権 の 発生 抑制 と 債権 回 収 
滞納 債権 の 削減 の た め 、「 第 4 次 岩手 県 滞納 債権 対策 基本 方 針 」 等 に 基づき 、「 債 権 管 理 の 徹 
底 」、「 債 権 回 収 の 促進 」 及 び 「 新 規 発生 の 抑止 」 を 重点 と し た 滞納 債権 回 収 の 強化 に 取り 組み 
③ 県 有 資 産 の 有効 活用 等 に よる 歳入 確保 








県 有 示 利用 資産 の 売却 等 に よる 歳入 を 確保 する た め 、「 県 有 示 利用 















































に 基づき 、 活 用 予定 の な い 土 地 や 建物 の 売却 を 推進 し ます 。 














資産 等 活用 ・ 処 分 方 針 」 








また 、 公募 制 に よる 自動 販売 機 の 設置 や 、 ネ ー ミ ング ライ ツン 事業 を と はじ め と する 県 有 資 産 を 
広告 媒体 と し て 活用 する 広告 事業 な ど 、 県 有 資 産 の 有効 活用 に よる 歳入 の 確保 に 取り 組み ます 。 































































































て いき ます 。 
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地方 創 生 推 進 交 付 金 を は じ め と する 新た な 財源 の 活用 の 検討 等 、 あ ら ゆ る 歳入 確保 策 を 講じ 





ー IV - 


④ 使用 料 及び 手数 料 の 適正 化 

行政 サー ビス に 対す る 受益 者 負担 の 適正 化 を 図る 観点 か ら 、 原 価 や 実勢 価格 の 反映 の ほか 、 
県 有 施 設 等 に お ける 減免 措置 の 点検 等 に より 、 使 用 料 及 び 手 数 料 の 検証 を 行い 、 適正 な 単価 の 
設定 に 取り 組み ます 。 


































































































⑤ 資金 調達 の 多様 化 
安定 的 な 資金 調達 の た め 、 市 場 公募 地方 債 の 導入 に よる 資金 調達 方 法 の 多様 化 に つい て 検討 
を 進め ます 。 





















































⑥ 各種 基金 等 の 有効 活用 

毎年 度 決算 に 合わ せ 、 基金 の 活用 額 や 残高 等 の 状況 を 公表 し て 明らか に する と と も に 、 設置 
目的 の 達成 状況 や 外部 環境 の 変化 等 を 適時 適切 に 捉え 、 基 金 等 の あり 方 や 対象 等 に つい て 検討 
を 行い 、 更 な る 有効 活用 を 図り ます 。 



















































































目標 及び 工程 表 | 








① 県 税収 入 の 確保 








現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
指標 (単位 ) 6 
2018 見 込 2019 2020 2021 2022 
1, 690 百 万 円 
収入 未済 額 ( 百 万 円 ) 0200 の 1, 628 百 万 円 | 1, 606 百 万 円 | 1, 590 百 万 円 | 1, 580 百 万 円 
取組 内 容 て 2018 2019 2020 2021 2022 























納期 内 納付 の 周知 広報 等 











県 税 の 収入 確保 、 収 入 未済 
額 縮減 に 向け た 取組 強化 



































































































































個人 県 民 税 の 収入 確保 、 収 
入 未済 額 縮減 に 向け た 市 
町 村 へ の 支援 強化 千 手 県 地方 税 特別 滞納 整理 機構 ( 












































市 町 村 と の 合同 捜索 や スキ ル ア ッ プ 研 修 の 提供 な ど に よる 市 町 村 支 援 の 継続 実施 
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② 滞納 債権 の 発生 抑制 と 債権 回 収 


指標 (単位 ) 


現状 値 
2018 見 込 


年 度目 標 値 


計画 目標 値 





2019 


2020 


2021 


2022 





現 年 度 分 滞納 債権 の 徴収 
率 (9%) 


取組 内 容 


68.79%6 
(2017) 


81. 4% 


81.496 


81. 4% 


81. 4% 





滞納 債権 対策 基本 方 針 に 
基づく 回 収 強化 


③ 県 有 資 産 の 有効 活用 等 に よる 歳入 確保 


指標 (単位 ) 




































































































































































現状 値 
2018 見 込 











事例 の 情報 
































年 度目 標 値 




















計画 目標 値 





2020 


2022 





未 利用 資産 の 売却 数 (件 ・ 
累計 ) 
現状 値 は 2017 年 度 単 年 





























標 値 は 2019 年 度 


取組 内 容 








13 件 
(2017) 





県 有 資 産 の 有効 活用 











県 有 未 利用 資 
























































制 の 継続 




















テテ 


夫 














外部 資金 の 活用 
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8 共 交 付 金 を は じ め と する 新た な 財 涼 の 活用 の 検討 ・ 実 施 














ー IV - 


④ 使用 料 及び 手数 料 の 適正 化 
取組 内 容 





























原価 や 実勢 価格 の 適正 な 反映 等 に よる 使用 




















県 有 施 設 等 に お ける 減 














使用 料 及び 手数 料 の 適正 
化 





⑤ 資金 調達 の 多様 化 
取組 内 容 



























































も 直し の 検討 ご 実施 





































































































資金 調達 方 法 の 多様 化 (市 
場 公 募 地方 債 の 導入 ) の 検 
計 





⑥) 各種 基金 等 の 有効 活用 
取組 内 容 








募 地 方 債 に 関す る 情 先行 団体 





月 














か ら の 開 
き 取 り 





関係 機関 
と の 協議 





























基金 等 の 有効 活用 



































語 金 の 状況 の 公表 等 





(4) 歳出 の 重点 化 と 将来 負担 の 軽減 


現状 と 課題 | 
① 公債 費 負 担 の 適正 化 

















な り ま し た 。 











県 で は 、 過 去 に 建設 地方 人 




















な ど を 多額 に 発行 し た た め 、 公 債 
度 (2012 年 度 ) 決算 に お いて 実質 公債 費 比率 が 18% を 超え 、 県 









































この た め 、「 公 債 費 負担 適正 化 計画 」 を 策 




















を 講じ る こと に より 、 コ ゴゴ 


F 成 30 4 









































費 の 負担 が 増大 し 、 平 成 24 


ul 






































E 度 (2018 ェ 








ul 














見 通し と な っ て いま す 。 持続 可能 な 財政 構造 の 構築 の た め に は 、 引 き 続 き 、 県 債 
等 に 留意 し な が ら 、 低 利 で の 財源 調達 に 努め 、 公 債 費 負 担 の 適 1 








あり ます 。 
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中 の 発行 に 国 の 許可 が 必要 と 


E し 、 県 債 の 発行 規模 を 一 定 に 抑制 する 対策 な ど 


E 度 ) 決算 時 点 で 実質 公債 費 比 率 が 18% を 下回る 














の 発行 
E 化 に 取り 組ん で いく 必要 が 





見 模 









































































































































































































































































































































































































































② 公共 投資 の 最適 化 
東日本 大 震 災 津波 か ら の 復旧 ・ 復 興 事業 に つい て 、 引き 続き 最 優先 で 実施 する と と も に 、 財 
源 が 限ら れる 中 、 公 共 施設 等 の 長寿 命 化 対 策 や 計画 的 な 公共 投資 を 進め て いく こと が 求め られ 
て いま す 。 
政策 評価 等 の 結果 は 、 翌 年 度 の 当初 予算 編成 前 に 公表 し 、 政策 等 の 立案 や 予算 の 編成 等 に 反 
映 さ せ て お り 、 今 後 も 政策 評価 の 仕組 み に 基 づく マネ ジメント サイ クル を 確実 に 機能 させ て い 
く 必 要 が あり ます 。 
③ 県 単独 補助 金 の 適正 化 
県 単独 補助 金 ・ 負 担 金 に つい て は 、 時 代 の 変化 、 経 費 負 担 の あり 方 な どの 側面 か ら 、 不 断 の 
見 直し を 図る 必要 が ある た め 、 毎 年 度 の 予算 編成 過程 に お いて 見 直し を 実施 し て お り 、 引 き 続 
き 、 継 続 的 な 見 直し を 行っ て いく こと が 求め られ て いま す 。 
④ 公共 施設 の 長寿 命 化 対策 
「 岩 手 県 公共 施設 等 総合 管理 計画 」 に 基づく 個別 施設 計画 に つい て は 、 所 管 部 局 ご と に 全て 
の 施設 類型 に お いて 、2020 年 度 ま で に 策定 を 完了 する 必要 が ある こと か ら 、 個 別 施設 計画 
策定 に 向け た 支援 と 進捗 管理 を 行っ て いく 必要 が あり ます 。 
また 、 個 別 施設 計画 の 策定 後 は 、 計 画 に 基づい て 公共 施設 等 の 長寿 命 化 対策 を 推進 し て い 
く こ と が 求め られ て いま す 。 
主 な 取組 内 容 | 
① 公債 費 負 担 の 適正 化 
将来 の 公債 費 負 担 の 軽減 を 図る た め 、 中 長期 的 に 県 債 残高 の 縮小 を 目指 す ほ か 、 利子 の 負担 
を 可能 な 限り 少な くす る 資金 調達 を 実施 し ます 。 
② 公共 投資 の 最適 化 





東日本 大 震 災 津波 か ら の 復旧 ・ 復 興 事業 の 着実 な 実施 に 、 引 き 続き 取り 組む と と も に 、 復 興 
の 先 も 見 据え 、 復 興 関係 以外 の 投資 的 経費 ? に つい て 、 国 の 動向 等 も 踏ま え 、 公 大 施設 等 の 
寿命 化 対策 の 推進 な ど を 重点 化す る こと に より 公共 事業 を 効果 的 に 進め ます 。 

また 、 公共 事業 以外 の 大 規模 施設 整備 に つい て 、 緊急 性 ・ 必 要 性 を 考慮 し て 進度 調整 を 図る 
な ど 、 適 正 な 公債 費 負 担 と な る よう 新 発 債 の 発行 規模 に 配慮 し て 見 直し を 進め ます 。 





Tl 癌 

























































































































































































個別 施設 計画 に 基づき 、 公 共 施 設 等 の 維持 管理 、 修 繕 、 更 新 等 を 計画 的 に 実施 する と と も に 
財源 と な る 県 債 に つい て は 、 元利 償還 人 金 に 対す る 交付 税 措置 が ある 「 公 共 施設 等 適正 管理 推進 





















































事業 債 」 を 活用 する こと に より 、 財 牙 負 担 の 軽減 ・ 平 準 化 を 図り ます 。 























19 投資 的 経費 : 道路 や 学校 な ど 、 ス トッ ク と し て 将来 に 残る 施設 等 を 整備 する た め の 経 費 
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限ら れ た 財源 の 重点 的 か つ 効 果 的 な 活用 を 図る た め 、 政策 評価 等 の 結果 を 踏ま え 、 事業 効果 
や 効率 性 等 に つい て 徹底 し て 検証 する と と も に 、 成果 を より 重視 し 、 歳出 の 一 層 の 選択 と 集 
を 進め ます 。 
































③ 県 単独 補助 金 の 適正 化 
毎年 度 の 予算 編成 過程 に お いて 、 所 期 の 目的 を 達成 し た も の や 事業 実施 期間 が 到来 し た も の 
の 廃止 な ど 、 補 助 金 ・ 負 担 金 の 必要 性 や 有効 性 を 勘案 し な が ら 、 見 直し を 実施 し ます 。 



















































































④ 公共 施設 の 長寿 命 化 対策 
RN | 施設 計画 の 策定 を 
推進 し 、 長 期 的 な 視点 を 持っ て 、 公 共 施 設 等 の 維持 管理 、 修 繕 、 更 新 等 を 計画 的 に 行い ます 。 

















































































































目標 及び 工程 表 | 








① 公債 費 負 担 の 適正 化 











現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
指標 (単位 ) 3 
2018 見 込 2019 2020 2021 2022 
18.29%6 
実質 公債 費 比 率 (9%) 18.0% 未 満 18.0% 未 満 18.0% 未 満 18.0% 未 満 
(2017 決算 ) 
取組 内 容 ン 2018 2019 2020 2021 2022 
公債 費 の 将来 負担 の 軽減 低利 資金 へ の 借 換 の 実施 




















② 公共 投資 の 最適 化 
取組 内 容 ~2018 2019 2020 2021 2022 






































事業 の 選択 と 集 





















































規模 施設 整備 事業 の 見 直し 検討 ・ 













































































コス ト 縮 減 ・ 財 政 負 担 の 平 
準 化 の 推進 








縮減 策 の 検討 ・ 実 施 
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政策 評価 制度 と 予算 の 連 


動 


③ 県 単独 補助 金 の 適正 化 


指標 (単位 ) 






































現状 値 
2018 見 込 





年 度目 標 値 





計画 目標 値 





2019 


2020 


2021 


2022 





県 単独 補助 金 の 廃止 ・ 縮 減 

に よる 歳出 (一 般 財 源 ベ ペー 

ス ) の 対 前 年 度 削減 率 (%) 
取組 内 容 


2.0% 
(2020 当初 予算 ) 


2.0% 
(2021 当初 予算 ) 


2.0% 
(2022 当初 予算 ) 


2.09% 
(2023 当初 予算 ) 





県 単独 補助 金 等 の 適正 化 









































④ 公共 施設 の 長寿 命 化 対 策 


指標 (単位 ) 


現状 値 
2018 見 込 





直し の 検討 ・ 





年 度目 標 値 











計画 目標 値 





2020 


2022 





公共 施設 等 総合 管理 計画 
に 基づく 個別 施設 計画 の 
策定 割合 (%) 


取組 内 容 


50. 0% 


100% 


100% 





個別 施設 計画 に 基づく 長 
寿命 化 対策 等 の 推進 


























































































































98 


























EL 新 等 の 計画 的 実施 [ 

















資料 1 


資料 2 


資料 3 


資料 4 


資料 5 


情報 通信 技術 (I CT) を 活用 し た 主 な 取組 


指標 一 覧 


これ まで の 行 財 政 改革 の 取組 


行 財政 運営 概況 


県 と 民間 と の 連携 協定 締結 状況 


《 資料 編 》 


中 時 資料 1 
名 


① 


② 


③ 


( 5 本 の 相 





オン ライ ン 化 原則 





情報 通信 技術 (1 CT) を 活用 し た 主 な 取組 
「 デ ー タ 駆動 型 社会 」 の 到来 


デー タ 流 通 量 の 飛躍 的 な 増加 と 、 そ れ ら を 活用 し た 
生産 性 の 向上 、 新 た な サー ビス の 提供 の 可能 性 


「 官 民 デ ー タ 活用 推進 基本 法 」 の 制定 (H28 ) 
「 官 民 デ ー タ 活用 推進 基本 計画 」 の 策定 (H29 ) 


タ 活 用 推進 


ET 














a を 止 を 進め る こと で 、 














手続 に お ける 情報 通信 技術 の 利用 




















に 係る 取組 の 推進 




















オー プン デー タ の 推進 
巨 民 デー タ の 容易 な 利用 等 に 係る 
取組 の 推進 






































マイ ナン バー カー ド の 
普及 ・ 活 用 


2 500NOD 2 
に 係る 取組 の 推進 




















デジ タル デバ イド 
対策 等 


に 係る 取組 





利用 機会 等 の 格差 是正 
の 推進 


























標準 化 ・ デ ジタル 化 、 
シス テム 改革 、BPR 


情報 シス テム に 係る 規格 の 整備 及 
び 互 換 性 の 確保 等 に 係る 取組 の 推 














サー ビス の 利用 者 ・ 提 供 者 双方 の 負 
担 軽減 が 図ら れ ま す 。 








行政 機関 や 民間 事業 者 が 保有 す 
る 各種 の デー タ を 、 利 用 可能 な 状 
態 で 公開 し 、 そ の 利用 を 促進 する 
こと に より 、 様 々 な 社会 課題 の 解 
決 や 新た な サー ビス の 提供 に つ な 
が る こと が 期待 され ます 。 







































































マイ ナン バー カー ド の 利用 に よ 
、 各 種 の 手続 が オン ライ ン で 可能 
と な る ほか 、 コン ビニ で の 住民 票 
の 写し な どの 証明 書 の 取得 や 、 多 
目的 な カー ド と し て 様々 な サー ビ 
ス の 利用 が 可能 に な り ま す 。 














地域 に お ける 情報 通信 
の 整備 の ほか 、 誰 も が 利用 し や す 
い 1CT サ ビス の 提供 を 推進 する 















































こと に より 、 障 が い の 有 無 や 年 齢 、 


住む 場所 に か か わら ず 、 2 
活用 の 恩恵 を 享受 で きる よう ! 
り ま す 。 


行政 手続 の デジ タル 化 や シス テ 
ム 化 を 図る こと で 、 行政 の 効率 化 
や 住民 サー ビス の 向上 を 図る こ 
が 可能 に な り ま す 。 


























5 本 の 柱 を 支え る 取組 !> 情報 セキ ュ リティ の 確保 


の 策定 


※ 計 画 期 間 :2019 て 2022 





: 行 政経 営 プラ ン 掲載 事業 








1 > イン ター ネッ ト を 利用 し た 電子 申請 ・ 届 
! シス テム の 利用 手続 の 拡大 文 

!> 税関 連 シ ステ ム (eLTAX) 利用 手続 の 拡充 
! > 図書 館 情報 シス テム に よる 、 県 民 へ の 図書 
情報 の 提供 や 市 町 村立 図書 館 等 の 業務 支 


> 統合 型 地 理 情報 シス テム (GIS) に よる 防災 
や 土地 利用 規制 等 の 地図 情報 の 提供 、 情 報 
公開 用 Web デ ー タ ベー ス に よる 岩手 県 報 や 
統計 情報 な どの 情報 提供 の 促進 去 


> 県 が 公開 する オー プン デー タ の 拡充 と 普及 
啓発 、 モ デル 事例 の 提供 等 に よる 利 活用 の 
取組 支援 支 


と 県 内 市 町 村 と 連携 し た キャ ン ペ ー ン の 実施 
等 に に よる マイ ナン バー カー ド の 普及 拡大 云 


と マイ ナン バー カー ド を 活用 し た 住民 サー ビス 
向上 や 業務 の 効率 化 に 向け た 取組 の 促進 
文 


> 条件 不利 地域 に お ける 携帯 電話 不感 地域 
の 解消 

と 超 高 速 ブ ロー ドバンド 基盤 の 整備 や 地上 デ 
ジタル 放送 の 難 視聴 地域 の 解消 等 に 向け た 
市 町 村 の 取組 の 支援 


と ヶ 県 内 医療 機関 に お ける テレ ビ 会 議 ン シン ス テム 
を 活用 し た 遠隔 診断 支援 等 の 推進 

> 県 ホー ムペ ー ジ に お ける ウェ ブ ア ク セ シ ビ リ 
ティ の 向上 支 


庁 内 情報 シス テム の クラ ウド 化 に よる 業務 
の 効率 化 ・ 高 度 化 等 支 
と 県 内 市 町 村 の 自治 体 クラ ウド 導入 の 支援 


と テレ ワー ク 環 境 の 整備 に よる 柔軟 で 効率 的 
な 働き 方 の 支援 去 

と RPA や AI な どの 新た な 1CT 技 術 の 活用 に よ 

る 定型 業務 を 中 心 と し た 事務 の 自動 化 太 
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加 資料 2 指標 一 覧 


I 地域 意識 に 根ざし た 県 民 本 位 の 行政 経営 の 推進 

















































































































































































































































Lm 現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 人 
Na i 018 見 か) (2019) | (2020) | 2021) | ⑦⑳2 
1 3 

いわ て 未来 づく り 機 構 が 開催 す 
多 る ラウ ンド テー ブル へ の 参画 数 
様 (回 ) 
① 県 民 運 動 の 促進 6 
体 いわ て 県 民 情報 交流 セン ター で 
と 開催 する 県 民 運 動 等 の 企画 展示 
の の 回 数 (回 ・ 累 計 ) 
つら 
業 数 ( 事 304 
@② PO と の 連携 ・ 協 働 の 推 H ) 
リ 信 ※ 現 状 値 は 2017 年 度 単 年 の 実績 、 
を F 度 か ら の 累計 
大 180 
: の 井 コ ミュ ー テ イ 等 と の 連 | 地域 運営 組織 致 ( 団 
| 
地域 課題 解決 を 目的 と し た 県 内 60 
の 高等 教育 機関 等 と の 連携 ・ | 二 守 教育 堪 関 と の 共同 研究 才 
協 働 の 推進 値 は 20172 単 年 の 実績 、 
隔 値 は 2019 年 度 か ら の 累計 
160 
@ 企業 等 と の 連携 ・ 協 働 の 推 | 包括 連携 協定 に 基づく 協 働 実績 
進 (件 ・ 果 計 ) 
80.0 
《 公 立 大 学 法人 岩手 県 立 大 学 ) 2021 
年 度 業 務 実 績 の 項目 別 評価 結果 73.3 
が ん 評価 以上 の 項目 の 割合 (対象 年 度 2017) 
96 
@ 独立 行政 法人 と の 連携 ・ 協 
働 の 推進 90.0 
《 地 方 独立 行政 法人 岩手 県 工業 6 
年 抹 務 和 績 の 項 目 独 評 価 結果 el 
度 業 務 実 績 の 項目 別 評価 結 - 
が ん 評価 以上 の 項目 の 割合 0 本 生計 200 
(%) 
80.0 
の 県 出資 等 法人 と の 連携 ・ 協 | 事業 目標 の 達成 割合 が 609%6 以 上 76.0 2021 
働 の 推進 の 法人 の 割合 (%) (対象 年 度 2017) 
民間 活力 の 60.0 
指定 管理 施設 に お ける 管理 運営 51.2 ] 
状況 評価 中 「 サ ービス の 質 」 が 2017) 
A 評 価 の 施設 の 割合 (%) 
っ 158 
の 利 活用 の 加工 し や すい デー タ 形 式 で の 
推進 オー プン デー タ 公 開 項目 数 
(件 ・ 果 計 ) 
40.0 
の 審議 会 等 を 通じ た 施策 へ の | 審議 会 等 委員 に 占め る 女性 の 割 
県 民 参画 の 推進 
2 推 市 町 村 と の 33 33 33 
進 連携 ・ 協 働 市 町 村 行 財 政 コ ン サ ル テ ィ ン グ 
市 し 実施 市 町 村 数 
あま (市 町 村 ) 
村 す 
目標 100 100 
連 (市 町 村 ) 応援 職員 の 充足 率 93.2 (対象 事業 年 度 ) 2019.4 月 | 2020.4 月 
携 (%) (2018. 4 月 ) 実績 
達成 度 
を 33 33 33 
地域 経営 推進 費 の 活用 市 町 村 数 EE 
(市 町 村 ) 33 実 本 
達成 度 
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具体 的 な 推進 項目 


地方 分 権 改 
革 の 推進 






本 県 が 提案 し た 権限 移譲 や 規制 
緩和 の 実現 項目 数 (件 ) 
































現状 値 
(2018 見 込 ) 


= 
(2021) 


(2019) 






(2020) 









計画 目標 値 
(2022) 




















他 団 体 と の 共同 提言 ・ 共 同 要望 
等 の 実施 回 数 (回 ) 
いわ て 親善 大 使 活動 件 数 (件 ) 














































































































』 な 推 3 現状 値 年 度目 標 値 
具体 的 な 推進 項目 (2018 見 込 ) (2019) (2020) (2022) 
ke 目標 100 100 100 100 
職員 の 確 (対象 事業 年 度 ) | 2020.4 月 | 2021.4 月 | 2022.4 月 | 2023.4 月 
保 ・ 育 成 採用 予定 職員 の 充足 率 (%) 2 
1 実績 
達成 度 
守 復興 を 担う 目標 100 100 
政 
を aa 5 100 (対象 事業 年 度 ) 2019.4 月 | 2020.4 月 
提 応援 職員 の 充足 率 (%) 018.4 朋 
フ 
達成 度 
本 目標 90.0 
若 を _ 職員 の 研修 満足 度 (%) 実績 
す 放 達成 度 
な 十 人 目標 7.6 9.0 9.5 10.0 
職 す 積極 的 な 登 管理 職 (総括 課長 級 以上 ) に 占 6.2 (対象 事業 年 度 ) | 2019.4 月 | 2020.4 月 | 2021.4 月 | 2022.4 月 
員 用 め る 女性 職員 の 割合 2018.4 月 ) 
の (%) - 実績 
達成 度 
の 成 90.0 
能力 開発 研修 に お ける 研修 満足 84.9 
. 度 (%) (2017) 
1 
90.0 
管理 監督 者 等 を 対象 と し た 研修 
の 満足 度 (%) 
現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 値 
(2018 見 込 ) (2019) (2020) (2021) (2022) 
6 
効 ; 新た な 1 CT 技術 に よる 業務 効 
率 よる 率 化 件 数 (件 ・ 累 計 ) 
的 っ 
柔軟 な 働き 
柔 方 が で きる = 。 
軟 勤務 環境 の サテ ライ ト オ フ ィ ス の 抗 点数 
な 推進 (箇所 ・ 累 計 ) 
働 
き 子育て 世代 
方 職員 へ の 支 | i _ 100 
を 援 の 充実 | の 職場 復帰 の サポ ー ト 体制 の | 育児 支援 計画 シー ト に よる 面談 65.0 
失 充実 実施 割合 (%) (2017) 
進 
し 仕事 と 生活 
ま の 調和 が と _ 100 
す れ た 職場 環 | 人) フー ク ・ ラ イフ ・ パ バラ ンス | 男性 職員 の 育児 休業 等 取得 率 85.7 
境 の 推進 の 推進 (2017) 
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具体 的 な 推進 1 現状 値 年 度目 標 値 計画 目標 人 
RE 19 見込 (2019) | (2020) | (2021) | 022) 
33 
中 学校 に 部 活動 指導 員 を 配置 す 
る 市 町 村 数 (市 町 村 ・ 累 計 ) 
の 貢 の 高い 教育 環境 の 充実 
向け た 教職 員 の 負担 軽減 63 
部 活動 指導 員 を 配置 し て いる 県 
立 高等 学校 数 ( 校 ・ 果 計 ) 
2 場 | (1) 仕事 の 質 FP 
向上 を 図る 
明 境 職場 風土 の 職員 提案 事例 の 展開 件 数 (件 ・ 
醸成 累計 ) 
る づ 
を 
に 100 
き 推 職員 提案 件 数 (件 ) 
い 進 
の 職場 活性 化 
a に 向け た 健 に 、 了 a 
康 経営 の 推 ① 質 の 高い 県 民 サ ービス の 提 定期 健康 診断 に お いて 「 健 康 」 42.0 実績 
た 信 供 に 向け た 職員 の 健康 増進 | と 判断 され る 職員 の 割合 (%) 績 
内 達成 度 














IV 戦略 的 で 実効 性 の ある マネ ジメント 改革 の 推進 





洒 
斗 放 で 湘 財 虹 



































民 
サ 
| 
ス 
の 
質 
の 
向 
つ 
な 
が 
る 
提 
{ 
ン 
ス 
テ 
ム 
2 
























































: 推 】 現状 値 年 度目 標 値 
具体 的 ん 
具体 的 な 推進 項目 (2019 見 込 ) 2019) (2020) ②02① (2022) 
12,100 | 12,400 | 12,700 
Q① 情報 通信 技術 (1 CT) 等 | 電子 申請 ・ 届 出 等 件 数 (件 ) 
100 100 
政策 評価 の 結果 を 次 の 施策 等 に 
反映 させ た 割合 (%) 
公共 調達 の 
最適 化 の 推 100 
人 特定 県 契約 に お ける 法令 庁 守 の 
割合 (%) 
行政 情報 の i 
適正 な 管理 | a RN 
と 公開 の 推 | <① 情報 公開 の 推進 と 適正 な 文 | 自主 公表 新規 実施 ・ 充 実 件 数 
進 書 管理 (件 ) 
250 
② 適時 的 確 な 県 政情 報 の 提供 | 朗 震 に 関す る 職員 研修 へ の 参加 
95.2 
悪者 満足 度 調査 に お ける 満足 度 93.6 
(入院 (%) ) (2017) 
i 95.0 
悪者 満足 度 調 査 に お ける 満足 度 
(外来 (%6) ) 
9 
新規 招 聴 医師 数 (人 ) 
101.5 
泊 支 比率 (9 100.1 
経常 収支 比率 (%) 0 
二 535.949 | 562.933 | 548.365 | 553.375 
電力 の 安定 供給 の 推進 力量 (MWh / 年 ) 596, 705 
21, 148 


【 工 業 用 水道 事業 】 


② 工業 用 水 の 安定 供給 の 推進 | 料金 対象 水量 





( 千 立 方 m グ 年 ) 
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公共 施設 等 総合 管理 計画 に 基 づ 























具体 的 な 推進 現状 値 年 度目 標 値 
dg 3018 見込 (2019) | (2020) | (2021) 2 
92.0 
向け た 支援 運営 評価 に お ける 財務 評価 が A 88.0 2021 
又は 日 評価 の 法人 の 割合 (%) | (対象 年 度 2017) 
20 
組織 課題 等 に 対応 する た め の 新 
規定 数 配置 (人 ) 
25 
新規 需要 等 に 対応 する 庁 内 再 配 
置 数 (人 ) 
大 管理 人 100 
| の 充実 5 9 8 | 各部 局 、 各 地方 支部 に お ける 危 
化 者 時 符 に お ける 組織 対応 | 拉 和 理 に 関す る 訓練 等 の 実施 
合 (%) 
事務 処理 の 100 
適正 性 の 確 ニュ 
保 に 向け た 各所 属 に お ける 内 部 統制 の 実施 
内 部 統制 の 率 (%) 
推進 
効果 的 で 欧 
率 的 な 業務 監査 の 結果 、 複 数 の 指摘 等 又は 0 
遂行 体制 の ① 監査 委員 に よる 監査 機能 同一 事項 に つい て 連続 し て 指摘 
構築 に 向け | 強化 等 を 受け た 監査 対象 機関 数 ( 機 
た 監査 機能 関 ) 
の 充実 強化 
0 
包括 外部 監査 に よる 専門 性 |、 i 
a や すい | 過年度 包括 外部 監査 指摘 ョ 
の と 鉛 立 性 を 業 ね 備え た 監査 ] 失 生 末 了 性 表 (件 ) 
1, 580 
政 ⑪ 県 税収 入 の 確保 収入 未済 額 ( 百 万 円 ) 0 
の 
着 81.4 
の 潮 納 債権 の 発生 抑 和 現 年 度 分 滞納 債権 の 徴収 率 
" 回 収 (%) 
進 
を 上 資産 の 売却 数 (件 ・ 果 40 
3 ⑧ 県 有 資 産 の 有効 活 13 
え る 歳入 確保 状 値 は 2017 年 度 単 年 の 実績 、 (2017) 
る 豆 値 は 2019 年 度 か ら の 昧 計 
持 
続 | (4) 人 18.0% 未 満 | 18.0% 未 満 | 18.0%6 未 満 | 18.0% 未 満 
可 日 の 軽 a ; i i: 18.2 
能 担 の 軽減 | ① 公債 費 負 担 の 適正 化 実質 公債 費 比 率 (%) (2017 決算 ) 
よ 
財 
政 2.0 2.0 2.0 2.0 
県 単独 補助 金 の 廃止 ・ 縮 減 に よ 2020 当 初 予算 | 2021 当 初 予算 | 2022 当 初 予算 | 2023 当 初 予算 
③ 県 単独 補助 金 の 適正 化 る 歳出 (一 般 財源 ベー ス ) の 対 
前 年 度 削減 率 (%) 
築 
し 
ま 100 























④ 公共 施設 の 長寿 命 化 対 策 く 個別 計画 の 策定 割合 50.0 実績 
96 
達成 度 
現状 値 が 2018 年 度 見 込 以外 の 場合 は 、 現 状 値 欄 の 下段 に 対象 年 度 等 を 記載 し て いま す 。 
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調 
資料 3 これ まで の 行 財 政 改革 の 取組 


(1) これ まで の 経緯 
岩手 県 で は 行 財 政 改 革 に 不断 に 取り 組ん で お り 、 平 成 15 年 度 (2003 年 度 ) に 「 岩 手 県 行 財 
政 構造 改革 プロ グラ ム 」( 平 成 15 年 度 (2003 年 度 ) 平成 18 年 度 (2006 年 度 )) を 策定 し 、 
1 広域 振興 局 6 地方 振興 局 体制 へ の 移行 に 向け た 地方 振興 局 の 業務 完結 性 の 向上 や 、 県 立 大 
学 及び 工業 技術 セン ター の 地方 独立 行政 法人 化 、 県 有 未 利用 資産 の 有効 活用 や 「 岩 手 県 地方 
税 特別 滞納 整理 機構 」 の 設置 な ど 、 歳 入 確 保 と 歳出 の 削減 を 進め て きま し た 。 併せ て 、 指 定 
管理 者 制度 に よる 弾力 的 な 公共 施設 の 運営 や 、 申 請 ・ 届 出 等 手続 の 電子 化 に よる 県 民 負 担 の 
軽減 に 取り 組み まし た 。 
また 、「 岩 手 県 集中 改革 プロ グラ ム 」 (平成 19 年 度 (2007 年 度 ) て 平成 22 年 度 (2010 年 度 ) ) 
を 策定 し 、 職 員 給与 の 適正 化 や コン ビニ エン スス ト ア と の 包括 連携 協定 締結 に よる 県 政情 報 の 
発信 、 市 町 村 へ の 権限 移譲 の 推進 な ど を 行っ た ほか 、 平 成 15 年 度 (2003 年 度 ) に 施行 され た 
「 政 策 等 の 評価 に 関す る 条例 」 に 基づき 、 総 合 的 ・ 体 系 的 な 評価 制度 を 構築 し 、 成果 を 重視 し 
た 行政 運営 に 取り 組み まし た 。 






































































































































































































































































































































(2) 「 い わ て 県 民 計 画 」 に お ける 主 な 取組 等 
「 い わ て 県 民 計画 長期 ビジ ョ ン 」 (平成 21 年 度 (2009 年 度 ) 平成 30 年 度 (2018 年 度 ) ) 

に 掲げ た 県 政 運営 の 基本 姿勢 を 具体 化す る た め 、「 岩 手 県 集中 改革 プロ グラ ム 」 を 改定 し た 「 第 

1 期 ア クシ ョ ンプ ラン 改革 編 ]」 (平成 21 年 度 (2009 年 度 ) ~ 平 成 22 年 度 (2010 年 度 ) ) 、 
「 第 2 期 ア クシ ョ ンプ ラン [改革 編 ]」 (平成 23 年 度 (2011 年 度 ) 平成 26 年 度 (2014 年 度 )) 
及び 「 第 3 期 ア クシ ョ ンプ ラン [行政 経営 編 ]」 (平成 27 年 度 (2015 年 度 ) 平成 30 年 度 (2018 
年 度 )) を 策定 し 、 そ の も と で 効果 的 ・ 効 率 的 な 行政 経営 に 取り 組み 、 東 日 本 大 岩 災 津波 か ら 


の 復旧 ・ 復 興 と アク ショ ンプ ラン 政策 編 及び 地域 編 に 基づく 政策 の 推進 を 下支え する 役割 を 
担っ て きま に 

















































































































《 第 1 期 ア クシ ョ ンプ ラン の 主 な 取組 と 成果 》 

改革 1 組織 パフ ォ ー マ ンス の 向上 

・ 本 庁 組 織 体制 の 見 直し (総合 政策 部 、 地 域 振興 部 及び 総務 部 を 再編 整備 し 、 秘 書 広報 
室 及び 政策 地域 部 を 設置 ) 
・ 広 域 振興 局 体制 に 対応 し た 権限 の 見 直し (本 庁 か ら 移管 し た 事務 37 事務 、 本 庁 へ 集 
約 し た 事務 23 事務 ) 
・ 県 営 建設 工事 の 入札 制度 改革 (電子 入札 の 拡充 、 総 合 評価 落札 方 式 の 改善 等 ) 

・ 電 子 申請 の 利用 率 向上 に 向け た 対象 手続 の 拡大 、 利 用 端末 に 携帯 電話 を 追加 、 コ ン ビ 
ニニ エンス スト ア に お ける 情報 発信 

















































































































































































































改革 2 行 財政 構造 の 徹底 し た 簡素 ・ 効 率 化 
・ 事 務 事 業 評価 に 基づく 廃止 ・ 休 止 及 び 縮 減 (363 事業 、 廃 止 ・ 縮 減額 計 約 127 億 円 
(H19~H22) ) 











・ 歳 入 確保 の 強化 
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(使用 料 ・ 手 数 料 等 の 見 直し : 増収 額 約 224 百 万 円 (H19~H22)) 
(県 有 示 利用 資産 等 の 活用 : 約 19.7 億 円 (H19~H22)) 等 

・ 徹 底 し た 歳出 の 見 直し 
(人 件 費 の 抑制 : 職員 数 (公営 企業 を 除く ) 1, 419 人 純 減 (うち 知事 部 局 513 人 純 減 ) 
(H19. 4 月 一 H23. 4 月)、 特 例 的 な 給与 減額 約 59 億 円 (H20~H22)) 等 

・ 外 郭 団体 等 の 改革 (県 出資 等 法人 の 整理 合理 化 (解散 5 法人 、 県 出資 解消 1 法人 ) (H19 
~H22) ) 

























































































































































































改革 3 民間 力 ・ 地 域 力 が 最大 限 に 発揮 され る 仕組 み づ く り 
ヽ わ て 公共 サー ビス ・ マ ッ チ ング シス テム (民間 企業 の 地域 貢献 活動 と 県 事業 等 と の 
連携 の 窓口 ) に よる 官民 協 働 の 推進 (コン ビニ エン スス ト ア 等 と の 協定 締結 4 件 ) 
・ 新 た な 官民 ネッ トワ ー ク の 構築 (温暖 化 防 止 い わ て 県 民 会 議 の 設立 等 ) 






















































































改革 4 県 と 市 町 村 の 役割 分 担 の 再 構築 
・ 宮 古市 と 川井 村 の 合併 、 一 関 市 と 藤沢 町 の 合併 に 向け た 支援 

・ 市 町 村 別 権限 移譲 推進 プロ グラ ム に 基づく 権限 移譲 の 推進 、 移譲 市 町 村 へ の 人 的 支援 
(54 人 ) 
・ 合 併 市 町 村 の 課題 解決 に 向け た 合併 市 町 村 地域 力 向 上 支援 交付 金 に よる 支援 

・ 市 町 村 の 行 財政 基盤 強化 や 各地 域 の 産業 振興 状況 を 踏ま えた 広域 振興 局 体制 へ の 移行 
























































































































































岩手 県 集中 改革 プロ グラ ム と 一 体 で 推進 























《 第 2 期 ア クシ ョ ンプ ラン の 主 な 取組 と 成果 》 





基本 方 針 1 | いわ て の 未来 づく り を 支え る 専門 集団 へ 
・ 復 興業 務 を 担う マン パワ ー の 確保 (4 年 間 で 他 県 等 か ら の 応援 職員 延べ 795 人 、 退 職 
し た 職員 の 再任 用 延べ 315 人 、 任 期 付 職員 延べ 396 人 等 ) 

・ 職 員 の 育成 (能力 開発 研修 の 充実 、 部 局 横断 で 研究 活動 を 行 う 
若手 職員 の 感性 を 生か し た 新規 施策 の 立案 等 ) 
・ 県 民 サ ービス の 利便 性 向上 、 公 共 調達 改革 、 監 査 機能 の 強化 等 の 推進 (総合 評価 落札 
方 式 条 件 付 一 般 競争 入札 の 本 格 実施 、 地 域 維持 型 契約 方 式 の 試行 、 物 品 調達 ・ 印 刷 
に 係る 一 般 競 争 入札 の 推進 、 監 査 委員 と 旬 括 外部 監査 人 と の 連携 の 強化 等 
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若手 ゼミ 」 を 設置 し 
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基本 方 針 2 | いわ て を 支え る 持続 可能 な 行 財政 構造 の 構築 

・ 歳 入 確保 の 強化 

(県 税収 入 の 確保 (課税 捕 そ く 調 査 の 強化 (2, 356 件 、331 百 万 円 ) 、 イ ンタ ーネット 
公売 (25 回 、 約 8 百 万 円 ) 、 収 入 未済 額 縮減 に 向け た 市 町 村 支 援 ) 

(県 有 示 利用 資産 の 売却 (98 件 、5, 497 百 万 円 ) 、 県 有 施 設 に お ける 自動 販売 機 設置 
の 公募 制 導 入 (59 施設 135 台 、 約 120 百 万 円 )、 県 有 施 設 に お ける 広告 事業 の 展開 ( 約 
30 百 万 円 )) 等 
・ 徹 底 し た 歳出 の 見 直し 

(「 公 債 費 負担 適正 化 計 画 」 に 基づく 補償 金 免除 繰上 償 還 及び 低利 資金 へ の 借 換 の 実 
施 (将来 負担 軽減 額 130 百 万 円 )) 等 
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・( 医 療 局 ) 岩手 県 立 病院 等 の 経営 計画 [2014-2018] (H25. 12 月 策定 ) 及び (企業 
第 4 次 中 期 経営 計画 (H25. 3 月 策定 ) に よる 公営 企業 改革 の 着実 な 推進 
・ 地 方 独立 行政 法人 改革 (運営 費 交付 金 基準 額 約 389 百 万 円 減 ) 












































































































































基本 方 針 3 | 多様 な 主体 に よる 公共 サー ビス の 提供 

・ 多 様 な 主体 と の 連携 ・ 協 働 の 推進 (NPO 等 へ の 助成 (延べ 116 団体 ) 、 い わ て 社会 貢 
献 ・ 復 興 活動 支援 基金 の 造成 (3 億 円 積立 ) 、「 い わ て 三陸 復興 の か け 橋 」 プ ロジ ェ ク 
ト の 支援 等 に よる 被災 地 と 県 内 外 支援 者 の マッ チン グ 、 い わ て 復興 応援 隊 の 配置 (34 
人 ) 等 ) 

・ 民 間 か ら の 職員 派遣 、 企 業 協賛 、 ボ ラン ティ ア 募 集 な ど 県 民 や 企業 、 団 体 等 と の 協 働 
に よる 「 希 望郷 いわ て 国体 」「 希 望郷 いわ て 大 会 」 の 開催 準備 
・ 企 業 や NPO、 高 等 教育 機関 等 と の 連携 ・ 協 働 の 推進 (県 内 大 学 チ ー ム に よる 沿岸 の 
児童 生徒 等 の 心 の サポ ー ト (訪問 回 数 延べ 624 回 )、NPO 等 と の 連携 に よる 被災 地 に 
お ける 児童 生徒 の 学習 支援 及び 居場所 づく り (実施 箇所 数 延べ 60 箇所 )、 民 間 団 体 等 と 
の 災害 時 応援 協定 や 地域 活性 化 包括 連携 協定 の 締結 等 ) 











































































































































































































| 

















































































































基本 方 針 4 | 活力 に 満ち あたい わ て を 実現 する 分 権 型 行政 シス テム の 確立 
・ 東日本 大 震 災 津波 か ら の 復興 や 地方 分 権 改 革 の 推進 に つい て の 要望 や 提言 等 の 実施 
・ 県 と 市 町 村 と の 意見 交換 会 、 県 市 町 村 連 携 推進 会 議 、 広 域 振興 園 棚 談 会 の 開催 
・ 県 市 長 会 ・ 県 町 村 会 等 の 関係 機関 と 連携 し た 被災 市 町 村 へ の 職員 派遣 の 確保 (派遣 決 
定 者 数 延べ 1, 785 人 (本 県 職員 含む )) 
・ 復興 推進 計画 等 の 策定 支援 、 災 害 廃棄 物 の 処理 等 に 関す る 事務 の 一 体 的 推進 、 復 興 
業 に お ける 収用 制度 の 活用 支援 な ど 被 災 市 町 村 と 連携 し た 取組 の 推進 
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《 第 3 期 ア クシ ョ ンプ ラン の 主 な 取組 と 成果 (見 込み ) 》 





基本 方 針 1 | いわ て の 未来 づく り を 支え る 専門 集団 へ の 更 な る 進化 

・ 組 織 体制 の 整備 (平成 28 年 台風 第 10 号 災 害 か ら の 復旧 復興 の 推進 体制 の 整備 、 文 化 
スポ ー ツ 部 の 設置 、 ラ グ ビ ー ワ ー ル ドカ ッ プ 2019" の 開催 準備 体制 の 強化 等 ) 

・ 復 興 や 地域 課題 対応 を 担う 人 材 の 確保 (特別 募集 の 実施 、 退 職 し た 職員 の 再任 用 、 任 
期 付 職員 の 採用 、 他 県 等 か ら の 応援 職員 の 要請 等 ) 
・ 若 手 ・ 女 性 職員 の 活躍 推進 (自己 啓発 ・ 自 主 企画 研修 に 対す る 支援 、 メ ンタ ー 制 度 の 
実施 ・ 拡 充 、「 女 性 活躍 推進 の た め の 特 定 事業 主 行動 計画 」 の 策定 (H28.3 月 ) 等 ) 
・ 教 職員 の 負担 軽減 (| 岩手 県 教職 員 働き 方 改革 プラ ン 」 の 策定 (H30.6 月 ) 等 
・TI CT の 活用 に よる 利便 性 の 向上 ・ 効 率 化 の 推進 (電子 申請 シス テム の スマ ー ト フォ 
ン 対 応 、 マ イナ ン バ ー 制 度 の シス テム 構築 ・ 円 滑 な 運用 、 モ バイ ル ワ ー ク の 導入 ・ 環 境 
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・( 医 療 局 ) 岩手 県 立 病院 等 の 経営 計画 〔2014-2018〕 (H25.12 月 策定 ) 及び (企業 局 ) 
第 5 次 中 期 経営 計画 (H28. 3 月 策定 ) に よる 公営 企業 の サー ビス 品質 の 向上 

・ 行 政 の 透明 性 の 向上 (統一 的 な 基準 に よる 財務 書類 等 の 整備 ・ 公 表 、 流 域 下 水道 事業 
お ける 地方 公営 企業 法 の 適用 に 向け た 企業 会 計 シ ステ ム 構 築 や 固定 資産 評価 の 実施 
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・ 情 報 セ キュ リティ 対策 の 強化 (情報 セキ ュ リ ティ クラ ウド の 構築 ・ 運 用 開始 等 
基本 方 針 2 | 多様 な 主体 の 連携 ・ 協 働 に よる 公共 サー ビス の 提供 
・「 花 いっ ぱい 運動 」 な どの 県 民 運 動 や ボラ ンティア 活動 、 募 金 ・ 企 業 協 堆 を は じ め と 
し た 県 民 総 参加 で の 「 和 希望 卿 いわ て 国体 」「 希 望 卿 いわ て 大 会 」 の 開催 
・ 多様 な 主体 と の 連携 ・ 協 働 の 推進 (商工 関係 団体 や 産業 支援 機関 と 連携 し た 被災 地 の 
起業 支援 、「 地 ( 知 ) の 拠点 大 学 に よる 地方 創 生 推進 事業 (COC 十 )」 を 通じ た 高等 孝 
育 機関 ・ 産 業界 等 と の 連携 、 新 た な 官民 ネッ トワ ー ク の 構築 (( い わ て で 働 こ う 推 進 協 
議会 」、「 ラ グ ビ ー ワ ー ル ドカ ッ プ 2019 釜石 開催 実行 委員 会 」、「 い わ て スポ ー ツ コミ ッ 
ショ ン 」、「 三 陸 防 災 復 興 プ ロジ ェクト 2019 実行 委員 会 」 の 取組 ) 等 ) 
・ 県 が 保有 する 公共 デー タ の 利 活用 の 推進 (岩手 県 オー プン デー タ サ イト 」 の 開設 
(H28. 12 月 ) ) 
基本 方 針 3 | いわ て を 支え る 持続 可能 な 財政 構造 の 構築 
・ 歳 入 確保 の 強化 
(「 岩 手 県 税収 確保 対策 指針 」(H28. 3 月 策定 ) に 基づく 滞納 処分 の 強化 、 市 町 村 へ の 支 
援 強化 に よる 収入 未済 額 縮減 ) 
(「 第 4 次 岩手 県 滞納 債権 対策 基本 方 針 」(H29. 3 月 策定 ) に 基づく 債権 管理 の 徹底 、 外 
部 委託 に よる 滞納 債権 収納 等 に よる 回 収 強化 ) 
(県 有 示 利用 資産 の 売却 、 流 域 下 水道 の 汚泥 処理 工程 で 発生 する 消化 ガス の 売却 ) 等 
・ 歳 出 の 重点 化 と 将来 負担 の 軽減 
(県 単独 補助 金 等 の 見 直し ) 
(「 岩 手 県 公共 施設 等 総合 管理 計画 」(H28. 3 月 策定 ) に 基づく 公共 施設 等 の 計画 的 な 更 
新 や 長寿 命 化 ) 
(個別 業務 シス テム の サー バ 仮 想 化 統合 や 基幹 業務 シス テム の オー プン 化 な ど 情 報 シ 
ステ ム の 最適 化 ) 等 
基本 方 針 4 | 活力 に 満ち た いわ て を 実現 する 分 権 型 行政 シス テム の 確立 








・ 東 日 本 大 岩 炎 津波 の 被災 市 町 村 が 必要 と 














する 応援 職員 の 確保 











・ 平 成 28 年 台風 第 10 号 に よる 被災 市 町 村 に 対す る 支援 ( 岩 
長 会 ・ 県 町 村 会 等 と 連携 し た 応援 職員 の 確保 等 ) 
















































































・ 県 と 市 町 村 と の 意見 交換 会 、 県 市 町 村 連 携 推進 会 議 の 開催 


























・ 市 町 村 と 一 体 と な っ た 地方 創 生 の 推進 




















(「 岩 手 県 ・ 








設置 (H29.12 月) 等 ) 


























・「 全 国 知 事 会 議 in 岩手 」 の 開催 (H29.7 






























































市 町 村 


|) (復興 を 成 し 遂 ! 

















地方 創 4 


け 














推進 連絡 会 議 」 
































継承 し 、 あ ら ゆ る 災害 に 負け な い 千 年 国家 を 創り 上 げ る こと を 誓う 「 岩 手 宣言 」 の 採 3 




















・ 地 方 分 権 の 推進 (地方 分 権 改 革 に 関す る 
全国 知事 会 等 と 連携 し た 国 へ の 働き か け 【 
ロー ワー ク の 導入 等 ) 


















































提案 制度 に よる 権限 移譲 ・ 規 條 




















こよ る 農地 転 











許可 


4 


限 の 移譲 や 地方 版 




















緩和 の 実現 、 


泉町 駐在 職員 の 配置 、 県 市 


の 


ナ 、 災 害 の 教訓 を 次 世代 に 


R) 





ノヽ 





107 





《 





資料 編 》 
匠 資料 4 行 財政 運 


営 概況 


24, 966 人 


| H27 年 度 (2015 年 度 ) 


100. 0% 


H28 年 度 (2016 年 度 ) 


H29 年 度 (2017 年 度 ) 


24,958 人 100.0% 


H30 年 度 (2018 年 度 ) 








4.414 人 


12.851 人 


17. 7% 


51.5% 


4.438 人 | 17.8% 


12.697 人 | 50.9% 





2.475 人 


9.9% 


2.469 人 9.9% 








5.006 人 


20.1% 


5.124 人 20.5% 

















































































































② 歳入 予算 (財源 別 ) ※4 | 1,.111.190 gm 1. 066, 107 jn| 100.0% | 979,733 ms 100.0% | 953.348 mm| 100.0% 
主 財源 
加 和 oO 457. 651 百 433.582 吾 四 | 40.7% 412. 884 特選 円 42.1% 393.897 吾 ヵ | 41.3% 
県 税 126, 187 本 128, 665 理由 (12.1% 132,735 百 ち 円 (13.5%) 132, 612 本 5 (13.9% 
諸 収 入 157, 373 本 円 158, 287 吾 5 四 | (14.8% 157. 625 理由 | (16.19 150. 360 理 j 由 | (15.8% 
その 他 174, 090 本 146, 630 理由 (13.8% 122,523 百 ち 円 (12.5%) 110, 925 本 5 四 | (1.6% 
イ 依存 財源 
ee 653, 540 特記 円 632.525 百 ヵ 円 566. 849 百 559, 451 百 由 
③ 歳出 予算 (性 質 別 ) ※4 | 1,111,190 品 5 1, 066, 107 5 979, 733 計 953, 348 本 5m 
ア 義務 的 経費 324,172 百 317,967 吾 四 29.8%| 315.576 本 304.765 本 | 32.0% 
人 件 費 181, 385 百 万 円 182, 432 百 万 円 | (17.1%) 182, 327 百 万 円 182, 553 百 万 円 | (19.1%) 
扶助 費 12, 973 百 万 円 12, 875 百 万 円 | (1.2% 12, 376 百 万 円 12, 542 百 万 円 | (1.3%) 
公債 費 129, 814 百 万 円 122, 659 百 万 円 | (11.5%) 120, 872 百 万 円 109, 670 百 万 円 | (11.5%) 
2 388. 805 特記 円 348.014 吾 ち | 32.6% 282. 501 一 272. 510 理由 | 28.6% 
の 他 
ウフ 諾 の 他 経 間 lol 398, 214 百 400,127 本 381,656 百 376. 073 本 
主要 三 基金 残高 ※ 
hr ※5 62, 658 吾 56, 913 理由 45, 364 百 円 37, 730 吾 下 
ア 財政 調整 基金 29, 103 百 万 円 28, 336 百 万 円 22, 786 百 万 円 20, 816 百 万 円 
イ 県 債 管理 基金 30, 196 百 万 円 25, 216 百 万 円 19, 216 百 万 円 13, 552 百 万 円 
令 共 放 設 等 整備 基金 0 百 万 円 0 百 万 円 0 百 万 円 0 百 万 円 
エ 地域 振興 基金 3, 359 百 万 円 3, 361 百 万 円 3, 362 百 万 円 3, 362 百 万 円 
⑤ 県 債 残高 ※6 13, 494 億 円 13,105 億 円 12, 920 億 円 12, 763 億 円 
(H26 決 算 ) (H27 決 算 ) (H28 決 算 ) (H29 決 算 ) 
赤字 ※7 
⑨ 実質 赤 宇 比 率 7 | なし) 9% ー( な し ) w% ー( な し ) % ー (なし) % 
(H26 決 算 ) (H27 決 算 ) (H28 決 算 ) (H29 決 算 ) 
4 赤字 ※7 
si ー な し ) % ー な し ) % ー な し ) % 
(H26 決 算 ) (H27 決 算 ) (H28 決 算 ) (H29 決 算 ) 
へ :3 
実質 公債 費 比 率 8 20.4 % 20.5 % 19.5 % 18.2 % 
(H26 決 算 ) (H27 決 算 ) (H28 決 算 ) (H29 決 算 ) 
ミ 日 ※ 
⑲ 将来 負担 比率 4 236.3 % 224.6 % 229.4 % 224.2 % 
注記 し て いる も の を 除い て 、 各 年 度 の 4 月 1 日 現在 の 数 値 で す 。 ま た 、 各 項目 の 数 値 は 、 端 数 処理 の 関係 で 合計 値 が 一 致し な いこ と が あり ます 。 
※1) 職員 数 に は 、 他 県 等 応援 職員 数 (H27 年 度 169 人 、H28 年 度 162 人 、H29 年 度 126 人 、H30 年 度 92 人 ) を 含み ます 。 
※2) 職員 数 に は 、 他 県 等 応援 職員 数 (H29 年 度 1 人 (収用 委員 会 事務 局 ) 、H30 年 度 2 人 (収用 委員 会 事務 局 ) ) を 含み ます 。 
※3) 職員 数 に は 、5 月 1 日付 採用 の 医療 技術 職員 数 (H27 年 度 156 人 、H28 年 度 166 人 、H29 年 度 140 人 、H30 年 度 134 人 ) を 含み ます 。 
※4) 注記 し て いる も の を 除い て 、 各 年 度 の 当初 予算 の 数 値 で す 。 各 項目 に つい て は 、 表 示 単 位 未満 を 四 捨 芋 入 し た も の で あり 、 そ の 内 訳 は 、 合 


計 と 一 致し な い 場 合 が あり ます 。 
※5) 主要 三 基金 (財源 対策 三 基金 ) 残高 に つい て は 、 前 年 度 示 の 数 値 で あり 、 満 期 一 








平成 23 年 度 (2011 年 度 ) まで は 、 財 政調 整 基金 、 県 債 管 理 基 金 及 び 公 共 施設 等 整備 基金 の 三 基金 を 「 主 














后 償 司 地方 債 に 充て る 積立 金 を 差し 引い た 数 値 で す 。 





三 基金 」 と し て いま し た が 、 公 共 














施設 等 整備 基金 の 廃止 に 伴い 、 平 成 24 年 度 (2012 年 度 ) か ら は 、 財 政調 整 基金 、 県 


金 」 と し て いま す 。 
※6) 


※7) 
全 化 判断 比率 で す 。 





) 書き は 、 早 期 健全 化 基 準 値 で す 。 
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貢 管 理 基金 及び 


県 債 残高 に つい て は 、 一 般 会 計 当初 予算 の 起債 額 及 び 元 金 償 恒 額 か ら の 推計 額 で す 。 
実質 赤字 比率 (3.75%) 、 連 結実 質 赤字 比率 (8.759%) 、 実 質 公債 費 比率 (25%) 、 将 来 負 担 比 率 (400%) は 、 財 政 健全 化 法 に 基づく 健 


耶 域 振興 基金 の 三 基金 を 「 財 源 対策 三 基 


《 資料 編 》 
資料 5 県 と 民間 と の 連携 協定 締結 状況 
















































































































































































































































| 分 類 | Ne | 協定 の 名 称 | 協定 の 相手 方 協定 の 内 容 し 
スス: いわ て 公共 サー ビス ・ マ ッ チ ング シス テム に よ 
| 」 | 載 人 生 に 係る 名 括 人 株 式 会 社 ロー に H20.6.23 
52 いわ て 公共 サー ビス ・ マ ッ チ ング シス テム に よ 
ーー 関す る 包括 協定 株 式 会 社 サ ー ク ル K サ ンク ス | いわ て 公共 サー ビス ・ マ ッ チ H21.6.1 
株 式 会 社 セ ブン ー イ レブ ン ・ ーー に 
いわ て 公共 サー ビス ・ マ ッ チ ング シス テム に よ 
地域 活性 化 包括 連携 協定 ジャ バン ーー | る 打数 分 野 に お ける 連携 H21.11.13 
政 : カ ヽ へ いわ て 公共 サー ビス ・ マ ッ チ ング シス テム に よ 
4 | 地域 活性 化 包括 連携 協定 イオ ン 株 式 会 社 Ca H23.2.16 
ヤ カ へ ミロ ーー ラー いわ て 公共 サー ビス ・ マ ッ チ ング シス テム に よ 
5 | 地域 活性 化 包括 連携 協定 株 式 会 社 フ ァ ミ リー マー ト | いわ て 公共 サー ビス こ マ ッ チ H25.1.22 
eo x いわ て 公共 サー ビス ・ マ ッ チ ング シス テム に よ 
包 指定 東日本 高速 道路 株 式 会 社 | る 複数 分 野 に お ける 連携 協定 992 
8 へ いわ て 公共 サー ビス ・ マ ッ チ ング シス テム に よ 
7 域 包 括 連携 協定 ヤマ ト 運 輸 株 式 会 社 に 入間 H28.5.16 
0 東京 海上 日 動 火災 保険 株 式 会 | いわ て 公共 サー ビス ・ マ ッ チ ング シス テム に よ | pg 9 21 
と 振興 に 関す る 包括 連携 協定 社 る 複数 分 野 に お ける 連携 協定 0 
| - 三井 住友 海上 火災 保険 株 式 会 | いわ て 公共 サー ビス ・ マ ッ チ ング シス テム に よ H29.3.14 
社 る 複数 分 野 に お ける 連携 協定 6 
へ いわ て 公共 サー ビス ・ マ ッ チ ング シス テム に よ 
回 RS る 複数 分 野 に お ける 連携 協定 0 
へ いわ て 公共 サー ビス ・ マ ッ チ ング シス テム に よ 
回 di る 複数 分 野 に お ける 連携 協定 4 
ょ ムロ ニー ス 、 へ いわ て 公共 サー ビス マッ チン グ シ ステ ム に よ 
2 明治 安田 生命 保険 相互 会 社 る 複数 分 野 に お ける 連携 協定 H31.3.22 
本 お ける 人 工 衛 星 を 用 いた 防災 利 | 独立 行政 法人 宇宙 航空 研究 開 | 災害 情報 の 収集 ・ 伝 達 手段 と し て の 人 工人 衛星 の | 1p4 427 
用 実証 実験 に 関す る 協定 発 機構 有用 性 の 検証 
* カ - ロ ロー カ 寺 へ 楽天 市 場 に お ける 「 ま ち 楽 岩手 」 の 開設 、 1 T 
2 | 連携 と 協力 に 関す る 協定 楽天 株 式 会 社 わけ H21.6.24 
原子 力 発電 所 に 係る 県 民 の 安全 確保 の た |。』 ュ =」。。、 女川 及び 東通 原子 力 発電 所 に お ける 原子 力 災害 
3 | め の 情 報 連絡 等 に 関す る 協定 書 東北 電力 株 式 会 社 発生 時 の 安全 確保 の た め の 情 報 連絡 9028 
_ | 一 般 社団 法人 岩手 県 建設 業 協 
基幹 的 農業 水利 施設 の 突発 事故 発生 時 に 岩手 県 建設 業 協 | a a 
4 会 、 一 般 社団 法人 岩手 県 空調 | 農業 水利 施設 の 緊急 補修 工事 に 関す る 協定 H25. 3. 29 
お ける 緊急 補修 工事 に 関す る 協定 生生 
日 本 マイ クロ ソフ ト 株 式 会 社 | 地域 活性 化 協 働 プ ログ ラム ポー タル の 活用 H25.7.9 
大 規模 災害 時 に 県 が 提供 する 災害 情報 を Google 
6 | 防災 の 取り 組み に 関す る 協定 書 Google Ireland Limited の 災害 対応 サー ビス に 反映 させ る こと に より 、 H25.7.24 
県 の 災害 広報 に 協力 
開放 0 ほ 電 手 天 健康 づく り の 推進 に 関す る 協定 H26.3.27 
8 上 治 岸 応 押 局 と 東日本 大 天涯 プラ イス ウォ ー タ ー ハ ウス | 東日本 大 赤津 波 か ら の 産業 復 具 に 関す る 協定 | HG.9.11 
、 | 東京 海上 日動 火災 保険 株 式 会 
本 上 間 ] 定 H26.11.28 
個別 協定 手 県 中 小 企業 団体 中 央 会 
RE Yahoo サ ービス を 活用 し た 避難 場所 等 の 掲載 、 
| io | ヤフー 株 式 会 社 キャ ッシュ サイ ト の 作成 H26.12.11 
東京 大 学生 産 技術 研究 所 、 岩 手 県 及び 釜 laa し ーー 
11 | 石 市 と の 海洋 再生 可能 エネ ルギー 研究 に | 東京 大 学生 産 技術 研究 所 、 人 等 海洋 再生 可能 エネ ルギー 研究 に 関す る 協定 H27.3.26 
関す る 連携 協力 協定 
12 Ed 学校 法人 文化 学園 地域 活性 化 に 関す る 協定 H27.7.16 
13 ka 究 所 と の 連 | 大正 大 学 地域 構想 研究 所 | 地域 活性 化 に 関す る 協定 H27.8.11 
14 村上 た 株 式 儲 定 パ イル ファ ク トリ ー ER ト | 地域 活性 化 に 関す る 協定 H27.10.5 
は 
「 地 ( 知 ) の 拠点 大 学 に よる 地方 創 生 推 | 芋 大 学 、 夏 岡 大 学 、 岩 手 県 立 | 方 劉生 に 資す る 人 材 の 県 内 定着 の 推進 に 関す 
| 故事 業 (COC+) 」 に 関す る 協定 | 和央 天 大学 、 振 時 科 | る 協定 TFN 
高等 専門 学校 、 杏 林 大 学 
岩手 県 に お ける ネス 支援 ide 
岩手 県 に お ソー シャ ルビ ジネス 支援 | 士 会 岩手 県 支部 連合 会 、 岩 る 
16 | 等 に か か る 協力 に 関す る 協定 県 行政 書士 会 、 い わ て N Po | 地域 活性 化 に 関す る 協定 0 
中 間 支 援 ネッ トワ ー ク 
17 | 健康 増進 に 関す る 岩手 県 と 大 塚 製薬 株 式 | よ 塚 製薬 株 式 会 社 仙人 台 支 店 | 岩手 県 民 の 健康 増進 に 関す る 取組 H28.1.12 








会 社 と の 連携 協定 
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分 類 






個別 協定 




















































































































































































































































協定 の 名 称 協定 の 相手 方 協定 の 内 容 ME 
ee 株 式 会 社 ジ ョ イス 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.3.30 
パース 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.3.30 
HEBM 株 式 会 社 マル イチ 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.3.31 
Te 医療 法人 財団 正 清 会 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.3.31 
TP 医療 法人 社団 愛生 会 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.4 1 
の 医療 法人 共生 会 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.4.1 
前 株 式 会 社 サ ン デ ー 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.4.5 
Tcl 株 式 会 社 コジ マ 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.4.6 
RT ine 二 時 (6 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.4.6 
TRS る ポレ ーション 和 有 | 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協 H22.4.7 
TE 区 剛 南 ショ ッ ピ ング セン ター | 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協 H22.4.8 
Tc 株 式 会 社 マ ルイ チ 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.3.31 
hn, 医療 法人 財団 下 清 会 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.3.31 
TS 医療 法人 社団 愛生 会 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.4 1 
人 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.4.1 
eT 全 ーー 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.4.5 
RT Ti ce 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.4.6 
TRS 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協 H22.4.6 
TA 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協 H22.4.7 
TRG 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協 H22.4.8 
hi ce 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 HM22.4.8 
TB 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.4.12 
TS 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.4.14 
Tl 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.4.14 
TS 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協 H22.4.15 
TRS イオ ンス ー パ ー セ ンタ ー 人 金 ケ | 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協 H22.4.19 
Tis, 社団 医療 法人 盛岡 上 温泉 病院 | 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.4 19 
Th Ti chal, 社会 福祉 法人 新生 会 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.4 22 
TA 医療 (財団 ) 法人 仁 医 会 都 南 | 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協 H22.4.23 
i i cl 社団 医療 法人 祥 和 会 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.4 27 
TS 社会 福祉 法人 大 市 社 人 福祉 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協 H22.4.27 
Tl 株 式 会 社 マイ ヤ 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.4 28 
TS 大 和 情 報 サー ビス 株 式 会 社 | 指 定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.5.7 
TRS 信 会 客 儲 法人 大 船 小 市 社会 福 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協 H22.5.10 
Td 大 楠 商 業 開発 株 式 会 社 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.5.13 
Th Ti pic 医療 法人 博 有 会 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.5.19 
TS 一 最 財 団 法人 宮古 市 休 育 協会 | 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.5.20 
ひと に や さ し い 駐車 場 利用 証 f 協同 組合 一 戸 シ ョ ッ ピ ング セ un A 
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Ne 協定 の 名 称 協定 の 相手 方 協定 の 内 容 HP 
人 株 式 会 社 普 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 HM22.6.4 
dita オリ ックス 株 式 会 社 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.6.15 
dd 社団 医療 法人 祐 和 全 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.6.17 
ーー 社会 福 祉 法人 北上 市 会 福祉 牛車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.6.25 
Tae, 癌 手 医科 大 学際 属 花巻 温泉 病 | 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.9.16 
本 Te 社団 医療 法人 法研 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.10.26 
TA 株 式 会 社 新 鉛 温 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.11.8 
Tcl 東北 労働 金庫 北上 支店 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.11.8 
TS 株 式 会 社 ベ ルプ ラス 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H22.12.20 
TRS 法人 楽 水 会 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H23.1.19 
TP 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H23.1.20 
TRG し 共同 事業 休 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H23.1.27 
TS 千 問 な が の 脳神経 ・ 歯 科 ク リ | 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協 H23.1.28 
TS 上 法人 坦 福 祉 会 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H23.2.7 
本 生得 祉 法人 陽 風 会 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H23.2.15 
TS 花泉 観光 開発 株 式 会 社 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H23.2.15 
TA は し ば 歯科 医院 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H23.2.21 
TSL イオ ン モ ー ル 株 式 会 社 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H23.3.2 
TA イオ ン リ テー ル 伯 会社 。 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協 H23.3.2 
Tcl 小野 寺 こ ども 医院 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H23.3.2 
TA 協 働 組合 遠野 商 業 開発 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H23.3.2 
Fic 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 HM23.3.7 
sl 医療 法人 社団 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H23.3.7 
Tl 口内 郵便 過 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H23.3.11 
TS 株 式 会 社 ジ ュ リア ン 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H23.3.11 
TRS ックス バリュ 北東 二 株 式 会 | 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協 H23.3.22 
TR Siac, 医療 法人 前 田 皮 膚 科 医 院 。 | 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H23.4.12 
TS 東北 労働 金庫 奥州 支店 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H23.11.7 
TA 休 式 会 社 テ ルコ ー ボ レー ショ | 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協 H24.9.18 
pi Fi cl 医療 法人 正康 会 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H24.12.18 
TS 協同 組合 矢巾 商業 開発 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H24. 12.18 
Tc 医療 法人 社団 恵 人 会 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H24.12.19 
本 財団 法 人 夏 間 地域 地場 産業 振 | 指定 凡 車 施設 の 管理 に 関す る 協 H24.12.25 
i を ーー 医療 法人 秒 愛 会 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H24.12.27 
TTA 公益 財団 法人 盛 剛体 育 協会 | 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H24.12.27 
Te 株 式 会 社 ム コー プ 北 東北 。 | 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H25.1.10 
TS 株 式 会 社 柴 波 ま ち づ くり 企画 | 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H25.2.6 
TRS 大 和 リ ー ス 株 式 会 社 岩手 支店 | 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H25.2.12 
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協定 の 名 称 協定 の 相手 方 協定 の 内 容 ep 
ひと に や さ し い 駐車 場 利 用 証 制 i へ em ミル ー 協定 
る 医療 法人 希望 会 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H25.2.27 
ひと に や さ し い 駐車 場 利 用 証 竹林 a ia 
95 指定 駐車 施設 に 関す る 協定 盛岡 赤十字 病院 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H25. 7.31 
ひと に や さ し い 駐車 場 利用 証 社会 福祉 法人 岩手 町 社会 福祉 ここ 。 PPS 
指定 駐車 施設 に 関す る 協定 協議 会 計 社 | 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協 H25.11.14 
ひと に や さ し い 駐車 場 利用 証 抽 特定 非 営利 活動 法人 葛巻 町 体 | Ba 
97 指定 駐車 施設 に 関す る 協定 育 協会 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協 H28.3.24 
ひと に や さ し い 駐車 場 利 用 証 SS ZS A 
98 指定 駐車 施設 に 関す る 協定 志 戸 平 温泉 株 式 会 社 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H28. 6. 13 
ひと に や さ し い 駐車 場 利 用 証 NR ao 5 
ドロ 医療 法人 冊 心 会 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H28.11.4 
J ひと に や さ し い 駐車 場 利 用 証 制 へ ts + ミル se + カ ーー 
00 指定 駐車 施設 に 関す る 協定 株 式 会 社 マ ツヤ 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H29.6.27 
+ ひと に や さ し い 駐車 場 利 用 証 秋 スム 選 + ミル | カー 
ue Fa 株 式 会 社 大 坊 指定 駐車 施設 の 管理 に 関す る 協定 H30.8. 28 
102 | 企業 の 森 づ くり 活動 に か か る 協 株 式 会 社 永和 、 葛 巻 町 企業 の 森 づく り 活動 H21.10.10 
8 eo 株 式 会 社 藤村 商会 、 柴 波 町 4 
03 | 企業 の 森 づ くり 活動 に か か る 協 NP O 法 人 紫波 みらい 研究 所 | 企業 の 森 づ くり 活動 H23.2.25 
104 | 企業 の 森 づ くり 活動 に か か る 協 1 企業 の 森 づ くり 活動 H29.4.1 
105 | 企業 の 森 づく り 活 動 に 関す る 協定 書 ” | ホーマック 株 式 会 社 企業 の 森 づく り 活動 H26.3.7 
106 | 企業 の 森 づ くり 活動 に か か る 協 株 式 会 社 東芝 、 北 上 市 企業 の 森 づく り 活動 H26.4 1 
107 | 企業 の 森 づ く り 活 動 に 関す る 協 a 企業 の 森 づ くり 活動 H26.8.20 
108 | 企業 の 森 づ くり 活動 に か か る 協 株 式 会 社 デ ン ソー 岩手 企業 の 森 づく り 活動 H27.1.20 
109 | 企業 の 森 づ くり 活動 に か か る 協 いわ て 生活 協同 組合 企業 の 森 づ くり 活動 H26.3.29 
110 | 企業 の 森 づ くり 活動 に か か る 協 東京 エレ クト ロン 東北 山 ” | 企業 の 森 づ くり 活動 H28.5.26 
Ns 太平 洋 セ メン ト 株 式 会 社 、 大 | 災害 廃棄 物 処理 体制 の 構築 、 環 境 の 保全 ・ 創 造 
代 環 地域 社会 の 形成 に 関す る 協定 | 人 洋 190 H29.10.19 
es の ーー | 東日本 大 震 炎 津波 か ら の 産業 復興 に 向け た アラ 
。 | 東日本 大 震 炎 津波 か ら の 産業 復興 に 向け |PwC あ ら た 有限 責任 監査 法人 本 大 震 
2 | 東日本 大 震 う ら た 有限 責任 監査 法人 イプ ァ ンズ に よる 被災 企業 ・ 個 人 事業 主 へ の 経営 | H28.10.31 
た アラ イア ンス PwC コン サル ティ ング 合同 会 社 指導 支援 の 提供 
。 | 東日本 大 震 炎 津 波 か ら の 産業 復興 に 向け 6 東日本 大 震 秋 津波 か ら の 産業 復興 に 向け た アラ 
3 | た アラ イア ンス (覚書 ) PwC 税 理 士 法人 イア ンズ に 関し て 、PWC 税 理 士 法人 を 加え る も の | H29.5.31 
効 児 等 保育 送迎 タク シー の 利用 に 係る 協同 手 中 央 タク シー 株 式 会 社 | 幼児 等 保育 送迎 タク シー の 利用 に 係る 協定 H29.4 1 
兄 等 保育 送 巡 タク シー の 利用 に 係る 協 | 杯 式 会 社 ヒ ノ ヤ タク シー | 幼児 等 保育 送迎 タク シー の 利用 に 係る 協定 H29.7.1 
タク シー 幼児 等 保育 送迎 タク シー の 利用 に 係る 協定 H30.12.27 
災害 時 に お ける ドロ ー ン に よる 情報 収集 、 県 が 
117 | 防災 力 向上 に 関す る 協定 書 提 害 保険 ジャ パン 日 本 興 量 株 | 行う 防災 セミ ナー・ 防 災 研 修 会 へ の 協力 、 県 民 | H29.12.25 
式 会 や 企業 へ の 防災 意識 の 啓発 及び 防災 知識 の 普及 
公益 社団 法人 いわ て 被害 者 支 
信 益 社団 法人 いわ て 被害 者 支 
性 凶 還 ・ 性 業者 の ワン スト ッ プ 支 | 放 を ご 束 反 神 医 人 一 般 | 攻 還 ・ 性 暴力 補 害 者 の ワン スト ッ プ 支援 に 関 | jpo 8 2 
光る 剛直 人 社団 法人 岩手 県 薬剤 マ 師 会 、 岩 |) る 連携 
手 弁護 士 会 、 岩 手 県 警察 
株 式 会 社 岩手 銀行 、 東 京 海上 
日 動 火災 保険 株 式 会 社 、 ア フ 
ラッ ク 、 協 会 けん ぽ 岩 手 支 
部 、 第 一 生命 保険 株 式 会 社 、 
株 式 会 社 I BC 岩手 放送 、 日 
岩手 県 が ん 検診 受診 率 向上 プロ ジェ クト | 社 、 朝 日生 命 保険 相 互 会 社 盛 |。。。 』、。、 っ トー 
119 カ 岡 支社 、 住友 生命 保険 相互 会 が ん 検診 受診 率 向 上 に 関す る 協定 H30. 2. 14 
社 盛岡 支社 、 大 同 生命 保険 株 
式 会 社 東北 支社 、 日 本 郵便 株 
式 会 社 東北 支社 、 中 外 製 薬 株 
式 会 社 北東 北 支店 、 公 立 学校 
共済 組合 岩手 支部 、 富 国生 合 
保険 相互 会 社 盛岡 支社 
全国 健康 保険 協会 岩手 支部 
120 | 健康 経営 の 推進 に 係る 連携 協定 岩手 県 商 工 会 議 所 連合 会 、 株 | 信 床 経 党 の 推進 に 関す る 取組 H30.8.6 
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分 類 | No. 協定 の 名 称 協定 の 相手 方 協定 の 内 容 人 
121 還 生 計 生 ーー 協力 に 薬 子ども の 未来 支援 に か か る 取組 H30.5. 22 

個別 協定 タウ ン ペ ー ジ 及び 防災 啓発 情報 等 を 取り まとめ 
122 | 防災 刻 発情 報 等 に 関す る 協定 NTT タ ウン ペー ジ 株 式 会 社 | た 國 子 等 の 紙 媒体 に 、 県 が 提供 する 防災 啓発 情 | H30.7.27 

報 等 を 掲載 し 発信 する 。 

災害 時 に お ける 放送 要請 に 関す る 協定 | 日 本 放送 協会 盛岡 放送 局 。 | 炎 害 時 に お ける 応援 協定 ( 炎 害 に 関す る 放送 ) | S39.12.15 
災害 時 に お ける 放送 要請 に 関す る 協定 | 株 式 会 社 BC 岩手 放送 | 秋 害 時 に お ける 応援 協定 ( 秋 害 に 関す る 放送 ) | S40.4.1 
災害 時 に お ける 放送 要請 に 関す る 協定 | 株 式 会 社 テ レビ 岩手 災害 時 に お ける 応援 協定 (災害 に 関す る 放送 ) | S46.2.1 
災害 時 に お ける 放送 要請 に 関す る 協定 | 株 式 会 社 岩手 めん こい テレ ビ | 災害 時 に お ける 応援 協定 (災害 に 関す る 放送 ) | HS3.41 
災害 時 に お ける 放送 要請 に 関す る 協定 | 株 式 会 社 岩手 朝日 テレ ビ に お ける 応援 協定 (災害 に 関す る 放送 ) | H8.10.1 
災害 時 に お ける 放送 要請 に 関す る 協定 | 株 式 会 社 エフ エム 岩手 災害 時 に お ける 応援 協定 (災害 に 関す る 放送 ) | S60.10.1 
災害 時 に お ける 報道 要請 に 関す る 協定 | 株 式 会 社 岩手 日 報社 災害 時 に お ける 応援 協定 (災害 に 関す る 報道 ) | H9.12.15 
災害 時 に お ける 報道 要請 に 関す る 協定 | 株 式 会 社 朝日 新聞 社 盛 8 災害 時 に お ける 応援 協定 (災害 に 関す る 報道 ) | H9.12.15 
災害 時 に お ける 報道 要請 に 関す る 協定 | 株 式 会 社 毎日 新聞 社 盛 8 災害 時 に お ける 応援 協定 (災害 に 関す る 報道 ) | H9.12.15 
災害 時 に お ける 報道 要請 に 関す る 協定 | 株 式 会 社 読売 新聞 社 盛 災害 時 に お ける 応援 協定 (災害 に 関す る 報道 ) | H9.12.15 
災害 時 に お ける 報道 要請 に 関す る 協定 | 株 式 会 社 河北 新報 社 盛岡 支社 | 災害 時 に お ける 応援 協定 (災害 に 関す る 報道 ) | H9.12.15 
災害 時 に お ける 報道 要請 に 関す る 協定 | 休 式 会 社 産業 経済 新聞 社 右 | 容 害 時 に お ける 応援 協定 ( 火 害 に 関す る 報道 ) | H9.12.15 
災害 時 に お ける 幸人 要請 に 関す る 協定 | 信吉 会 人 日 本 経済 新聞 社 右 |2 守 詩 に お ける 応援 箇 定 (災害 に 関す る 報道 ) | H9.12.15 
災害 時 に お ける 報道 要請 に 関す る 協定 | 株 式 会 社 岩手 日 日 新聞 災害 時 に お ける 応援 協定 (災害 に 関す る 報道 ) | H9.12.15 
災害 時 に お ける 報道 要 請 に 関す る 協定 | 休 式 会 社 デ ー リ ー 東 北新 聞 社 容 害 時 に お ける 応援 協定 ( 秋 害 に 関す る 報道 ) | H9.12.15 
災害 時 に お ける 幸 首 要請 に 関す る 協定 | 因 間 情報 農業 協同 組合 軍 | 書 時 に お ける 応援 協定 (災害 に 関す る 報道 ) | H9.12.15 
災害 時 に お ける 報道 要 請 に 関す る 協定 | 和 吉 会社 日 刊 工業 新聞 社 盛 問 | 容 害 時 に お ける 応援 協定 (災害 に 関す る 報道 ) | H9.12.15 
災害 時 に お ける 報道 要請 に 関す る 協定 | 昌 社 団 法人 共同 通信 社 盛 問 | 和 z 富 時 に お ける 応援 協 定 (災害 に 関す る 報道 ) | H9.12.15 
災害 時 に お ける 報道 要請 に 関す る 協定 | 株 式 会 社 時 事 通信 社 盛岡 支局 | 秋 害 時 に お ける 応援 協定 (災害 に 関す る 報道 ) | H9.12.15 
0 | 災害 時 等 緊急 放送 の 協力 に 関す る 協定 | 株 式 会 社 エフ エム 岩手 時 に お ける 応援 協定 (災害 に 関す る 緊急 放 | mos 1.30 
RR 一 般 社 団 法 人 日 本 アマ チュ ア | 災害 時 に お ける 応援 協定 (アマ チュ ア 無 線 の 活 | pe 3 10 








無線 連盟 岩手 県 支部 
災害 時 に お ける 輸送 の 確保 に 関す る 協 a 災害 時 に お ける 応援 協定 (鉄道 輸送 ) H8.12.24 





な 


災害 時 に お ける 輸送 の 確保 に 関す る 協 全便 災害 時 に お ける 応援 協定 (鉄道 輸送 ) H3.12.24 


< 


災害 時 に お ける 輸送 の 確保 に 関す る 協定 | 三陸 鉄道 株 式 会 社 災害 時 に お ける 応援 協定 (鉄道 輸送 ) H8.12.24 
災害 時 に お ける 輸送 の 確保 に 関す る 協 i 災害 時 に お ける 応援 協定 (鉄道 輸送 ) H17.6.9 











災害 時 に お ける 輸送 の 確保 に 関す る 協定 | 公益 社団 : 県 バス 協会 | 災害 時 に お ける 応援 協定 (バス 輸送 ) H8.12.24 





ラック 炎 害 時 に お ける 応援 協定 (トラッ ク 輸 送 ) H25.12.24 


人 
ー | 赤 幅 岩手 県 軽 自動 車 軍 送 同 | 傘 害 時 に お ける 応援 協 定 (トラ ッ ク 輸 送 ) H15.4.1 
岩手 県 漁業 協同 組合 連合 会 | 炎 害 時 に お ける 応援 協定 (漁船 輸送 ) H8. 11.28 
東北 内 航海 運 組合 災害 時 に お ける 応援 協定 ( 船 租 送 ) H7.3.29 
ee 東北 旅客 船 憶 会 火 害 時 に お ける 応援 協定 ( 船 入 輸送 ) H18.1.17 
東邦 航空 株 式 会 社 災害 時 に お ける 応援 協定 (航空 輸送 ) H8. 11.26 
北日本 航空 株 式 会 社 災害 時 に お ける 応援 協定 (航空 輸送 ) H8. 11.26 


gpr eeemmaaow 株 式 会 社 宮澤 商店 災害 時 に お ける 応援 協定 (航空 燃料 調達 等 HO.1.13 








て っ 
で 


て っ て っ て っ て っ て っ ho ト っ トゥ っ ho ト っ ho ト ho ト っ ト っ ho ーー ーー 一 ーー ーー 


Na 弘 済 企業 株 式 会 社 災害 時 に お ける 応援 協定 (航空 燃料 調達 等 ) H22.1.12 
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《 資料 編 》 






分 類 | Ne 協定 の 名 称 協定 の 相手 方 協定 の 内 容 和香 


大 規模 災害 時 に お ける 交通 誘導 警備 業務 二 般 社団 法人 岩手 県 警備 業 協 災害 時 に お ける 応援 協定 (交通 誘導 等 備 ) 0.2.16 
等 に 関す る 協定 会 































a 一 般 社 団 法 人 日 本 自動 車 連盟 | 災害 時 に お ける 応援 協定 (放置 自動 車 等 の 道路 | 1 2 23 
東北 本 部 岩手 支部 障害 物 の 除去 ) 














災害 時 の 医療 救護 に 関す る 協定 一 般 社団 法人 岩手 県 医師 会 | 災害 時 に お ける 応援 協定 (医療 救護 ) H1.4.20 








災害 時 等 に お ける 岩手 DPMAT の 医療 救 | 上 な 人 振 手 医科 大 学 


護 活 動 に 関す る 協定 災害 時 に お ける 応援 協定 (医療 救護 ) H21.5.28 











災害 時 等 に お ける 岩手 DPMAT の 医療 救 E 村 
護 活動 に 関す る 協定 盛岡 赤十字 病院 





災害 時 に お ける 応援 協定 (医療 救護 ) H29.4.1 











寺 時 に お ける 医療 炒 護 活動 に 関す る 協和 社団 法人 岩手 県 剤 師 会 | 秋 害 時 に お ける 応援 協定 (医療 救護 ) H23.3.11 
災害 時 の 歯科 医療 救護 に 関す る 協定 書 |、 遇 社団 法人 岩手 県 歯科 医師 | 和央 計 に お ける 応援 協定 (歯科 医療 救護 ) H23.3.15 














災害 時 に お ける 医薬 品 等 の 確保 に 関す る 災害 時 に お ける 応援 協定 (医薬 品 、 医 療 資 機材 | no 2 6 
協定 及び 防疫 用 資 機材 の 確保 ) 9 


※ 吉 時 に お ける 医療 資 機材 の 確保 に 関す | 各 手 県 医療 機器 販売 業 協 会 | 災害 時 に お ける 応 授 協 定 (医療 資 機材 の 確保 ) | H9.26 


ーー - 敵 | 一 般 社 団 法 人 産業 ・ 医 療 ガ ス | 大 用 ガ 
災害 時 に お ける 医療 用 ガス 等 の 確保 に 関 | 人 全 地域 部 医療 ガス 部 | 炎 害 時 に お ける 応援 協定 (医療 用 ガス 等 の 確 | js 
する 協定 Bo 保 ) 


手 県 医薬 品 卸 業 協会 


は た 






















災害 時 に お ける 災害 救助 大 の 出動 に 関す | 特定 非 営利 活動 法人 災害 救助 | 4 
る 協定 犬 ネッ トワ ー ク 災害 時 に お ける 応援 協定 (災害 救助 大 の 出動 ) H22. 11. 22 





本 計 に お けけ る 災害 教 肥 砂 の 出動 だ 関す) 特定 電 剖 利 知 量 法 人 日 末 レ ズ |2 書 時 に お ける 応援 定 ( 涯 示 防 天 の 出動) | H22.11.22 














年 時 に お ける 動物 の 救護 活動 に 関す る | 一 最 社団 法人 岩手 県 獣 医師 会 | 人 災 害 時 に お ける 応援 僧 定 (動物 の 救護 活動 ) = | H20.4.30 


力 











拉 吉 時 に お ける 動物 の 示 放 活動 に 関す る | アシ ジリ ティーク ラブ TEAW・ | 商 震 時 に お ける 応援 協定 (動物 の 救護 活 重 ) H20.4 30 


Cb 災害 時 に お ける 応援 協定 (動物 の 救護 活動 ) H20.4 30 


力 


に ス 









AU 動物 いのち の 会 いわ て 災害 時 に お ける 応援 協定 (動物 の 救護 活動 ) H20.4.30 


力 


人 守 時 に お ける 動物 の 示 護 活動 に 関す る | 導 手 県 動物 愛護 ネッ トワ ー ク | 災害 時 に お ける 応援 協定 (動物 の 救護 活動 ) = | H20.4.30 


力 









rR お っ ぽ の 会 災害 時 に お ける 応援 協定 (動物 の 救護 活動) H20.4.30 


力 









時 0 イル 災害 時 に お ける 応 揚 協定 (動物 の 救護 活動 ) | H20.430 
応援 協定 災 夫 


MM の ン 災害 時 に お ける 応援 協定 (動物 の 救護 活動) H20.4.30 


災害 時 に お ける 動物 の 救護 活動 に 関す る 


協 協定 







わん ' s 倶 楽 部 災害 時 に お ける 応援 協定 (動物 の 救護 活動 ) H20.4.30 















リサ 災害 時 に お ける 応援 協定 (動物 の 救護 活動 ) H20.4.30 


力 


疫 富 時 に お ける 動物 の 救護 活動 に 関す る | 放 岡 ペッ トワ ー ル ド 専 門 学校 | 災害 時 に お ける 応援 憎 定 (動物 の 救護 活動 ) = | H20.4.30 














災害 時 に お ける 動物 の 救護 活動 に 関す る 人 と 動物 の 絆 momo 太 朗 


協 協定 


災害 時 に お ける 応援 協定 (動物 の 救護 活動 ) H29.5.17 



























大 規模 事故 ・ 災 害 等 の 発生 時 に お ける 多 
数 死体 の 検視 及び 通常 取り 扱う 身元 不明 | 一 般 社団 法人 岩手 県 歯科 医師 
死体 等 の 検視 、 歯 牙 検 査 並び に 身元 確認 | 会 

に 関す る 覚書 


き に お ける 応援 協定 (大 規模 事故 ・ 災 害 等 
の 発生 時 に お ける 多数 死体 の 検視 及び 通常 取り | 21 11.28 
扱う 身元 不明 死体 等 の 検視 、 歯 検査 並び に 身 524 















災害 時 に お ける 応援 協定 (葬祭 用 品 の 確保 ) H13.2.13 





Ao 岩手 県 葬祭 業 協同 組合 


る 協 












災害 時 に お ける 生活 物資 の 確保 等 に 関す 


る 協定 岩手 県 生活 協同 組合 連合 会 | 災害 時 に お ける 応援 協定 (生活 物資 の 確保 ) | H26.12.18 








災害 時 に お ける 衣料 、 宴 具 そ の 他 の 生活 |。 ょ ム 0 a 
必需 品 の 調達 に 関す る 協定 株 式 会 社 川 徳 災害 時 に お ける 応援 協定 (生活 物資 の 確保 ) H9.1.16 












災害 時 に お ける 衣料 、 寝 具 そ の 他 の 生活 | _ 、 人 
必需 品 の 調達 に 関す る 協定 ホー マッ ク 株 式 会 社 災害 時 に お ける 応援 協定 (生活 物資 の 確保 ) H9.1.16 








災害 時 に お ける 衣料 、 寝 具 そ の 他 の 生活 | ジャ スコ 株 式 会 社 東北 事業 本 | 生物 1 5 
65 | 応需 品 の 調達 に 関す る 協定 部 災害 時 に お ける 応援 協定 (生活 物資 の 確保 ) H9.1.16 








潮時 に お ける 衣料 、 寝 具 そ の 他 の 生活 



















































ビタ 株 式 会 社 イ トー ヨー カ 堂 。 | 災害 時 に お ける 応援 協定 (生活 物資 確保 H9.1.29 
67 | 災害 時 に お ける 物資 の 調達 に 関す る 協定 | 株 式 会 社 ロー ソン 災害 時 に お ける 応援 協定 (生活 物資 の 確保 ) | H20.6.23 
68 | 災害 時 に お ける 物資 の 調達 に 関す る 協定 | 株 式 会 社 フ ァ ミ リー マー ト | 災害 時 に お ける 応援 協定 (生活 物資 の 確保 ) | H20.9.30 
69 | 炎 害 時 に お ける 物資 の 調達 に 関す る 協定 | 生生 先生 。 知 動 法人 コメ リ 災 | 交 軍 時 に お ける 応援 協定 (生活 物資 の 確保 ) | H20.12.22 
70 | 災害 時 に お ける 物資 の 調達 に 関す る 協定 | 総 式 会 社 セフン ー イ レブ ン ・ | 秋 害 時 に お ける 応援 協 定 (生活 物資 の 確保 ) | H21.11.13 
71 | 秋 害 時 に お ける 物資 の 調達 に 関す る 協定 | 株 式 会 社 カワ チ 薬 品 火 害 時 に お ける 応援 協定 (生活 物資 の 確保 ) | H29.9.14 
7 | 区 窒 時 に お ける 段ボール 製品 の 調達 に 関 | ロホ ー ル 和合 | 時 に お ける ゆ 和 定 ( 相 ボー ル 製品 の 大 | rgoio」 
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分 類 | Ne 協定 の 名 称 協定 の 相手 方 協定 の 内 容 協定 締結 


生活 衛生 同業 組合 中 央 
災害 時 に お ける 救助 に 関す る 協定 書 団 法人 岩手 県 生活 衛生 災害 時 に お ける 応援 協定 (生活 物資 の 確保 ) H25. 3. 25 
営業 指導 セン ター 


年 月 日 





災害 時 に お ける プロ パン ガス 及び プロ パ 
ン ガ ス 施 設 の 応急 対策 用 資 機材 の 調達 並 | 一 般 社団 法人 岩手 県 高圧 ガス | 災害 時 に お ける 応援 協定 (プロ パン ガス 及び 資 H9.1.16 


















































びに 応急 対生 要員 確信 の 要請 に 関す る 協 | 保全 機材 の 調達 並び に 応急 対策 要員 の 確保 ) 
75 | 対生 用 次 機 村 の 調 送 秋 び に 応急 対策 朗 員 | 岩手 県 石油 商業 境 同 組合 | 害 時 に お ける 応援 協定 ( 折 料 の 供給 ) H19.10.11 
確保 の 要請 に 関す る 協定 書 
AA 人 災害 時 に お ける 応援 協定 (燃料 の 供給 ) H25.6. 24 
EE 災害 時 に お ける 木炭 の 確保 に 関す る 協定 | 一 般 社団 法人 岩手 県 木炭 協会 | 災害 時 に お ける 応援 協定 (本 炭 の 確保 ) H8. 12. 25 
災害 時 に お ける 食糧 の 確保 に 関す る 協定 | 岩手 県 乾麺 工業 協同 災害 時 に お ける 応援 協定 (乾麺 の 確保 ) H9.1.31 
災害 時 に お ける 食糧 の 確保 に 関す る 協定 | 岩手 県 生 めん 協同 災害 時 に お ける 応援 協定 ( 生 め ん の 確保 ) H9.1.31 
災害 時 に お ける 食糧 の 確保 に 関す る 協定 | 岩手 県 パン 工業 協同 組合 | 災害 時 に お ける 応援 協定 (パン の 確保 ) H9.1.31 
災害 時 に お ける 食糧 の 確保 に 関す る 協定 | 条 式 会 社風 放 流通 セン | 災害 時 に お ける 応援 協定 (食肉 加工 品 の 確保 ) | HB8.12.19 
災害 時 に お ける 食糧 の 確保 に 関す る 協定 | 岩手 県 牛乳 協会 災害 時 に お ける 応援 協定 (牛乳 等 の 確保 ) H8.12.19 
秋 害 時 に お ける 野菜 の 確保 に 関す る 協定 | 直 還 庄 業 協同 組合 連合 会 涯 手 」 交 大 生 に お ける 応援 協定 (野菜 の 確保 ) H8.11.14 
を 補語 に お ける 水 導 廊 料 名 の 確保 に 関す 」 吉 手 上 泊 業 協同 組 合 連 合 会 | 災害 時 に お ける 応援 信 定 (水産 食料 の 確保 ) H8.11.28 
る Moi 災害 時 に お ける 応援 協定 (水産 食料 の 確保 ) H3. 12. 19 
和 は パ ン 、 ミ ルク の 抽 に 関す る 人 了 団 法人 給 手 内 信人 時 に お ける 応援 定 (原材料 、 パ ン ・ ミ ル | jm 1z ze 






















災害 時 に お ける 食料 の 確保 に 関す る 協定 | 株 式 会 社 純情 来い わ て a H18.12.25 


災害 時 に お ける 飲料 の 確保 に 関す る 協定 | 株 式 会 社 岩泉 産業 開発 災害 時 に お ける 応援 協定 (飲料 の 確保 ) H19.1.25 


災害 時 に お ける 飲料 の 確保 に 関す る 協定 | サン トリ ー フ ー ズ 株 式 会 社 | 災害 時 に お ける 応援 協定 (飲料 の 確保 ) H19.1.25 


みち の く コ カコ ー ラ ボ ト 
グ 株 式 会 社 










リン 


災害 時 に お ける 応援 協定 (飲料 の 確保 ) H19.1.25 





災害 時 に お ける 応援 協定 ( 稲 の 種苗 の 確保 ) H8.11.11 





災害 時 に お ける 応援 協定 ( 語 種 ・ 桑 苗 の 確保 ) H8.11.11 


き に お ける 肥料 及び 病害 虫 防除 用 資 | 全国 農業 協同 組合 3 (肥料 及び 病害 虫 防除 | Ha 11 11 
調達 に 関す る 協定 本 部 用 各 機 材 の 確保 ) 


災害 時 に お ける 応援 協定 (家畜 飼料 等 の 確保 ) H8.11.11 


TE TRE 岩 の (動物 用 医薬 品 等 の 確 H8.11.12 
力 


a (家畜 防疫 業務 へ の 協 H24 2.8 

















災害 時 に お ける 応援 協定 (家畜 防疫 業務 へ の 資 | 』7 1] 2 
機材 等 の 調達) MC 


災害 時 に お ける 応援 協定 (伝染 病 家畜 処理 ) H19.4.4 





災害 時 に お ける 応援 協定 (住宅 建設 ) H7.11.13 


災害 時 に お ける 応援 協定 (民間 賃貸 住宅 媒介 ) | H22.3.16 
am 人 仙人 宅 の 旋 介 等 に | 一般 団 法人 岩手 上 宅地 物 | 役 枯 時 に お ける 応援 協定 (民間 賃貸 住宅 培 介 ) | H22.3.16 


に お ける 民間 賃貸 住宅 の 情報 提供 人 人 住宅 経 |。 上 
する 協定 ” な 会 災害 時 に お ける 応援 協定 














(民間 賃貸 住宅 媒介 ) H25.7.1 


9 © © © くら © oo Co 




















103 | 和 害 時 に お ける 民間 賃 賃貸 住宅 の 被災 者 へ | 取引 業 協会 
の 提供 に 関す る 協定 公益 社団 法人 全日 本 不動 産 協 


会 岩手 県 本 部 


© 


災害 時 に お ける 応援 協定 (民間 賃貸 住宅 提供 ) H26.9.3 





4 災害 時 に お ける 応援 協定 (木材 の 確保 ) H8.12.25 


岩手 県 木材 産業 協同 組合 災害 時 に お ける 応援 協定 (木材 の 確保 ) H8.12.18 








| 災害 時 に お ける 応援 協定 (廃棄 物 の 処理 ) H26.10.27 
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《 資料 編 》 






分 類 |Ne 協定 の 名 称 協定 の 相手 方 協定 の 内 容 HP 


災害 時 に お ける し 尿 及び 浄化 模 汚泥 等 の 災害 時 に お ける 応援 協定 (し 尿 及 び 浄化 本 汚 | ne 10 12 
処理 に 関す る 協定 等 の 処理 2 
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岩手 県 環境 整備 事業 協同 組合 
















災害 時 に お ける 漁港 ・ 漁 場 の 応急 対策 業 | 一 般 社団 法人 全日 本 漁港 建設 | 災害 時 に お ける 応援 協定 (漁港 ・ 漁 場 関係 公共 | js 4 15 


a 回 
08 | 務 に 関す る 協定 会 岩手 県 支部 土木 施設 等 の 応急 対策 業務 の 実施 ) 






















害 時 に お ける 応急 対策 業務 に 関す る に Et 1 に トー 


急 復旧 工事 ) 
3 1 ン | 災害 時 に お ける 応援 協定 (詳細 な 被災 情報 の 収 | Hp1 6 2g 
集 及び 連絡 ほか ) ii 



















災害 時 に お ける 応援 協定 (詳細 な 被災 情報 の 収 H21.7 9 
集 及び 連絡 、 応 急 復旧 工事 の 実施 ) NS 
災害 時 に お ける 応援 協定 (公共 土木 施設 等 の 応 H20.5.19 
急 対策 に 対す る 協力 ) 0 


09 
6 和 設 災害 時 に お ける 応援 協 (工事 中 の 施設 の 復 H9.2.19 








旧 ) 


団 法 人 プレ スト レス i 
クリ ー ト 建設 業 協会 









% 害 時 に お ける 応援 協定 (プレ スト レス ト ・ コ H28.3.28 
クリ ー ト 構造 物 の 被災 情報 の 収集 及び 連絡 ) Sn 


団 法人 建設 コン サル タ | 秋 害 時 に お ける 応援 協定 (詳細 な 被災 情報 の 収 | jpo 9 13 
東北 支部 集 及 び 連 絡 ほか ) 
災害 時 に お ける 岩手 県 内 の 下水 道 管 路 施 | 公益 社団 法人 日 本 下水 道 管 路 | 災害 時 に お ける 応援 協定 (災害 時 に お ける 下水 | pg 3 28 
設 の 復旧 支援 に 関す る 協定 管理 業 協 会 道 管 路 施設 の 復旧 活動 ) ¥ 
災害 時 に お ける 県 党 発 電 施 設 の 応急 対策 
馬 資 村 材 の 調 科 及び 復 上 要員 の 確保 に 関 株 式 会 社 東芝 


力 協定 



















災害 時 に お ける 応援 協定 (県営 発電 施設 の 応急 | jo 3 31 
対策 用 資 機材 及び 復旧 要員 の 確保 ) 









災害 時 に お ける 県 営 発電 施設 の 応急 対策 
用 資 機材 の 調達 及び 復旧 要員 の 確保 に 関 | 日 立 三菱 水力 株 式 会 社 
する 協定 
災害 時 に お ける 県 営 発電 施設 の 応急 対策 
志和 生 20 剛 電導 び 全 旧 委 2 村 還 に 株 式 会 社 明電舎 






災害 時 に お ける 応援 協定 (県営 発電 施設 の 応急 | 』。 。 31 
対策 用 資 機材 及び 復旧 要員 の 確保 ) a 
















災害 時 に お ける 応援 協定 (県営 発電 施設 の 応急 | ja 11 18 
対策 用 資 機材 及び 復旧 要員 の 確保 ) RMN 














災害 時 に お ける 県 営 発電 施設 の 応急 対策 |、、」。- っ ュ 。, 、 
用 資 機材 の 調達 及び 復旧 要員 の 確保 に 関 | インフ オ ニア テク ノロ ジー 株 
する 協 エ い 大 

穴 害 時 に お ける 県 営 発電 施設 の 応急 対策 | エム エロ タフ ラン トメ カー 


災害 時 に お ける 応援 協定 (県営 発電 施設 の 応急 | pg 3 31 
対策 用 資 機材 及び 復旧 要員 の 確保 ) 
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災害 時 に お ける 応援 協定 (県営 発電 施設 の 応急 | 』。 3 31 


















AI 対策 用 資 機材 及び 復旧 要員 の 確保 ) 
災害 時 災害 時 に お ける 県 営 発電 施設 の 応急 対策 災害 時 に お ける 応援 協定 (県 堂 発電 施設 の 応急 | je 3 3 






用 資 機材 の 調達 及び 復旧 要員 の 確保 に 関 
する 協 
災害 時 に お ける 県 営 発電 施設 の 応急 対策 
2 日 本 ケー ブル 株 式 会 社 


応援 協定 | !22 対策 用 資 機材 及び 復旧 要員 の 確保 ) 
















災害 時 に お ける 応援 協定 (県営 発電 施設 の 応急 | 』。 3 31 
対策 用 資 機材 及び 復旧 要員 の 確保 ) ™ 














災害 時 に お ける 県 営 発電 施設 の 応急 対策 «< 室 ー て + 補 オカ 吉村 机 + 
用 資 機材 の 調達 及び 復旧 要員 の 確保 に 関 災害 時 [に お ける 応援 協定 (県 営 発電 施設 の 応急 | H26.3.31 


する 協定 対策 用 資 機材 及び 復旧 要員 の 確保 ) 


| ける 沈設 の 対生 一 般 社 団 法人 岩手 県 建設 業 協 | 災害 時 に お ける 応援 協定 (県営 発電 施設 の 応急 | jpe 4 1 
業務 に 関す る 協定 会 対策 用 資 機材 及び 復旧 要員 の 確保 ) 
災害 時 に お ける 県 営 工業 用 水道 施設 の 応 
急 対 策 用 資 機材 の 調達 及び 復旧 要員 の 確 
保 に 関す る 協定 ※ 北 上 中 部 










北 芝 電 機 株 式 会 社 






























災害 時 に お ける 応援 協定 (県 営 工業 用 水道 施設 | ja 11 18 
の 応急 対策 用 資 機材 及び 復旧 要員 の 確保 ) WI 





株 式 会 社 タ カヤ 


















災害 時 に お ける 県 営 工業 用 水道 施設 の 応 US ia 
急 対策 用 資 機材 の 調達 及び 復旧 要員 の 確 | 株 式 会 社 タ カヤ 災害 時 に お ける 応援 協定 (県 営 工 業 用 水道 施設 | 26.3.31 
保 に 関す る 協定 ※ 北 上 中 部 以外 の 応急 対策 用 資 機材 及び 復 日 要員 の 確保 ) 





炎 害 時 に お ける 県 営 工業 用 水道 施設 の 応 ES 5 
128 | 急 対策 用 資 機材 の 調達 及び 復旧 要員 の 確 | 株 式 会 社 日 立 製作 所 災害 時 に お ける 応援 協定 (県 営 工業 用 水道 施設 | Hg.11.18 


保 に 関す る 協 の 応急 対策 用 資 機材 及び 復旧 要員 の 確保 ) 





災害 時 に お ける 県 工業 用 水道 施設 の 応 | 称え 全社 電 i 

急 対策 用 資 棋 材 の 調達 及び 復旧 要員 の 確 | 合志 全社 電 業 社 機 械 製作 所 東 

保 に 関す る 協 

火 害 時 に お ける 県 営 工業 用 水道 施設 の 応 EE ER 

EC ee CETTE 
力 










災害 時 に お ける 応援 協定 (県 営 工業 用 水道 施設 | ja ja 
の 応急 対策 用 資 機材 及び 復旧 要員 の 確保 ) 0 


H26.3.31 









災害 時 に お ける 県 営 工業 用 水道 施設 の 応 
急 対策 用 資 機材 の 調達 及び 復旧 要員 の 確 | 株 式 会 社 明電舎 
保 に 関す る 協定 
災害 時 に お ける 県 営 工業 用 水道 施設 の 応 | オル ガ ノ 株 式 会 社 
132 | 急 対策 用 資 機材 の 調達 及び 復旧 要員 の 確 | オル ガ ノ プ ラン ト サ ー ビ ス 株 
保 に 関す る 協定 式 会 社 


災害 時 に お ける 応援 協定 (県 営 工業 用 水道 施設 | jo 3.31 


131 の 応急 対策 用 資 機材 及び 復旧 要員 の 確保 ) 

















災害 時 に お ける 応援 協定 (県 営 工業 用 水道 施設 | 』。 3 3 
の 応急 対策 用 資 機材 及び 復旧 要員 の 確保 ) 6 












災害 時 に お ける 県 営 工業 用 水道 施設 の 応 
急 対策 用 資 機材 の 調達 及び 復旧 要員 の 確 | 日 立 造 船 株 式 会 社 
保 に 関す る 協 
災害 時 に お ける 県 営 工 業 用 水道 施設 の 応 
急 対策 用 資 機材 の 調達 及び 復旧 要員 の 確 | 日本 太子 株 式 会 社 
保 に 関す る 協定 ※ 北 上 中 部 


災害 時 に お ける 応援 協定 (県 営 工業 用 水道 施設 | pg 6 19 
の 応急 対策 用 資 機材 及び 復旧 要員 の 確保 ) 

















災害 時 に お ける 応援 協定 (県 営 工業 用 水道 施設 | ja 1 18 
の 応急 対策 用 資 機材 及び 復旧 要員 の 確保 ) 0 
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《 資料 編 》 








分 類 | Ne 協定 の 名 称 協定 の 相手 方 協定 の 内 容 協定 較 結 


災害 時 に お ける 県 営 工業 用 水道 施設 の 応 


ーー ター 株 式 会 災害 時 に お ける 応援 協定 (県 営 工業 用 水道 施設 
に キト メタ ウォ ー タ ー 株 式 会 社 の 応急 対策 用 資 機材 及び 復旧 要員 の 確保 ) H26.3.31 
















災害 時 に お ける 県 営 工 業 用 水道 施設 の 応 


136 | 急 対策 用 資 機材 の 調達 及び 復旧 要員 の 確 | 株 式 会 社 在原 製作 所 災害 時 に お ける 応援 協定 (県 営 工業 用 水道 施設 | Hg.11.18 
人 の 応急 対策 用 資 機材 及び 復旧 要員 の 確保 ) 
災害 時 に お ける 県 営 工業 用 水道 施設 の 応 BE Ma 
137 | 急 対策 用 資 機材 の 調達 及び 復旧 要員 の 確 | 株 式 会 社 共 原 製作 所 秋 害 時 に お ける 応援 協定 (県営 工業 用 水道 施設 | je 3 3 
加 Mt の 応急 対策 用 資 機材 及び 復旧 要員 の 確保 ) 


災害 時 に お ける 県 営 工業 用 水道 施設 の 応 





136 | 急 対 筑 用 資 村 村 の 調 較 及び 復旧 要員 の 確 北上 鐵 工 株 式 会 社 の 外科 の 邊 上 抽 の 人 H26.3.31 
ーー 










災害 時 に お ける 県 営 工業 用 水道 施設 の 応 の 馬刺 
139 | 急 対策 用 資 機材 の 調達 及び 復旧 要員 の 確 | 株 式 会 社 小原 建設 災害 時 に お ける 応援 協定 (県 営 工業 用 水道 施設 | 26.3.31 


保 に 関す る 協 の 応急 対策 用 資 機材 及び 復旧 要員 の 確保 ) 














災害 時 に お ける 県 営 工業 用 水道 施設 の 応 


。 員 へ 災害 時 に お ける 応援 協定 (県 営 工業 用 水道 施設 
40 時 日 要員 の 確 | 有限 会 社 ア セス の 応急 対策 用 資 機材 及び 復旧 要員 の 確保 ) H12.3.10 


災害 時 に お ける 県 営 工業 用 水道 施設 の 応 2 の a 
141 | 急 対策 用 資 機材 の 調達 及び 復旧 要員 の 確 | 有限 会 社 ア セス 秋 害 時 に お ける 応援 協定 (県営 工 業 用 水道 施設 | 26.3.31 
MM の 応急 対策 用 資 機材 及び 復旧 要員 の 確保 ) 





災害 時 に お ける 県 営 工業 用 水道 施設 の 応 DI ae 
142 | 急 対策 用 資 機材 の 調達 及び 復旧 要員 の 確 | 株 式 会 社 北日本 環境 保全 。 |※ 害 時 に お ける 応援 協定 (県 営 工業 用 水道 施設 | 2 3 jo 
あす の 応急 対策 用 資 機材 及び 復旧 要員 の 確保 ) 
















災害 時 に お ける 県 営 工業 用 水道 施設 の 応 IND a 
143 | 急 対策 用 資 機材 の 調達 及び 復旧 要員 の 確 | 株 式 会 社 北日本 環境 保全 。 |※ 害 時 に お ける 応援 協 定 (県 営 工業 用 水道 施設 | jpe 3 3 
ei ko ete の 応急 対策 用 資 機材 及び 復旧 要員 の 確保 ) 

















災害 時 に お ける 県 営 工業 用 水道 施設 の 応 0 Ge 0 
144 | 急 対策 用 資 機材 の 調達 及び 復旧 要員 の 確 | 株 式 会 社 水質 研究 所 災害 時 に お ける 応援 協定 (県 営 工業 用 水道 施設 | 7 ag 
関す る 協定 ※ 北 上 中 部 の 応急 対策 用 資 機材 及び 復旧 要員 の 確保 ) 


災害 時 に お ける 県 営 工業 用 水道 施設 の 応 
急 対策 用 資 機材 の 調達 及び 復旧 要員 の 確 
災害 時 保 に 関す る 協定 ※ 北 上 中 部 以外 


災害 時 に お ける 県 営 工業 用 水道 施設 の 応 oasis 5 
急 対 策 用 次 機材 の 調 較 及び 邊 日 要員 の 確 東北 計測 サー ビス 株 式 会 社 お 条 雪 富有 各 た が 伯 四 の 特に H26.3.31 
力 


災害 時 に お ける 応援 協定 (県 営 工業 用 水道 施設 | js 3 31 
の 応急 対策 用 資 機材 及び 復旧 要員 の 確保 ) 





株 式 会 社 水質 研究 所 











































炎 埋 時 に お ける 水道 施設 の 簡 由 活動 に 係 一般 社 団 法人 岩手 県 補 調 衛生 | 埋 時 に お ける 応援 定 (水道 施設 の 複 四 活 | miy 
る 応急 対策 に 関す る 協定 工事 業 協 動 ) 












災害 時 に お ける 水道 施設 の 復旧 活動 に 係 導 県 事業 人 同人 
に 会 






cs (水道 施設 の 復旧 活 H22.8.6 

















炎 坦 時 に お ける 応援 人 定 (情報 シス テム の 応急 | ps 。 ze 
炎 守 時 に お ける 支援 協定 ( 議 地 ・ 諾 業 用 施設 炎 | ns 4 ig 


戸 


災害 査定 業務 等 に 関す る 協定 岩手 県 土地 改良 設計 協会 












革 き き に お ける 建 符 物 の 清 撮 及 び 清 持 等 [ 同 手 県 ビル 管理 事業 協同 組合 





災害 時 に お ける 応援 協定 (災害 時 に お ける 建築 | ip1 10 26 
物 の 清掃 及び 消毒 等 環境 衛生 に 関す る 協定 ) 6 


畜 伝染 病 発生 時 等 に お ける 消 奏 業 務 に | 一 般 社団 法人 岩手 県 ペスト コ | 炎 害 時 に お ける 応援 協定 (家畜 防疫 業務 に 係る | jo 3 30 
する 協定 書 ント ロー ル 協 会 車両 消毒 業務 ) 9 


災害 時 に お ける 遺体 搬送 に 関す る 協定 | 岩手 県 葬祭 業 協同 組合 災害 時 に お ける 応援 協定 (遺体 搬送 ) H29.8.1 






































































ーー | に 雪 符 団 泊 次 還 道 凍 陸生 吉昭 人 28 
155 | 時 に お ける 遂 全 放 鐘 の 人 対策 | 義昌 時 に お ける ゆ 提 (交通 人 衝 吉 の 後 | jp7 3.17 
156 | 笑 填 時 に お ける 交通 安全 施設 の 復旧 対策 | 一 般 社 団 法 人 全国 交通 信号 エエ | 災害 時 に お ける 応援 協定 (交通 安全 施設 の 復 | p73 17 
に 関す る 協定 事 技 術 普及 協会 四 遇 
157 | 者 時 に お ける 帰 者 困 半 支援 に 関す る 」 村 区 会 番屋 災害 時 に お ける 応 揚 協定 (帰宅 困難 者 支援 H28.8 1 
158 | 松生 時に お ける 帰宅 困 茸 者 支援 に 関す る [株式 会 社 オ ー ト バッ クス セブ | 宮 時 に お ける 応援 協 定 (帰宅 困難 者 支援 HM28.8.1 
1 本 不全 災害 時 に お ける 応援 協定 (帰宅 困難 者 支援) H28.8 1 
160 | 炎 填 時 に お ける 帰宅 困難 者 支援 に 関す る | 株 式 会 社 セブ ンー イレ ブン ・ | 本 
60 矯 呈 i ジャ パン 災害 時 に お ける 応援 協定 (帰宅 困難 者 支援) H28.8 
161 | 計時 に お ける 旗 困 支援 に 関す る | 株 式 会 社 ド トー ルコ ー ヒ ー | 災害 時 に お ける 応援 協定 (帰宅 困 義 支援 HM28.8.1 
162 | 撤 王 時 に お ける 帰宅 困 謀 者 支援 に 関す る | 株 式 会 社 ハ ー ド オフ コー ポ | 鱗 害 時 に お ける 応援 協定 (帰宅 困難 者 支援) H28.8.1 
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《 資料 編 》 






秋 害 時 に お ける 帰宅 困 





難 者 支援 に 関す る 


協定 の 相手 方 


















































株 式 会 社 フ ァ ミ リー マー ト | 炎 害 時 に お ける 応援 協定 (帰宅 困難 者 支援 ) H28.8.1 
本 7 る 本 還 陸 湯本 災害 時 に お ける 応援 協定 (帰宅 困難 者 支援) H28.8.1 
投 害 時 に お ける 帰宅 困難 者 支援 に 関す る | 株 式 会 社 モ ス フ ー ド サー ビス | 秋 害 時 に お ける 応援 箇 定 (帰宅 困難 者 支援) H28.8.1 

災害 時 

応援 協 <s 宝 時 リー 醒 空 リー 山崎 製 パ ン 株 式 会 社 

CR 生計 デイ リー ヤマ ザキ 事業 打 | 区 時 に お ける 人 提 定 ( 放 困 部 者 支援 H28.8.1 
了 寺 時に お ける 放 革 支援 に 関す る | 株 会社 家 ホー ルディ ン | に お ける 記 提 (0 の 
災害 時 に お ける 帰宅 困難 者 支援 に 関す る | 株 式 会 社 ロ コー ソン 災害 時 に お ける 応援 協定 (帰宅 困難 者 支援 H28.8.1 
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